
川 越 市

  

一人ひと り が生き生きと 暮ら せる社会の実現

令和３（ ２０２１）年度～令和７（ ２０２５）年度

川
越
市
男
女
共
同
参
画
基
本
計
画 令和３（ ２０２１）年度～令和７（ ２０２５）年度

第六次  川越市男女共同参画基本計画







川越市民憲章
（ 昭和 57（ 1982）年 12 月 1 日制定）  

先人の輝かし いあゆみにより 、すばら し い歴史的遺産をも つ川越。わた

く し たちは、 こ のまちに生き るこ と に誇り をも っ て、 さ ら に住みよい魅力

あふれるまちづく り をすすめていく こ と を誓い、こ こ に市民憲章を定めま

す。

１  郷土の伝統をたいせつにし 、 平和で文化の香り たかいまちにし ます。  

１  自然を愛し 、 清潔な環境を保ち、 美し いう るおいのあるまちにし ます。 

１  きまり を守り 、 みんなで助けあう 明るいまちにし ます。  

１  働く こ と に生き がいと 喜びを感じ 、 健康でし あわせなまちにし ます。  

１  教養をふかめ、 心ゆたかな市民と し て、 活力にみちたまちにし ます。  

〇市紋章          〇市の木 かし  

〇市の花 山吹 〇市の鳥 雁 
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第１ 章 計画の基本的な考え方 





１  計画の目的 
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本計画は、 「 男女共同参画社会基本法」 第 1 4  条第 3  項及び「 川越市男女共同参画推進条 

例」 第 8  条の規定に基づき、 本市における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を  

総合的かつ計画的に推進するために策定するも のです。  

２  計画の性格と 位置付け 

◎ 本計画は、 国の「 第５ 次男女共同参画基本計画」 及び埼玉県の「 埼玉県男女共同参

画基本計画」 等を 勘案し て策定するも のです。

◎ 本計画は、 上位計画である 「 第四次川越市総合計画」 や、 市における 他の個別計画

と の整合を図っ た計画であると と も に、 平成３ ０ （ 2 0 1 8 ） 年度に実施し た「 川越市

男女共同参画に関する 意識調査」（ 8 ページ参照。 以下「 意識調査」 と いう 。 ） の結果や、   

川越市男女共同参画審議会及び市民の意見を 尊重し て策定するも のです。

◎ 本計画の主要課題 5 、 主要課題 6  及び主要課題 7  を、 「 女性の職業生活における活躍

の推進に関する法律（ 以下「 女性活躍推進法」 と いう 。 ）」 第 6  条第 2  項に基づく 市

町村推進計画と し て位置付けます。

◎ 本計画の主要課題 1 1  及び主要課題 1 2  を、 「 配偶者から の暴力の防止及び被害者の

保護等に関する法律（ 以下「 Ｄ Ｖ 1 防止法」 と いう 。 ）」 第 2  条の 3  第 3  項に基づく

市町村基本計画と 位置付け、 「 川越市Ｄ Ｖ 防止及び被害者支援に関する計画 （ Ｄ Ｖ 防止

計画）」 と し ます。

1  DV： 配偶者（ 事実婚や元配偶者も 含む） 等親密な関係にある、 またはあっ た者から 振るわれる暴力のこ と 。  
「 殴る」 「 蹴る」 と いった身体的暴力だけでなく 、 精神的暴力、 経済的暴力、 性的暴力等も D V に含まれる。

   

女性活躍推進法 Ｄ Ｖ 防止法 

勘
案 

第六次川越市 
男女共同参画基本計画 

 
（ 女性活躍推進法に基づく  

市町村推進計画）  
（ Ｄ Ｖ 防止計画）  

第四次川越市

総合計画 

 

他の個別計画 

川越市男女共同参画推進条例 

 

川越市 

 
埼玉県男女共同参画基本計画 
 
配偶者等から の暴力防止及び
被害者支援基本計画（ 第 4 次） 

県 

 
第５ 次男女共同参画基本計画 

 

国 

男女共同参画社会基本法 

整
合



３  計画の期間 
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本計画の期間は、 令和 3 （ 2 0 2 1 ） 年度から 令和 7 （ 2 0 2 5 ） 年度までの 5  年間と し ま

す。  

４  計画の基本理念 

本計画の基本理念は、 「 川越市男女共同参画推進条例」 第３ 条の規定により 、 次に掲げる 6  

つと し ます。  

① 男女の人権の尊重

男女共同参画の推進は、 男女の個人と し ての尊厳が重んぜら れるこ と 、 男女が性別に

よる差別的取扱いを 受けるこ と がないこ と 、 男女が個人と し て能力を 発揮する機会が確

保さ れるこ と 、 その他の男女の人権が尊重さ れるこ と を 旨と し て行います。  

② 社会における制度又は慣行についての配慮

男女共同参画の推進に当たっ ては、 性別による固定的な役割分担等を 反映し た、 社会

における制度又は慣行を なく すよう 努めると と も に、 こ れら の制度又は慣行が、 男女の

社会における活動の自由な選択に対し て影響を 及ぼすこ と のないよう に配慮し ます。  

③ 政策等の立案及び決定への共同参画

男女共同参画の推進は、 男女が社会の対等な構成員と し て、 市における施策及び事業

者における方針の立案及び決定に共同し て参画する機会が確保さ れるこ と を 旨と し て行

います。  

④ 家庭生活における活動と 他の活動の両立

男女共同参画の推進は、 家庭生活における家庭の構成員の協力及び社会の支援の下に、子

育て、 介護その他の家庭生活における活動と 就業、 就学その他の社会生活における 活動

と が円滑に行われるよう に配慮さ れるこ と を旨と し て行います。  

⑤ 性と 生殖に関する健康への配慮

男女共同参画の推進は、 妊娠、 出産、 その他の性と 生殖に関する事項について男女の

相互の意思が尊重さ れる こ と 及び生涯にわたり 男女が健康な生活を 営むこ と について配

慮さ れるこ と を 旨と し て行います。  

⑥ 国際的協調

男女共同参画の推進は、 国際社会での取組を 十分理解し て行います。  



５  計画の将来像 
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一人ひと り が生き 生き と 暮ら せる社会の実現 

基本目標 

Ⅰ 男女共同参画を推進するための意識づく り

Ⅱ 誰も が活躍できる環境づく り  

Ⅲ 健康で安心し て暮ら せる環境の整備

Ⅳ 男女共同参画を阻害する暴力の根絶

重点課題 

◯ 男女共同参画の視点に立っ た防災対策の推進

◯ 政策・ 方針決定過程における男女共同参画の推進

◯ 仕事と 生活の両立支援

◯ 女性の活躍推進

◯ 多様な性のあり 方への理解と 促進と 支援

◯ 配偶者暴力相談支援センタ ーの機能充実

◯ 相談窓口の充実と 暴力防止の啓発

本計画の推進によっ て目指すべき将来像は、 「 川越市男女共同参画推進条例」 第 3  条に 掲げ

る 6  つの基本理念を 踏まえ、  

と し ます。  

６  計画の基本目標 

本計画では、 基本理念を 踏まえ、 次の４ つを基本目標と し て取り 組んでいき ます。  

７  計画の重点課題 

第５ 次川越市男女共同参画基本計画における施策の成果や社会情勢の変化を 踏まえつつ、

男女共同参画社会の実現に向け、 次の施策に重点的に取り 組みます。  



一
人
ひ
と
り
が
生
き
生
き
と
暮
ら
せ
る
社
会
の
実
現

Ⅰ 男女共同参画を 推進

するための意識づく り

Ⅱ　 誰も が活躍でき る 環

境づく り

Ⅲ　 健康で 安心し て 暮ら

せる環境の整備

Ⅳ　 男女共同参画を 阻害

する暴力の根絶

１ 男女共同参画社会の形成のための意識啓発

２ 男女共同参画を 推進する 教育・ 学習の充実

３ 地域における 男女共同参画の推進

★重点★
５ 政策・ 方針決定過程における 男女共同参画の

推進 【 女性活躍推進法に基づく 推進計画】

★重点★
６ 仕事と 生活の両立支援
 【 女性活躍推進法に基づく 推進計画】

★重点★
７ 女性の活躍推進
 【 女性活躍推進法に基づく 推進計画】

☆新規☆ ★重点★
８ 多様な性のあり 方への理解の促進と 支援

９ 誰も が安心し て暮ら せる環境の整備

1 0 生涯を 通じ た心身の健康支援

★重点★
1 1 配偶者暴力相談支援セン タ ーの機能充実
【 川越市Ｄ Ｖ 防止計画】

★重点★
1 2 相談窓口の充実と 暴力防止の啓発
【 川越市 D V 防止計画】

≪ 主 要 課 題 ≫

★重点★はＰ ５ に示す重点的に取り 組む課題です。
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≪ 基 本 目 標 ≫≪将来像≫

★重点★
４  男女共同参画の視点に立っ た防災対策の推進

 ８  計画の体系図



≪ 取 組 の 方 向 ≫

（ １ ） 各種講座やイ ベン ト の開催、 情報紙等によ る理解の促進

（ ２ ） 市職員の男女共同参画意識の向上

（ ３ ） 男女共同参画推進施設の充実

（ １ ） 男女共同参画意識を 育む学校教育等の充実

（ ２ ） 男女共同参画に関する教職員向け研修の充実

（ １ ） 地域における 男女共同参画の推進

（ １ ） 地域防災活動への女性の参画

（ ２ ） 男女共同参画の視点を 取り 入れた防災対策

（ １ ） 審議会等への女性の登用推進

（ ２ ） 市女性職員の登用推進

（ １ ） 仕事と 生活の調和（ ワーク ・ ラ イ フ ・ バラ ンス） の推進

（ ２ ） 子育て・ 介護の支援体制の充実

（ １ ） 女性の就労支援

（ ２ ） 働き やすい職場環境の整備

（ １ ） 多様な性のあり 方への理解の促進と 支援

（ １ ） 高齢者・ 障害者の社会参加の促進

（ ２ ） ひと り 親家庭への支援

（ ３ ） 外国籍市民への支援

（ １ ） 妊娠・ 出産等における相談支援の充実

（ ２ ） 生涯を 通じ た健康支援の充実

（ ３ ） 性感染症予防や薬物乱用防止の啓発

（ １ ） 配偶者暴力相談支援センタ ーの相談体制の充実

（ ２ ） Ｄ Ｖ 被害者の安全確保

（ ３ ） Ｄ Ｖ 被害者の情報管理

（ １ ） 相談窓口の充実

（ ２ ） 暴力防止の啓発
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９  計画の策定体制 
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（ １ ） 川越市男女共同参画審議会

本計画の策定にあたり 、 学識経験者や市民の代表者による「 川越市男女共同参画審議会」 に

おいて審議を 行いまし た。  

（ ２ ） 川越市男女共同参画庁内会議

本計画の策定にあたり 、 庁内の関係課長等で構成する「 川越市男女共同参画庁内会議」

において、 検討を行いまし た。  

（ ３ ） 意識調査

男女共同参画に関する市民の意識や実態等を 把握し 、 男女共同参画行政の推進および本

計画策定の基礎資料と するため、 平成 3 0 （ 2 0 1 8 ） 年度に、 「 川越市男女共同参画に関す

る意識調査」 を 実施し まし た。  

【 調査の概要】  

川越市男女共同参画に関する意識調査 

調査対象者 川越市在住の満 2 0  歳以上の男女（ 外国籍市民を含む） 3 ,0 0 0  人 

調査方法 郵送による配布、 回収 

調査期間 平成 3 0 （ 2 0 1 8 ） 年 8  月 1 0  日～9  月 1 0  日 

回答状況 有効回収数： 1 ,2 1 0  件 

（ 女性 6 6 5  件、 男性 4 8 6  件、 その他 3  件、 性別無回答 5 6  件）  

有効回収率： 4 0 .3 ％ 

（ ４ ） 意見公募（ パブリ ッ ク コ メ ント ）

本計画の策定にあたり 、 計画原案を 公表し 、 広く 市民の意見を聴取し まし た。  



１ ０  計画の推進体制 
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Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サイ ク ルによる推進 

④A ction
（ 改善）

①Pla n
（ 計画）  

男女共同参画社会の実現のためには、 幅広い分野にわたる本計画の施策を、 総合的かつ

計画的に進めていく 必要があり ます。  

本計画の推進にあたっ ては、 Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サイ ク ルに基づき 、 事業の推進状況を 毎年度把握

すると と も に、 「 川越市男女共同参画審議会」 及び「 川越市男女共同参画庁内会議」において、

点検・ 評価を 行います。  

また、 庁内においては、 男女共同参画推進員2 を設置し 、 職場における男女共同参画意識

の高揚と 、 男女共同参画の視点に基づいた取組の推進を 図っ ています。  

2  男女共同参画推進員： 職場における 男女共同参画意識を 高め、 男女共同参画の視点に基づいた施策の推進 

を図るこ と を目的に、 川越市男女共同参画基本計画に事業の位置づけがある所属等から 選任する。

③Ch eck
（ 評価）

②D o
（ 実施）  





第２ 章  男女共同参画をと り まく 動向





１  世界の動き  

昭和 5 0 （ 1 9 7 5 ） 年、 国連は、 こ の年を「 国際婦人年」 と 定め、「 国際婦人年世界会議」

（ 第 1  回世界女性会議） で「 世界行動計画」 を 採択し まし た。  

また、 昭和 5 1（ 1 9 7 6 ） 年から 昭和 6 0（ 1 9 8 5 ） 年までを「 国連婦人の 1 0  年」 と し 、

昭和 5 4 （ 1 9 7 9 ） 年には「 女子に対するあら ゆる形態の差別の撤廃に関する条約（ 以下

「 女子差別撤廃条約」 と いう 。）」 を採択し まし た。  

昭和 5 5 （ 1 9 8 0 ） 年の「 コ ペンハーゲン会議」（ 第 2  回世界女性会議） に続き 、 昭和

6 0 （ 1 9 8 5 ） 年の「 国連婦人の 1 0  年ナイ ロビ会議」（ 第 3  回世界女性会議） において、

西暦 2 0 0 0  年に向けての「 婦人の地位向上のためのナイ ロビ将来戦略」 を 採択し 、「 国連

婦人の 1 0  年」 を締めく く り まし た。  

平成 7 （ 1 9 9 5 ） 年に北京で開催し た「 北京会議」（ 第 4  回世界女性会議） では、 男女が

対等なパート ナーと なるための国際的な指針と し て「 北京宣言」 と 「 行動綱領」 を 採択し

まし た。そし て、平成 1 2（ 2 0 0 0 ） 年にニュ ーヨ ーク で開催し た国連特別総会「 女性 2 0 0 0

年会議」 において、「 行動綱領」 の実施状況の検討・ 評価が行われると と も に、 その完全実

施に向けた「 政治宣言」 と 北京行動綱領実施促進のための「 更なる 行動と イ ニシアティ ブ

に関する文書（ 成果文書）」 を採択し まし た。  

その後、 平成 2 2 （ 2 0 1 0 ） 年と 平成 2 7 （ 2 0 1 5 ） 年には、 北京会議から  1 5  年と  2 0

年の節目と し て、 ニュ ーヨ ーク の国連本部において、「 北京宣言及び行動綱領」 と「 成果文

書」 の実施状況及び評価を 主要テーマに、 国連婦人の地位委員会（「 北京＋1 5 」、「 北京＋

2 0 」） が開催さ れまし た。  

その間の平成 2 3（ 2 0 1 1 ） 年には、国連のジェ ンダー関連の 4  つの機関が統合さ れ、「 Ｕ

Ｎ  Ｗｏ ｍｅ ｎ （ ジェ ンダー平等と 女性のエンパワーメ ント のための国連機関）」 が発足し

まし た。  

また、 平成 2 7 （ 2 0 1 5 ） 年には、 誰一人取り 残さ ない持続可能でより 良い社会の実現

を 目指す世界共通の目標と し て、「 持続可能な開発目標」（ SD G ｓ ） が国連サミ ッ ト で採択

さ れまし た。 1 7  の目標のう ちの一つには、「 ジェ ンダー平等を 達成し 、 すべての女性及び

女児のエンパワーメ ント を 行う 」 こ と が盛り 込まれています。  

２  国及び埼玉県の動き  

政府は、「 国際婦人年世界会議」で採択さ れた「 世界行動計画」を 受け、昭和 5 0（ 1 9 7 5 ）

年、 総理府に婦人問題企画推進本部を 設置し 、 昭和 5 2 （ 1 9 7 7 ） 年には、 今後 1 0  年間

の女性行政関連施策の方向を示し た「 国内行動計画」 を 策定し まし た。  

昭和 6 0 （ 1 9 8 5 ） 年に、「 女子差別撤廃条約」 を 批准し 、 昭和 6 2 （ 1 9 8 7 ） 年には、

「 婦人の地位向上のためのナイ ロビ将来戦略」 を 受けて、「 西暦 2 0 0 0  年に向けての新国

内行動計画」 を 策定し 、 平成 3 （ 1 9 9 1 ） 年には、 第一次改定が行われまし た。  
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平成 8 （ 1 9 9 6 ） 年には、「 第４ 回世界女性会議」 で採択さ れた「 北京宣言」 と 「 行動

綱領」 を 踏まえて、 男女共同参画社会の形成の促進に関する新たな計画である「 男女共同

参画 2 0 0 0  年プラ ン」 を 策定し まし た。  

さ ら に、 我が国における男女共同参画社会の形成を 促進するため、 平成 1 1 （ 1 9 9 9 ）

年に「 男女共同参画社会基本法」 を 制定すると と も に、 翌 1 2 （ 2 0 0 0 ） 年には同法に基

づき 「 男女共同参画基本計画」 を 策定し 、 今後実施する施策の基本的方向や具体的施策を

示し まし た。  

その後、平成 1 7（ 2 0 0 5 ）年には「 男女共同参画基本計画（ 第 2  次）」、平成 2 2（ 2 0 1 0 ）

年には「 第 3  次男女共同参画基本計画」、 平成 2 7 （ 2 0 1 5 ） 年には「 第４ 次男女共同参画

基本計画」、 そし て令和２ （ 2 0 2 0 ） 年には「 第５ 次男女共同参画基本計画」 を策定し まし

た。  

国内の推進体制と し ては、 平成 1 3 （ 2 0 0 1 ） 年、 内閣府に国務大臣や学識経験者で構

成する 「 男女共同参画会議」 が設置さ れると と も に、 男女共同参画室が男女共同参画局に

改編さ れ強化さ れまし た。  

法律面においても 、 平成 1 3 （ 2 0 0 1 ） 年に「 Ｄ Ｖ 防止法」 が制定さ れ、 その後の改正

や、 平成 2 1 （ 2 0 0 9 ） 年の「 育児休業、 介護休業等育児又は家族介護を行う 労働者の福

祉に関する法律（ 以下、「 育児・ 介護休業法」 と いう 。）」 の改正等により 整備が図ら れてき

まし た。  

平成 2 7 （ 2 0 1 5 ） 年には、 女性が職業生活において、 その希望に応じ て十分に能力を

発揮し 、 活躍でき る環境を 整備するため、「 女性活躍推進法」 が制定、 その後改正さ れたほ

か、 平成 3 0 （ 2 0 1 8 ） 年には、 国政選挙や地方議会の選挙における女性候補者の割合を

高めるため、「 政治分野における男女共同参画の推進に関する法律」 が制定さ れまし た。  

埼玉県では、 こ う し た国の動き に呼応し 、 昭和 5 5 （ 1 9 8 0 ） 年に「 婦人の地位向上に

関する埼玉県計画」、 昭和 6 1 （ 1 9 8 6 ） 年に「 男女平等社会確立のための埼玉県計画」、

平成 7 （ 1 9 9 5 ） 年に「 2 0 0 1  彩の国男女共同参画プログラ ム」 を 策定し 、 男女共同参画

社会の形成に努めてき まし た。  

平成 1 2 （ 2 0 0 0 ） 年には、 全国に先駆けて「 埼玉県男女共同参画推進条例」 を制定す

ると と も に、 平成 1 4（ 2 0 0 2 ） 年に「 埼玉県男女共同参画推進プラ ン 2 0 1 0 」 を 策定（ 平

成 1 9（ 2 0 0 7 ）年に計画の見直し を 行い、「 埼玉県男女共同参画推進プラ ン」と し まし た。）

し 、 平成 2 4（ 2 0 1 2 ） 年には、 計画期間を 平成 2 4（ 2 0 1 2 ） 年度から 平成 2 8（ 2 0 1 6 ）

年度までと する「 埼玉県男女共同参画基本計画」 を 策定すると と も に、 ウーマノ ミ ク ス課

を 設置し 、 埼玉版ウーマノ ミ ク スプロジェ ク ト を 推進し ています。  

平成 2 9 （ 2 0 1 7 ） 年には、 計画期間を平成 2 9 （ 2 0 1 7 ） 年度から 令和 3 （ 2 0 2 1 ）

年度までと する「 埼玉県男女共同参画基本計画」 を策定し 、 施策を推進し ています。  

また、 「 配偶者等から の暴力防止及び被害者支援基本計画」 に関し ては、 第 1  次計画を

平成 1 8 （ 2 0 0 6 ） 年に、 第 2  次計画を平成 2 1 （ 2 0 0 9 ） 年に、 第 3  次計画を平成 2 4  

（ 2 0 1 2 ） 年に策定し 、 平成 2 9 （ 2 0 1 7 ） 年には、 計画期間を平成 2 9 （ 2 0 1 7 ） 年度か

ら 令和 3 （ 2 0 2 1 ） 年度までと する第 4  次計画を 策定し 、 施策を 推進し ています。  
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３  川越市の取組 

本市では、 平成 3 （ 1 9 9 1 ） 年、「 男女が共に尊重し あい、 共に支えあっ て発展する男女

共同参画型社会の形成」 を 目指し た「 川越市女性計画－男女と も に善く 生き るために－」

を 策定し 、 政策・ 方針決定過程への女性の参画促進や、 女性の職域拡大等の施策の浸透を

図ると と も に、 女性問題情報紙の発行、 女性フ ォ ーラ ム、 女性大学講座の開催等により 女

性政策の推進を 図っ てき まし た。  

平成 1 0 （ 1 9 9 8 ） 年には、 市内の幅広い分野で活躍する女性団体のネッ ト ワーク を 広

げ、 市民と 行政のパート ナーシッ プを 築く ため「 川越市女性団体連絡協議会」 が設立さ れ

まし た。  

平成 1 1（ 1 9 9 9 ） 年、 こ の協議会と 市の共催により 、 全国の人口 3 0  万人以上の都市で

構成する「 第 1 0  回女性問題全国都市会議」 と 「 イ ーブンラ イ フ  in  川越」 を 併催し 、 男女

共同参画社会の形成に向けた機運の醸成と 意識の浸透を図るための取組を行いまし た。  

平成 1 3 （ 2 0 0 1 ） 年には、「 第二次川越市女性計画」 を 策定すると と も に、 同年 1 2  月

に「 川越市男女共同参画推進条例」 を 制定し 、 男女共同参画社会の実現に向けて、 市、 市

民及び事業者が一体と なっ て取り 組むこ と を明記し まし た。  

平成 1 4 （ 2 0 0 2 ） 年 7  月には、 女性の自立支援と 社会参画の促進を 図るため、 川越駅

東口のク ラ ッ セ川越内に「 川越市女性活動支援のひろ ば」 を開館し 、 各種情報及び学習・

交流の場を提供すると と も に、 同施設内の「 カ ウン セリ ン グルーム」 で女性のための相談

事業を 開始し まし た。  

平成 1 8（ 2 0 0 ６ ） 年には、「 第三次川越市男女共同参画基本計画」 を策定すると と も に、

「 川越市Ｄ Ｖ 防止対策ネッ ト ワーク 会議」 を設置し 、 関係機関が連携し て DV  防止や被害

者保護に当たるための、 体制の充実を 図り まし た。  

平成 2 1 （ 2 0 0 9 ） 年度から は市庁舎内でも 「 女性相談」 を 開始し 、 相談体制の充実を

図り まし た。  

平成 2 2（ 2 0 1 0 ） 年 3  月には、 Ｄ Ｖ 防止と 被害者支援のための諸施策を 推進するため、

「 川越市Ｄ Ｖ 防止及び被害者支援に関する計画」（ Ｄ Ｖ 防止計画） を策定し まし た。  

また、 平成 2 3 （ 2 0 1 1 ） 年には、「 第四次川越市男女共同参画基本計画」 を策定すると

と も に、 同年７ 月に配偶者暴力相談支援センタ ーを設立し 、 平成２ ５ （ 2 0 1 3 ） 年に「 第

二次Ｄ Ｖ 防止計画」 を策定する等、 Ｄ Ｖ 等の対策に力を入れまし た。  

平成 2 7 （ 2 0 1 5 ） 年には、 ウェ スタ 川越内に、 男女共同参画推進の拠点と し て「 川越

市男女共同参画推進施設」 を設置し 、 男女共同参画関連講座の開催、 男女共同参画に関す

る情報の提供、 女性相談や施設の貸出等を 行っ ています。 こ れに伴い、「 川越市女性会館」

と 「 川越市女性活動支援のひろ ば」 を 廃止し まし た。  
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平成 2 8 （ 2 0 1 6 ） 年には、 「 DV  防止計画」 を包含し た「 第五次川越市男女共同参画基

本計画」 を策定し 、 計画の推進を図っ てき まし た。 計画に位置付けら れた事業は概ね順調

に順捗し し ており 、 意識調査では、 固定的性別役割分担意識3 に改善がみら れています。  



　 平成3 0 （ 2 0 1 8 ） 年 6  月の議会定例会における同性カ ッ プルの「 パート ナーシッ プ

の公的認証」 に関する請願の採択を 受け、 令和2 （ 2 0 2 0 ） 年 5  月から 「 川越市パート ナ

ーシッ プ宣誓制度」 を開始し まし た。

こ う し た中、 社会情勢の変化等に対応し 、 男女共同参画の実現に向けた取組をさ ら に進

める ため、 令和３ （ 2 0 2 1 ） 年度から 令和7 （ 2 0 2 5 ） 年度までを 計画期間と する 「 第六

次川越市男女共同参画基本計画」 を策定し まし た。 こ の計画は、 引き 続き 本市の「 D V

防止計画」 を 包含すると と も に、 一部を「 女性活躍推進法」 に基づく 市町村推進計画と し

て位置付けています。  

コ ラ ム① 新型コ ロナウイ ルス感染症の拡大

令和 2 （ 2 0 2 0 ） 年に確認さ れた新型コ ロナウイ ルスの世界的な感染拡大は、 生命や

生活、 経済、 社会、 さ ら には行動・ 意識・ 価値観等、 私たちの日常生活に大き な影響を

及ぼし まし た。  

外出自粛等で、 自宅で過ごす時間が増えたこ と により 、 固定的性別役割分担意識から

家事・ 育児・ 介護等への責任が女性に集中し がちになっ たり 、 生活不安やスト レスから

配偶者等から の暴力が増加・ 深刻化し たり と 、 ジェ ンダーに起因する課題が一層顕在化

し ています。  

また、 経済分野では、 非正規雇用労働者や、 宿泊、 飲食サービス業等への影響が大き

いこ と から 、 女性の雇用や所得等への影響が大き く なる等、 男女共同参画の重要性を 改

めて認識せざるを得ない状況と なっ ています。  
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3  固定的性別役割分担意識： 個人の能力ではなく 、 「 男は仕事、 女は家庭」 等、 性別を理由に役割を固定的に 

割り 当てる こ と 。



第３ 章  施策の展開

【 具体的事業】 の見方 

【 事業値】 … 各事業の実施状況を点検・ 評価するための値です。  

数値化でき るも のは「 実施回数」 や「 講座数」 等、 数値化になじ まない

も のは「 実施内容」 等と し ています。  

【 目標値】 … 上記【 事業値】 に対する年度ごと 、 または令和７ 年度の目標値を設定し

ています。  

数値化になじ まない事業の目標値は「 －」 と し ています。  





基本目標Ⅰ 男女共同参画を推進するための意識づく り  

≪基本目標Ⅰ 主要課題と 取組の方向≫ 

「 男は仕事、 女は家庭」 等の固定的性別役割分担意識は、 徐々に解消さ れてき ていると

はいえ、 いまだに私たちの生活や慣習、 社会制度に根強く 残っ ており 、 男女共同参画社会

の形成を 阻害する大き な要因と なっ ています。こ う し た固定的性別役割分担意識を解消し 、

男女共同参画についての認識を 深めるために、 引き 続き 意識啓発を進めます。  

 生活に密着し た地域活動や防災対策の分野においても 、 性別に関わり なく 男女が共に参

画する こ と が重要です。 地域の課題解決や活性化に向けた活動に、 あら ゆる年代の男女が

主体的に参加でき るよ う 取組を 進める必要があり ます。 また、 深刻化する自然災害に備え

て、 女性の視点を取り 入れた避難所の運営等、 男女共同参画の視点に立っ た防災体制の整

備を推進し ます。  

 さ ら に、 活力ある豊かな社会を 築く ためには、 さ まざまな視点や立場を考慮し た意見を

取り 入れていく こ と が必要であり 、 政策・ 方針決定過程における女性の参画拡大に向けた

取組を 継続し ます。  
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主要課題１ 男女共同参画社会の形成のための意識啓発

• 各種講座やイ ベント の開催、 情報紙等による理解の促進

• 市職員の男女共同参画意識の向上

• 男女共同参画推進施設の充実

主要課題２ 男女共同参画を 推進する教育・ 学習の充実

• 男女共同参画意識を育む学校教育等の充実

• 男女共同参画に関する教職員向け研修の充実

主要課題３ 地域における男女共同参画の推進

• 地域における男女共同参画の推進

主要課題４ 男女共同参画の視点に立っ た防災対策の推進

• 地域防災活動への女性の参画

• 男女共同参画の視点を取り 入れた防災対策

主要課題５ 政策・ 方針決定過程における男女共同参画の推進

• 審議会等への女性の登用推進

• 市女性職員の登用推進
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主要課題１  男女共同参画社会の形成のための意識啓発 

【 現状と 課題】  

 意識調査では、「 男は仕事、 女は家庭」 と いう 考え方を否定する人の割合は 5 8 .2 ％で、

前回（ 平成 2 5 （ 2 0 1 3 ） 年度） の調査における 5 4 .1 ％から 数値が増えており 、 意識啓発

に一定の効果がみら れます。  

し かし ながら 、 固定的性別役割分担意識は、 慣習や社会制度の中に根強く 残っ ており 、

その解消に向けて、 各種講座やイ ベント の開催、 情報紙の発行等、 引き 続き 意識啓発を 進

めます。  

 平成 2 7 （ 2 0 1 5 ） 年 4  月にウェ スタ 川越内に開設し た男女共同参画推進施設において

は、 男女共同参画を 推進するための拠点施設と し て、 各種講座の実施や、 男女共同参画推

進のための自主活動や研修等を 目的と し た施設の貸し 出し 等を行っ ています。 市民が利用

し やすい施設を 目指し て、 施設の充実を図り ます。  

「 男は仕事、 女は家庭」 と いう 考え方 

資料： 平成 3 0 年「 意識調査」 より  

7. 9

5. 3

32. 6

24. 8

14. 2

11. 6

39. 9

46. 6

3. 2

5. 2

2. 3

6. 5

平成25年

平成30年
全
体

5. 4

4. 2

30. 7

25. 6

15. 6

12. 6

42. 6

46. 9

4. 0

4. 2

1. 7

6. 5

平成25年

平成30年
女
性

11. 0

6. 8

35. 7

23. 9

12. 5

10. 5

36. 8

46. 3

2. 2

6. 2

1. 8

6. 4

平成25年

平成30年

（ ％）

男
性

肯定する 人 否定する 人 

そう 思う  どち ら かと いえば

そう 思う  

どち ら かと いえば

そう は思わない 

そう は思わない  わから ない 無回答
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【 取組の方向】  

（ １ ） 各種講座やイ ベント の開催、 情報紙等による理解の促進

 男女共同参画に関する理解を促進するためには、 意識啓発や情報提供を 継続的に実施し

ていく こ と が重要です。 各種講座やイ ベント の開催、 情報紙や広報、 ホームページ等を 活

用し た働き かけを行います。  

【 具体的事業】  

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

① 
男女共同参画に関す
る講座 

継続 男女共同参画課 

【 事業値】 実施回数、 参加者数 

【 目標値】 —  

② 
男女共同参画市民フ
ォ ーラ ム 

継続 男女共同参画課 

【 事業値】 実施回数、 参加者数 

【 目標値】 年 1  回 

③ イ ーブンラ イ フ  in  川越 継続 男女共同参画課 

【 事業値】 実施回数、 参加者数 

【 目標値】 年 1  回 

④ 人権学習の推進 継続 中央公民館 
【 事業値】 講座数 

【 目標値】 3 5  講座 

⑤ 
男女共同参画情報紙 
「 イ ーブン」 の発行 

継続 男女共同参画課 
【 事業値】 発行回数、 発行部数 

【 目標値】 年 2  回、 各 4 ,5 0 0  部 

⑥ 
男女共同参画週間に
おける 市長メ ッ セー
ジ 

継続 男女共同参画課 

【 事業値】 実施回数 

【 目標値】 年 1  回 

⑦ 
広報やホームページ
等を通じ た情報発信 

継続 男女共同参画課 
【 事業値】 実施内容 

【 目標値】 —  

男女が性別にかかわら ず、 対等な立場で、 家庭、 地

域、 学校及び職場に参画でき るよう 、 男女共同参画に

関する理解を深める講座を開催し ます。  

男女共同参画週間にちなみ、男女共同参画社会の形

成を目指し 、講演会や講座等の意識啓発事業を実施し

ます。  

人権週間及び人権デーにちなみ、男女共同参画社会

の形成を目指し 、研修会や講演会等の意識啓発事業を

実施し ます。  

人権問題についての正し い理解や人権を 尊重し た

生き 方を啓発する講座を開催し ます。  

男女共同参画に関する情報を発信し 、市民の認識と

理解を得るために、 情報紙を発行し ます。  

広報やホームページ等に男女共同参画週間にち な

んだ市長メ ッ セージを掲載し 、より 一層の理解を深め

ます。  

広報やホームページ等を通じ て、男女共同参画に関

する情報を発信し ます。  



【 取組の方向】  

（ ２ ） 市職員の男女共同参画意識の向上

 職場における男女共同参画意識を 高め、 男女共同参画の視点に基づいた施策の推進を 図

るため、 男女共同参画推進員を 選任し 、 職員向けの研修を実施し ます。  

【 具体的事業】  

4 メ ディ アリ テラ シー： 新聞、 テレ ビ 、 雑誌、 イ ン タ ーネッ ト 等を メ ディ アと いい、 こ のよ う なメ ディ ア

から の情報を 主体的に選択し 、 内容を 読み解き 、 適切に発信する 能力のこ と 。

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

⑧ 
男女共同参画におけ
る メ ディ アリ テラ シ
ー4 の促進 

新規 男女共同参画課 

【 事業値】 実施内容 

【 目標値】 —  

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

① 男女共同参画推進員 継続 男女共同参画課 

【 事業値】 実施内容 

【 目標値】 —  

② 男女共同参画職員研修 継続 
職員課 

男女共同参画課 【 事業値】 実施回数、 参加者数 

【 目標値】 年 1  回 

市が作成する広報紙や刊行物等について、男女共同

参画に配慮し た表現に努めます。  

また、 市民がメ ディ アから の情報を主体的に収集・

判断し 、適切に発信するこ と ができ るよう に講座等を

開催し ます。  

職場における 男女共同参画意識の高揚と 男女共同

参画の視点に立っ た施策の推進を図るため、男女共同

参画推進員を設置し ます。  

男女共同参画推進員を はじ めと し た市職員に対し

て、 男女共同参画に関する研修会を実施し ます。  
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【 取組の方向】  

（ ３ ） 男女共同参画推進施設の充実

 男女共同参画を 推進するための拠点施設と し て、 各種講座の実施や施設の貸し 出し 、 各種

情報の提供等を 行い、 市民が利用し やすい施設を 目指し ます。  

【 具体的事業】  

コ ラ ム② 川越市男女共同参画推進施設（ ウェ スタ 川越）

平成 2 7 （ 2 0 1 5 ） 年 4  月から 、 ウェ スタ 川越３ 階に、 男女共同参画活動の拠点と し

て、 男女共同参画推進施設を 開設し まし た。  

男女共同参画推進施設では、 男女共同参画講座や就労支援講座等の講座の実施、 市民

の学習やグループ活動支援等を目的と し た施設の貸し 出し 、 女性相談、 各種情報の提供

等を 行っ ています。  

※「 ウェ スタ 」 と は、 埼玉県西部と 川越駅西口の「 西： W est」 と 、 さ まざまな市民活動、 にぎわいがこ こ から 始

まると いう 意味の「 スタ ート ： Sta rt」 を組み合わせて作ら れた言葉です。

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

① 提案事業講座 継続 男女共同参画課 

【 事業値】 講座開催時間数、 受講者数 

【 目標値】 年 3 0 0  時間 

② 
男女共同参画推進施
設の利用の促進 

継続 男女共同参画課 
【 事業値】 利用件数・ 利用者数・ 稼働率 

【 目標値】 —  

男女共同参画推進施設で、 各種講座（ 意識啓発、 自

己啓発、 子育て・ 介護支援等に関する講座） を実施し

ます。  

指定管理者と 連携し 、男女共同参画推進施設の利用

の促進を図り ます。  
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主要課題２  男女共同参画を推進する教育・ 学習の充実 

【 現状と 課題】  

意識調査では、「 分野別男女平等意識」 について、「 平等になっ ている」 と 回答し た人が

最も 多かっ たのが「 教育の場」（ 5 4 .9 ％） で、「 家庭生活」（ 3 9 .9 ％） や「 職場」（ 1 9 .4 ％）

等と 比べて、 高い数値と なっ ています。  

学校においては、 子ども の育ちの中で、 固定的性別役割分担意識にと ら われず男女共同

参画意識を 育むこ と ができ る よう 、 人権の尊重や男女平等についての教育の充実が求めら

れています。  

また、 教職員の男女共同参画意識の向上を 図り ます。  

  

資料： 平成３ ０ 年「 意識調査」 より  

令和元（ 2 0 2 0 ） 年度 教職員の男女平等教育に関する校内研修の実施率 

資料： 県教育局人権教育課調べ 

16. 9

6. 4

12. 5

17. 1

4. 2

21. 5

6. 0

61. 3

33. 9

42. 1

56. 4

28. 8

47. 9

33. 2

14. 5

34. 9

35. 6

17. 4

54. 9

19. 4

39. 9

1. 1

15. 8

2. 6

2. 0

3. 2

2. 9

12. 5

0. 5

2. 1

0. 5

0. 5

0. 7

0. 7

2. 3

5. 6

6. 9

6. 7

6. 6

8. 2

7. 5

6. 0

⑺全体と し て、 現在の日本

⑹地域活動の場…

⑸法律や制度

⑷社会通念や風潮

⑶教育の場

⑵職場

⑴家庭生活

（ ％）

男性優遇と 感じ る 人 女性優遇と 感じ る 人 

男性の地位 

が高い 

ど ち ら かと いう と  

男性の地位が 

高い 

平等になっ ている  ど ち ら かと いう と  

女性の地位が高い 

女性の地位 

が高い 

無回答 

⑴家庭生活 

⑵職場

⑶教育の場 

⑷社会通念や風潮 

⑸法律や制度 

⑹地域活動の場

( PTA・ 自治会活動等)  

⑺全体と し て、 現在の日本

分野別男女平等意識 

63.3 65.6
43.2 41.9

0

20

40

60

80

小学校

704校

中学校

355校

高等学校

141校

特別支援学校

38校 （ ％）



【 取組の方向】  

（ １ ） 男女共同参画意識を 育む学校教育等の充実

 児童生徒の発達段階に応じ て男女共同参画意識を 育むと と も に、 主体的に進路を 選択・

決定でき る能力を身につけら れるよう 、 学校や家庭での教育内容を 充実さ せます。  

【 具体的事業】  

※１  関連計画「 第 2 期川越市子ども ・ 子育て支援事業計画」

※２  関連計画「 第二次川越市教育振興基本計画」

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

① 
子育て体験学習 
（ ※１ ）  

継続 

市立中学校を対象に、 いのちの講座や乳幼児と ふれ

あう 機会を提供するこ と で、 自己肯定感の高揚や自己 

と 他者を大切に思う 心を養います。  こ ども 育成課 

【 事業値】 実施校数 

【 目標値】 市立中学校全校 

② 
中学生社会体験事業 
（ ※２ ）  

継続 

性別にと ら われず、 個性と 能力に合っ た進路が選択 

できるよう 、 児童生徒の発達段階に応じ たキャ リ ア教

育を実施し ます。  教育指導課 

【 事業値】 実施校数 

【 目標値】 市立中学校全校 

③ 
キャ リ ア教育講演会
（ ※２ ）  

継続 

生徒が自分の進路に関する意識を高めると と も に、

進路指導・ キャ リ ア教育5 の充実を図るため、 講演会 

を実施し ます。  教育指導課 

【 事業値】 実施回数、 参加者数 

【 目標値】 —  

④ 
家庭教育への支援 
（ ※２ ）  

継続 

保護者に家庭教育に関する学習機会の提供や情報 

提供等の支援を行う こ と で、 保護者の学びを支援し 、

家庭での教育力の向上を図り ます。  地域教育支援課 

【 事業値】 実施内容 

【 目標値】 —  
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⁵  進路指導・ キャ リ ア教育： 進路指導と は、 自ら の生き 方を 考え主体的に進路を 選択でき る よ う 、 指導援助

する こ と を いう 。 また、 キャ リ ア教育は、 一人ひと り の社会的・ 職業的自立に向け、 必要な基盤と なる 能力

や態度を 育てるこ と を 通し て、 キャ リ ア発達を 促す教育であり 、 進路指導がその中核を 占める。  
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【 取組の方向】  

（ ２ ） 男女共同参画に関する教職員向け研修の充実

 男女共同参画意識を も っ て教育に携われるよう 、 教職員等を 対象と し た研修等を 実施し

ます。  

【 具体的事業】  

※ 関連計画「 第二次川越市教育振興基本計画」

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

① 
男女平等教育研修会 
（ ※）  

継続 
教育指導課 

教育センタ ー 【 事業値】 実施回数、 参加者数 

【 目標値】 年１ 回 

② 
人権教育授業研究会 
（ ※）  

継続 教育指導課 
【 事業値】 実施回数、 参加者数 

【 目標値】 年１ 回 

③ 
人権教育主任研修会 
（ ※）  

継続 教育指導課 

【 事業値】 実施回数、 参加者数 

【 目標値】 年１ 回 

④ 
放課後児童支援員等
研修会 
（ ※）  

継続 教育財務課 

【 事業値】 実施回数、 参加者数 

【 目標値】 年１ 回 

⑤ 
男女平等教育推進委
員会 
（ ※）  

継続 教育センタ ー 

【 事業値】 実施内容 

【 目標値】 —  

男女共同参画に関連するテーマについて、教職員を

対象と し た研修会を実施し ます。  

道徳・ 学級活動の授業の実践例をも と に、 言葉を大

切にし た人間関係を育む教育について研究し ます。  

人権教育の推進者と し ての教職員の資質向上を 図

るため、人権感覚育成プログラ ムを活用し た研修会を

実施し ます。  

学童保育室を 利用し ている 児童を 保育する う えで

の資質向上を図るため、性差別等の人権問題に関わる

内容の研修を実施し ます。  

人権意識に基づいた男女平等観の形成を 促進する

ために、教職員や保護者に向けたリ ーフ レッ ト の配布

等、 意識啓発活動を実施し ます。  
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主要課題３  地域における男女共同参画の推進 

【 現状と 課題】  

 意識調査で は、 今ま で に仕事以外で 地域の活動に参加し たこ と がある 人は、 女性が

6 9 .3 ％、 男性が 5 6 .6 ％と なっ ており 、 女性が 1 2 .7  ポイ ント 上回っ ています。 一方で、

自治会長はほと んどが男性であり 、 地域活動における役割分担に性別によ る偏り が見ら れ

ます。  

 地域では自治会活動やボラ ンティ ア活動等が幅広く 行われている一方で、 担い手の確保

や高齢化が課題と なっ ています。 また、 さ まざまな視点から 地域の課題解決に向けたアプ

ローチができ る多様な人材の確保が必要です。 そのため、 地域活動の担い手が性別や年齢

等の面で多様であるこ と 、 地域活動の方針決定過程に女性が参画し ているこ と 、 性別によ

り 役割が固定化さ れないこ と 等が重要です。  

 家庭と と も に身近な暮ら し の場である 地域において男女共同参画を 推進するこ と で、 地

域の連帯感を深め、 豊かで活力のある地域づく り を 目指し ます。  

地域活動参加への条件 （ 複数回答）

資料： 平成 3 0  年「 意識調査」 より  
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【 取組の方向】  

（ １ ） 地域における男女共同参画の推進

 自治会活動やボラ ンティ ア活動等の地域活動に、 男女が対等な構成員と し て参画でき る

よう 取組を進めます。  

【 具体的事業】  

※ 関連計画「 すこ やかプラ ン・ 川越（ 川越市高齢者保健福祉計画・ 第 8 期川越市介護保険事業計画）」

コ ラ ム③ 固定的性別役割分担意識

 男女を 問わず、 個人の能力等によ っ て役割分担を 決めるこ と が適当ですが、「 男は仕

事、 女は家庭」、「 男は主要な業務、 女は補助的な業務」 等のよう に、 性別を 理由と し て

固定的に役割を 分ける考え方のこ と を 、 固定的性別役割分担意識と 言います。  

 こ のよう な意識は、 徐々に解消さ れてき ていると はいえ、 今も 私たちの生活や慣習等

に根強く 残っ ています。  

 身近なイ ラ スト に目を向けても 、 何気なく 「 エプロン姿の女性と スーツを 着た男性」

等が描かれているこ と があり ます。 こ れら が積み重なっ て、 無意識のう ちに、 固定的性

別役割分担意識を植え付けら れてし まう 可能性があるこ と に注意が必要です。  

 その人の個性や能力、 ラ イ フ スタ イ ルは性別によっ て決まるも のではあり ません。 一

人ひと り の違い（ 多様性） を尊重し 、 誰も が自分ら し く 生き ら れる社会を 目指し まし ょ

う 。  

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

① 
自治会長への女性の
登用促進 

新規 

自治会活動における男女共同参画を実現するため、  

自治会長への女性の登用を促進し ます。  
地域づく り 推進課 

【 事業値】 女性自治会長の人数・ 割合 

【 目標値】 —  

② 
地域会議における男
女共同参画の促進 

新規 

それぞれの地域の課題を検討・ 解決する地域会議に 

女性の構成員を確保し 、 男女共同参画の視点に立っ た

住みよい地域づく り を推進し ます。  地域づく り 推進課 

【 事業値】 女性構成員の人数・ 割合 

【 目標値】 —  

③ 
介護支援いきいきポ
イ ント 事業（ ※）

新規 

登録制の介護支援のボラ ンティ ア活動に、 男女が共 

に参画できるよう 活動を支援し ます。  
高齢者いき がい課 

【 事業値】 登録者数 

【 目標値】 6 2 0  人 
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主要課題４  男女共同参画の視点に立っ た防災対策の推進 《 重点》  

【 現状と 課題】  

 平成 2 3 （ 2 0 1 1 ） 年に発生し た東日本大震災以降も 、 台風や大雨による 洪水等、 さ ま

ざまな自然災害が発生し ています。 災害が発生すると 、 と り わけ女性や脆弱な状況にある

人々が、 より 多く の影響を 受けるよう になり ます。  

「 川越市地域防災計画」 においては、 女性や子育てに配慮し た避難所の運営等、 男女共

同参画の視点が盛り 込まれています。  

 非常時には、 平常時の課題が一層顕著になっ て現れるため、 日頃から 防災対策における

男女共同参画を 推進し 、 非常時に女性に負担等が集中し ないよう にし ていく 必要があり ま

す。 防災活動や避難所運営等に女性が参画し 、 男女共同参画の視点に立っ た防災対策の推

進が求めら れています。  

本市の女性消防団員数と その割合 

資料： 消防局総務課調べ 
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【 取組の方向】  

（ １ ） 地域防災活動への女性の参画

 災害に対する日頃の備えと し て、 地域における防災活動に女性の参加を 促し 、 女性の視

点が取り 入れら れるよう 努めます。  

【 具体的事業】  

※ 関連計画「 川越市地域防災計画」

【 取組の方向】  

（ ２ ） 男女共同参画の視点を取り 入れた防災対策

 女性と 男性が災害から 受ける影響の違いに配慮し た、 男女共同参画の視点に立っ た防災

対策や避難所の運営を行います。  

【 具体的事業】  

※ 関連計画「 川越市地域防災計画」

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

① 
防災講話 
（ ※）  

継続 防災危機管理室 

【 事業値】 実施回数 

【 目標値】 年 6 0  回 

② 
防災訓練等への女性
の参画促進 
（ ※）  

継続 防災危機管理室 
【 事業値】 実施回数 

【 目標値】 年 3  回 

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

① 
女性消防団員の確保 
（ ※）  

新規 消防局総務課 
【 事業値】 女性消防団員の人数 

【 目標値】 2 5  人 

② 
女性の視点を取り 入
れた避難所の運営 
（ ※）  

継続 防災危機管理室 
【 事業値】 実施内容 

【 目標値】 —  

③ 

女性の視点を 取り 入
れた防災備蓄品の充
実 
（ ※）  

継続 防災危機管理室 
【 事業値】 整備済み避難所数 

【 目標値】 全避難所 

さ まざまな世代に向け、自主防災組織への女性の参

加や、 女性視点から の防災対策の重要性を含め、 防災

に関する啓発活動を行います。  

防災訓練や各種イ ベント を実施し 、女性講師の招へ

いや女性の積極的な参加を呼びかけます。  

消防団への女性の参加を増やし 、 災害の予防・ 啓発

活動の活性化を図り ます。  

避難所運営のルール等に女性の視点を 取り 入れら

れるよう 、 マニュ アルの整備等を行います。  

紙おむつやパーテーショ ンの配備等、女性の視点を

取り 入れた備蓄品の整備を行います。  
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主要課題５  政策・ 方針決定過程における男女共同参画の推進 《 重点》  

【 女性活躍推進法に基づく 推進計画】  

【 現状と 課題】  

「 川越市男女共同参画推進条例」 では、 基本理念の1 つと し て、「 男女共同参画の推進

は、 男女が社会の対等な構成員と し て、 市における施策及び事業者における方針の立案及

び決定に共同し て参画する機会が確保さ れるこ と を旨と し て、 行わなければなら ない。」 と

し ています。  

こ れまで、 本市では、 審議会等（ 法律又は条例設置の附属機関） における女性委員の割

合を 、 令和 2 （ 2 0 2 0 ） 年度までに 3 5 ％以上と するこ と を目標と し て取組を進めてき ま

し たが、 令和 2 （ 2 0 2 0 ） 年４ 月現在で 2 8 .6 ％と 、 目標に達し ていません。  

政策・ 方針決定過程への女性の参画を推進し 、 男女が社会の対等な構成員と し て、 あら

ゆる分野の意思決定に参画でき る機会を確保する必要があり ます。  

各種審議会等における女性委員の登用状況 

資料： 男女共同参画課調べ 
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【 取組の方向】  

（ １ ） 審議会等への女性の登用推進

市の各種審議会等における女性の登用を 引き 続き 推進すると と も に、 各方面で男女共同

参画を 推進する人材の登用に努めます。  

【 具体的事業】  

コ ラ ム④ ジェ ン ダー・ ギャ ッ プ指数（ Ｇ Ｇ Ｉ ）

分野ごと の順位（ 日本）

分野 順位 指数 

経済 1 1 5 位 0 .5 9 8  

教育 9 1 位 0 .9 8 3  

健康 4 0 位 0 .9 7 9  

政治 1 4 4 位 0 .0 4 9  

資料： 世界経済フ ォ ーラ ム 

"Th e G lob a l Gen d er Ga p  Rep o rt 2 0 2 0 "

ジェ ンダー・ ギャ ッ プ指数と は、 世界経済フ ォ ーラ ム

が、 各国における男女間の格差を数値化し 、 ラ ンク 付け

し たも のです。 経済分野、 教育分野、 健康分野、 政治分

野の 4  つのデータ から 算出さ れ、 0  が完全不平等、 1  が

完全平等を意味し ています。  

令和元（ 2 0 1 9 ）年に公表さ れた順位では、日本は 1 5 3

か国中 1 2 1  位で、 特に政治分野と 経済分野の値が低く

なっ ています。  

順位 国名 指数 

1  アイ スラ ンド 0 .8 7 7

2  ノ ルウェ ー 0 .8 4 2

3  フ ィ ンラ ンド 0 .8 3 2

4  スウェ ーデン 0 .8 2

5  ニカ ラ グア 0 .8 0 4

… … … 

2 1  イ ギリ ス 0 .7 6 7

… … … 

5 3  アメ リ カ 0 .7 2 4

… … … 

1 0 6  中国 0 .6 7 6  

… … … 

1 0 8  韓国 0 .6 7 2  

… … … 

1 2 1  日本 0 .6 5 2  

1 2 2  ク ウェ ート 0 .6 5 0

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

① 
各種審議会等への女
性の登用推進 

継続 男女共同参画課 

【 事業値】 女性委員の割合 

【 目標値】 女性委員の割合 4 0 ％ 

② 

「 川越市附属機関及
び懇談会等の設置、
運営 等に 関す る 指
針」 の周知 

継続 行政改革推進課 

【 事業値】 女性委員の割合 

【 目標値】 女性委員の割合 4 0 ％ 

③ 
男女共同参画人材リ
スト の活用

継続 男女共同参画課 

【 事業値】 リ スト の新規登録者数、 活用件数 

【 目標値】 —  

各種審議会等における 女性の登用状況について実

態を把握するための調査を実施し 、女性委員の登用を

推進し ます。  

「 川越市附属機関及び懇談会等の設置、運営等に関

する指針」 の周知を図り 、 各種審議会等の女性委員の

登用を推進し ます。  

男女共同参画人材リ スト により 、各方面で男女共同

参画を推進する担い手と なる人材を把握し 、活用し ま

す。  
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【 取組の方向】  

（ ２ ） 市女性職員の登用推進

女性活躍推進法により 策定を 義務づけら れている特定事業主行動計画に基づき 、 市の女

性職員の管理職への登用等を積極的に推進し ます。  

【 具体的事業】  

※ 関連計画「 川越市女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画（ 後期計画）」

コ ラ ム⑤ ポジティ ブ・ アク ショ ン

ポジティ ブ・ アク ショ ンと は、 社会的・ 構造的な差別によっ て不利益を 被っ ている者

に対し て、 一定の範囲で特別な機会を 提供するこ と 等により 、 実質的な機会均等を実現

するこ と を目的と し て講じ る暫定的な措置のこ と をいいます。  

 我が国における女性の参画は徐々に増加し ているも のの、 諸外国と 比べると 低い水

準であるこ と はジェ ンダー・ ギャ ッ プ指数から も わかると おり です。  

現状でも 男女の置かれた社会的状況には、 個人の能力や努力によら ない格差があり 、

実質的な機会均等の確保が必要と なり ます。  

女性参画拡大のためのポジティ ブ・ アク ショ ンの手法 

【 ク オータ 制】  

 性別を 基準に、 一定の人数や比率を 割り 当てる手法 

【 ゴール・ アンド ・ タ イ ムテーブル方式】  

 指導的地位に就く 女性の数値に関し て、 達成すべき 目標と 達成までの期間の目安を 示し て、 そ

の実現に向けて努力する手法 

【 基盤整備を 推進する方式】  

研修機会の充実、 仕事と 生活の調和等、 女性の参画拡大を図るための基盤整備を 推進する手法 

出典： 内閣府男女共同参画局ホームページ

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

① 

女性活躍推進法に基
づく 特定事業主行動
計画の推進 
（ ※）  

継続 ・ 女性リ ーダーミ ーティ ング等 職員課 

【 事業値】 実施内容 

【 目標値】 － 

② 
女性管理職の登用推
進 
（ ※）  

継続 
（ 基本目標Ⅰ－主要課題5 （ 2 ） ①関連）  

職員課 

③ 
庁内プロ ジェ ク ト 会
議への女性の登用推
進 

継続 男女共同参画課 

女性活躍推進法に係る 特定事業主行動計画に基づ

き 、 各種取組を実施し ます。  

市職員における女性管理職の登用を推進し ます。  

【 事業値】 市の女性管理職（ 課長級以上） の割合 

【 目標値】 1 5 .0 % （ 令和 7  年度）  

庁内で組織さ れる プロ ジェ ク ト 会議における 女性

の登用を推進し ます。  

【 事業値】 女性委員の数、 割合 

【 目標値】 —  



基本目標Ⅱ 誰も が活躍でき る環境づく り  

≪基本目標Ⅱ 主要課題と 取組の方向≫ 

少子高齢化の進展と と も に人口減少社会と なっ た我が国においては、 将来の労働力不足

が懸念さ れています。 こ う し た中、 ニーズの多様化やグロ ーバル化への対応、 新たな価値

の創造等のためには、 企業等における人材の多様性（ ダイ バーシティ ） の確保や、 働く こ

と を希望する 女性が性別により 差別さ れるこ と なく 、 その能力を 十分発揮でき る 環境づく

り が求めら れています。  

近年は女性の就業率が上昇を 続けており 、 働く 女性は増加し ている も のの、 企業等で女

性管理職比率が上がら ない、 女性の能力が十分生かさ れていない等の課題があり ます。 こ

のため、 平成 2 7 （ 2 0 1 5 ） 年に「 女性活躍推進法」 が成立し 、 女性の活躍推進の取組を

進めるため、 国や地方公共団体、 民間事業主に行動計画の策定等が義務付けら れまし た。  

一方で、 依然と し て、 男性は長時間労働等により 家事等への参画時間が短く 、 家事・ 育

児・ 介護等の負担は女性に偏っ ている状況があり ます。 そのため、 男女が共に、 仕事や家

庭生活、 地域活動等に自ら が希望するバラ ンスで参画でき る環境づく り を 進めていく 必要

があり ます。  

また、 出産・ 育児等で離職し た女性の再就職や女性のキャ リ アアッ プへの支援、 性別に

よる差別的取り 扱いや各種ハラ スメ ント の防止等、 男女が共に働き やすい職場環境の整備

を 進めていく 必要があり ます。  
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主要課題６ 仕事と 生活の両立支援

• 仕事と 生活の調和（ ワーク ・ ラ イ フ ・ バラ ンス） の推進

• 子育て・ 介護の支援体制の充実

主要課題７ 女性の活躍推進

• 女性の就労支援

• 働き やすい職場環境の整備
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主要課題６  仕事と 生活の両立支援 《 重点》  

【 女性活躍推進法に基づく 推進計画】  

【 現状と 課題】  

一人ひと り が仕事と 家庭生活、 地域活動等に自ら が希望するバラ ンスで取り 組むこ と が

でき る「 仕事と 生活の調和（ ワーク ・ ラ イ フ ・ バラ ンス）」 の重要性が高まっ ています。  

意識調査では、「 ワーク・ ラ イ フ・ バラ ンスのために必要だと 思う 条件」 と し て、「 育児・

介護休業制度を 利用でき る 職場環境」（ 3 5 .6 ％）「 在宅勤務等の柔軟な勤務体制の導入」

（ 3 5 .5 ％） 等の回答が多く あり まし た。  

平成 3 0 （ 2 0 1 8 ） 年 6  月に成立し たいわゆる「 働き 方改革関連法」 により 、 時間外労

働の上限規制や年次有給休暇の取得義務化等、 ワーク ・ ラ イ フ ・ バラ ンスの実現につなが

る法改正がなさ れまし た。 バラ ンスのと れた状態は、 個人やラ イ フ ステージにより 多様で

あるため、 今後は長時間労働の削減のみなら ず、 多様な働き 方の選択も 重要な課題と なり

ます。  

ワーク ・ ラ イ フ ・ バラ ンスの推進には、 法整備や企業の取組と 共に、 一人ひと り の意識

改革も 重要と なるため、 働く 男女への啓発に引き 続き 取り 組む必要があり ます。  

　 一方、 令和 2 （ 2 0 2 0 ） 年から 流行し ている新型コ ロナウイ ルス感染症が契機と なり 、

テレワーク の導入やオンラ イ ンの活用が進み、 多様で柔軟な働き 方に関する新たな可能性

がも たら さ れています。 多様で柔軟な働き 方が浸透するこ と は、 ワーク ・ ラ イ フ ・ バラ ン

スの推進等にも つながり ます。

本市における女性の労働力率の推移 

資料： 総務省統計局 平成 1 7 年「 国勢調査」、

平成 2 2 年「 国勢調査」、 平成 2 7 年「 国勢調査」 より 作成 
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ワーク ・ ラ イ フ ・ バラ ンスのために必要だと 思う 条件（ 回答は３ つまで）

【 取組の方向】  

（ １ ） 仕事と 生活の調和（ ワーク ・ ラ イ フ ・ バラ ンス） の推進

 仕事と 家庭生活、 地域活動、 自己啓発等と のバラ ンスを 取り ながら 、 それぞれの状況に

応じ たラ イ フ スタ イ ルを選択でき るよう 、 ワーク ・ ラ イ フ ・ バラ ン スを 推進さ せるための

意識啓発や情報提供を行います。  

【 具体的事業】  

28. 6

27. 8

26. 1

33. 7

37. 7

28. 3

31. 6

40. 5

37. 3

35. 3

28. 1

29. 5

34. 5

35. 5

35. 6

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

保育時間の延長など保育内容の充実

男性の家事・ 育児への職場や周囲の理解

女性が働く こ と に対する家族や周囲の理解

在宅勤務等の柔軟な勤務体制の導入

育児・ 介護休業制度を利用できる職場環境

（ ％）
全体 女性 男性

（ 上位５ 項目）

資料： 平成 3 0 年「 意識調査」 より  

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

① 
ワーク ・ ラ イ フ ・ バ
ラ ンスセミ ナー

継続 
男女共同参画課 

雇用支援課 【 事業値】 開催回数、 参加者数 

【 目標値】 年 1  回 

② 
育児・ 介護休業制度
の普及 

継続 雇用支援課 

【 事業値】 実施内容 

【 目標値】 —  

③ 
多様な 働き 方の普
及・ 啓発 

継続 雇用支援課 
【 事業値】 実施内容 

【 目標値】 － 

事業主や従業員等に対し 、 ワーク・ ラ イ フ ・ バラ ン

スの普及・ 啓発のためのセミ ナーを開催し ます。

安心し て仕事と 育児・ 介護等が両立できる環境づく

り を促進するため、労働法ハンド ブッ ク の配布や労働

法セミ ナーの実施等により 、 啓発を行います。  

短時間勤務、 在宅勤務及び再雇用制度等、 多様な働

き 方の普及・ 啓発に努めます。  



- 37 -

※1  関連計画 次世代育成支援対策推進法に基づく 「 第二次川越市特定事業主行動計画（ 後期計画）」

※2  関連計画「 第 2 期川越市子ども ・ 子育て支援事業計画」

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

④ 
多様な働き 方実践企
業の公表 

継続 

埼玉県が認定し ている「 多様な働き方実践企業」 の

市内事業所について、 市のホームページで公表し 、 制 

度について啓発を行います。  雇用支援課 

【 事業値】 実施内容 

【 目標値】 —  

⑤ 
男性の家事・ 育児へ
の参画促進 

継続 中央公民館 

【 事業値】 講座数 

【 目標値】 2 0  講座 

⑥ 
男性を対象と し た料
理教室の開催 

継続 

男性も 家庭に参画できるよう 、 男性を対象と し た料 

理教室を開催し ます。 （ 男性対象の料理教室）  
中央公民館 

【 事業値】 講座数 

【 目標値】 8  講座 

⑦ 
市男性職員の育児参
加の促進 
（ ※1 ）  

継続 

職員の仕事と 子育ての両立を支援するため、 男性職 

員の育児参加を促進し ます。  

職員課 

【 事業値】 男性の出産補助休暇、 育児参加休暇、 育児

休業の取得率 

【 目標値】 男性の出産補助休暇取得率： 1 0 0 ％ 

男性の育児参加休暇取得率： 1 0 0 ％

男性の育児休業取得率      ：  2 0 ％以上 

（ 令和 6  年度）  

⑧ 
若者のラ イ フ デザイ
ンの支援の検討
（ ※2 ）  

新規 こ ども 政策課 

【 事業値】 実施内容 

【 目標値】 —  

男性の家事・ 育児への参画を促進するため、 子育て

中の保護者と 乳幼児を 対象と し た育児に関する 情報

交換等を 通じ 、 子育てについて学ぶ機会を 提供し ま

す。（ 子育てサロン）  

 大学生や高校生等に対し て、 結婚、 妊娠、 就職等に

ついて考える き っ かけと する ラ イ フ デザイ ン 事業の

実施を検討し ます。  



- 38 -

【 取組の方向】  

（ ２ ） 子育て・ 介護の支援体制の充実

 仕事と 育児・ 介護等の二者択一を 迫ら れるこ と なく 、 誰も が自ら の意思によっ て生き 方

や働き 方を選択でき る よう にするため、 働き ながら 安心し て子育てや介護ができ る環境を

整備し ます。  

【 具体的事業】  

※１  関連計画 「 第 2 期川越市子ども ・ 子育て支援事業計画」

※２  関連計画 「 第 2 期川越市子ども ・ 子育て支援事業計画」「 第二次川越市教育振興基本計画」

※３  関連計画 「 すこ やかプラ ン・ 川越（ 川越市高齢者保健福祉計画・ 第 8 期川越市介護保険事業計画）」

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

① 
保育サービスの充実 
（ ※１ ）  

継続 ・ 通常保育、 一時的保育、 延長保育 保育課 

【 事業値】 実施施設数 

【 目標値】 —  

② 
病児保育事業 
（ ※１ ）  

継続 こ ども 育成課 

【 事業値】 実施施設数、 延べ利用者数 

【 目標値】 ４ 箇所、 1 ,2 0 0  人（ 令和６ 年度）  

③ 
放課後児童健全育成
事業 
（ ※２ ）  

継続 

共働き家庭等、 留守家庭の小学校に就学し ている児

童に対し て、 放課後、 学校の余裕教室等において適切

な遊びや生活の場を与え、 健全育成を図り ます。  

・ 民間放課後児童ク ラ ブ（ こ ども 育成課）

・ 学童保育（ 教育財務課）

こ ども 育成課

教育財務課 

【 事業値】 受入可能児童数 

【 目標値】 4 ,4 5 4  人（ 令和 6  年度）  

④ 
フ ァ ミ リ ー・ サポー
ト ・ センタ ーの充実
（ ※１ ）  

継続 こ ども 育成課 
【 事業値】 活動回数 

【 目標値】 1 0 ,0 0 7  回（ 令和 6  年度）  

⑤ 
介護支援の充実 
（ ※３ ）  

継続 介護保険課 
【 事業値】 市が整備を進める介護保険施設等の数 

【 目標値】 —  

多様な就労形態にあっ た保育サービ スの充実を 図

り ます。  

病院、保育所等に付設さ れた専用スペース等におい

て、 急変の認めら れない病気の児童や、 病気の回復期

にある児童の保育を行います。  

地域において子育ての相互援助活動を 支援する フ

ァ ミ リ ー・ サポート ・ センタ ーの充実を図り ます。  

介護者の負担軽減等を図るため、介護サービスの基

盤整備を図り ます。  
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主要課題７  女性の活躍推進 《 重点》  

【 女性活躍推進法に基づく 推進計画】  

【 現状と 課題】  

就業は、 経済的な基盤であると と も に、 個人の自己実現にも つながるも のです。  

こ れまで、「 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（ 以下

「 男女雇用機会均等法」 と いう 。）」 や育児・ 介護休業法の改正等により 、 女性を 取り 巻く

労働環境の整備は進みつつあり ますが、 雇用や賃金等、 依然と し て男女間の格差があり 、

こ れら の解決は重要な課題と なっ ています。  

出産・ 育児等により 離職し た女性の再就職、 就業や起業、 資格取得等、 個人の能力が発揮

でき るよう 支援を進めていく 必要があり ます。

職場における不愉快な経験（ 複数回答）  

資料： 平成 3 0 年「 意識調査」 より  

0. 8

1. 2

0. 6

1. 9

0. 6

2. 5

1. 0

6. 8

7. 4

3. 7

10. 7

9. 5

11. 7

0. 6

0. 9

2. 1

2. 3

4. 1

3. 0

5. 0

9. 3

10. 7

18. 3

15. 3

15. 9

17. 1

0. 8

1. 0

1. 4

2. 0

2. 5

2. 8

3. 1

8. 1

8. 9

11. 8

12. 8

13. 2

14. 5

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

その他

ヌ ード 写真や卑猥な雑誌を目につく と こ ろ

に置かれたり 、 はら れたり し た

プラ イ バシーに関するこ と や性的な内容の

手紙や電話、 メ ールを受けた

性的行為を強要さ れた

帰宅途中に後をつけら れたり 、 つき まと われたり し た

性的な噂を立てら れた

交際を強要さ れた

結婚や異性と の交流についてし つこ く 聞かれた

容姿について傷つく よう なこ と を言われた

異性に身体をさ わら れた

嫌がっ ているのに卑猥な話を聞かさ れた

宴会でお酒やデュ エッ ト を強要さ せら れた

「 女（ 男） のく せに」 「 女（ 男） だから 」 と 差別的な

言われ方をさ れた

（ ％）

「 女（ 男） のく せに」 「 女（ 男） だから 」 と

差別的な言い方をさ れた

宴会でお酒やデュ エッ ト を強要さ せら れた

嫌がっ ているのに卑猥な話を聞かさ れた

異性に身体をさ わら れた

容姿について傷つく よう なこ と を言われた

結婚や異性と の交流についてし つこ く 聞かれた

交際を強要さ れた

性的な噂を立てら れた

帰宅途中に後をつけら れたり 、 つきまと われ

たり し た

性的行為を強要さ れた

プラ イ バシーに関するこ と や性的な内容の手

紙や電話、 メ ールを受けた

ヌ ード 写真や卑猥な雑誌を目につく と こ ろ に

置かれたり 、 はら れたり し た

その他

全体（ n=1, 210）  女性（ n=  655）  男性（ n=  486）

（ ※） 「 無回答」（ 全体： 6 5 .0 ％、 女性： 5 8 .0 ％、 男性： 7 3 .3 ％） は図表中に表示し ていません。
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【 取組の方向】  

（ １ ） 女性の就労支援

出産・ 育児等によ り 離職し た女性の再就職、 就業や起業、 資格取得やスキルアッ プ等の

ための講座の開催や情報提供等を行います。  

【 具体的事業】  

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

① 就労情報の提供 継続 雇用支援課 

【 事業値】 実施内容 

【 目標値】 － 

② 就労支援講座の実施 継続 ・ 再就職支援セミ ナー、 女性の再就職セミ ナー、 就

活支援レク チャ ー等 

雇用支援課 

【 事業値】 セミ ナーの開催回数、 参加者数 

【 目標値】 － 

③ 
各種資格取得・ スキ
ルアッ プ講座の実施

継続 男女共同参画課 

【 事業値】 講座時間数、 参加者数 

【 目標値】 年 1 9 0  時間 

④ 起業に向けた支援 継続 産業振興課 
【 事業値】 講演会の参加者数、 個別相談件数 

【 目標値】 － 

雇用の促進を図るため、ハローワーク 求人情報をし

ごと 支援セン タ ー、 市ホームページ等にて提供し ま

す。  

雇用の促進を図るため、就労に必要な実践的スキル

を身につけると と も に、就職活動に資するセミ ナーを

開催し ます。  

ウェ スタ 川越内の男女共同参画推進施設において、

女性の就労支援に係る 資格取得やスキルアッ プの

ための講座を実施し ます。（ 基本目標Ⅰ－主要課題1 （ 3 ） ①関連）  

関係団体と の連携によ り 、 講演会や相談会の実施

等、 起業に向けた支援を行います。  
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【 取組の方向】  

（ ２ ） 働き やすい職場環境の整備

 働き たい人が性別により 差別さ れるこ と なく 、 自ら の個性や能力を 十分に発揮でき るよ

う に職場環境の整備を行う こ と が必要です。  

男女が共に働き やすい職場環境にするため、 いかなるハラ スメ ント も 許さ ない職場の機

運醸成を 図る必要があり ます。  

【 具体的事業】  

コ ラ ム⑥ ハラ スメ ント

ハラ スメ ント は、 個人の能力の発揮に悪影響を 及ぼし 、 良好な職場環境を阻害する要

因です。 ハラ スメ ント が重大な人権侵害になる可能性があると いう 認識をも ち、 どのよ

う な言動がハラ スメ ント に該当するかを 考え、 その防止に努めていく 必要があり ます。  

【 ハラ スメ ン ト の一例】  

●セク シュ アル・ ハラ スメ ント

職場内外での性的な言動により 、 他の職員を不快にさ せるこ と 。

●パワー・ ハラ スメ ント

職場内での優位性を 背景に、 業務の適切な範囲を 超えて嫌がら せを するこ と 。

●マタ ニティ ・ ハラ スメ ント

妊娠・ 出産を 機に、 職場で不利益を与えたり 、 不当な扱いを し たり するこ と 。

※詳細は巻末「 用語解説」 を 参照。

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

① 
事業所等における男
女共同参画の推進 

新規 

市の入札等に参加する事業者の、 子育て支援や女性 

の活躍推進に向けた取組を評価し ます。  

契約課 【 事業値】 事業者の評価項目における「 子育て支援」  

「 女性技術者の雇用」 の件数 

【 目標値】 —  

② 
事業所におけるハラ
スメ ント 防止の啓発

新規 

ハラ スメ ント の防止に向けた研修等の実施や、 情報

発信による意識啓発を行います。  雇用支援課 

男女共同参画課 【 事業値】 実施内容 

【 目標値】 —  

③ 
市役所におけるハラ
スメ ント 防止対策

継続 職員課 

【 事業値】 講演会の参加者数 

【 目標値】 － 

ハラ スメ ント の起こ ら ない職場づく り を目指し 、職

員を対象に、ハラ スメ ント についての正し い理解と 適

切に対応する ための知識等を 習得する ための研修を

実施し ます。  



基本目標Ⅲ 健康で安心し て暮ら せる環境の整備 

≪基本目標Ⅲ 主要課題と 取組の方向≫ 

本市では、 一人ひと り が互いに人権を 尊重し 、 多様性を 認め合いながら 、 自分ら し く 生

き 生き と 暮ら せる社会づく り を 目指し ています。  

多様な性を 尊重する動き は、 近年高まり を 見せており 、 企業や自治体等においてさ まざ

まな取組が始まっ ています。  

一方で、 性的少数者6 は、 性のあり 方に対する固定観念や、 性自認7 や性的指向8 を 理由と

する偏見や差別により 、 困難や生き づら さ を 抱えている場合が少なく あり ません。 こ う し

た偏見や差別を なく すための意識啓発や、困難の解消に向けた支援を 行う 必要があり ます。 

また、 少子高齢化の進行や経済の不透明さ 、 地域社会における 人間関係の希薄化等によ

り 、 高齢者や障害者、 ひと り 親家庭、 外国籍市民等は、 生活上のさ まざまな困難に直面し

ています。 そう し た人々が、 家庭や地域、 社会全体の支え合いのも と 、 豊かで生き 生き と

し た生活を送れるよう 、 安心し て暮ら せる環境づく り に努めます。  

 さ ら に、 男女が互いの身体的な特徴やラ イ フ ステージによる 健康上の違い等についての

理解を 深め、 生涯を 通じ て健康で豊かな人生を 送れるよう 取組を 進めます。  

主要課題８ 多様な性のあり 方への理解の促進と 支援

• 多様な性のあり 方への理解の促進と 支援

主要課題９ 誰も が安心し て暮ら せる環境の整備

• 高齢者・ 障害者の社会参加の促進

• ひと り 親家庭への支援

• 外国籍市民への支援

主要課題１ ０ 生涯を通じ た心身の健康支援

• 妊娠・ 出産等における相談支援の充実

• 生涯を通じ た健康支援の充実

• 性感染症予防や薬物乱用防止の啓発
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⁶  性的少数者（ 性的マイ ノ リ ティ ） ： 生物学的性と 性自認が一致し ており 、 性的指向が異性に向く 人が多数
である一方で、 それ以外の性のあり 方を 有し ている人々。 性的指向が同性に向く 人や、 自分の性別に違和感
を 持つ人等のこ と 。  
⁷  性自認： 自己の性別についての認識。
⁸  性的指向： 恋愛感情や性的な関心がいずれの性別に向かう かの指向。



主要課題８  多様な性のあり 方への理解の促進と 支援 《 新規》《 重点》  

【 現状と 課題】  

性のあり 方は、 生物学的性、 性自認や性的指向等の要素から 決まる と 言われており 、 人

それぞれに違います。また、進路や仕事、結婚等、その人の生き 方に関わる重要なも ので、

他人から 押し 付けら れたり 、 決めら れたり するも のでも あり ません。  

平成 1 6 （ 2 0 0 4 ） 年に「 性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関する法律」 が施行

さ れ、 性同一性障害で、 一定の条件を満たす者については、 性別の変更の取り 扱いができ

るこ と と なり まし た。 また、 平成 2 0 （ 2 0 0 8 ） 年には同法の改正により 、 性別変更のた

めの要件が緩和さ れています。  

意識調査では「 性的マイ ノ リ ティ （ Ｌ Ｇ Ｂ Ｔ 9 等） の言葉の認知度」 について、「 内容を

知っ ている」 が 6 0 ％と 比較的高く 、「 聞いた事はあるが、 内容は知ら ない」 が 2 2 ％、「 知

ら ない」 が 1 3 .9 ％と いう 結果でし た。  

一方で、 性的少数者は、 性自認や性的指向を 理由と し た偏見や差別により 、 生活上の困

難や生き づら さ を 抱えている場合が少なく あり ません。誰も が自分ら し く 生き ら れるよう 、

多様な性のあり 方を理解し 、 尊重する社会の実現が求めら れます。  

性的マイ ノ リ ティ （ Ｌ Ｇ Ｂ Ｔ 等） の言葉の認知度 

資料： 平成 3 0 年「 意識調査」 より  

60. 0%22. 0%

13. 9%

4. 1%

内容を知っ ている

聞いた事はあるが、 内容は知ら ない

知ら ない

無回答

⁹  LG BT： レ ズビ アン（ L） 、 ゲイ （ G ） 、 バイ セク シュ アル（ B） 、 ト ラ ンスジェ ンダー（ T） の頭文字を つ
なげたも ので、 性的少数者を 総称し たも のと し て用いら れる。  
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【 取組の方向】  

（ １ ） 多様な性のあり 方への理解の促進と 支援

 多様な性のあり 方への理解を促進するために、 意識啓発事業を 実施する と と も に、 性的

少数者が抱える困難や生き づら さ の解消に向けた支援を行います。  

【 具体的事業】  

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

① 
講座や情報紙等を通
じ た意識啓発 

継続 男女共同参画課 
【 事業値】 実施内容 

【 目標値】 － 

② 
人権啓発冊子等の配
布 

新規 人権推進課 
【 事業値】 配布部数 

【 目標値】 － 

③ 
川越市パート ナーシ
ッ プ宣誓制度 

新規 男女共同参画課 

【 事業値】 制度の周知 

【 目標値】 － 

④ 
性別記載欄調査の実
施 

新規 男女共同参画課 
【 事業値】 削除可能な性別記載欄がある申請書等の件数 

【 目標値】 0  件 

⑤ 
川越市性的少数者に
係る 施策に関する 検
討委員会 

新規 男女共同参画課 

【 事業値】 開催回数 

【 目標値】 —  

市民向け講座や情報紙等を通じ て、性の多様性に関

する理解を促進し ます。  

性自認や性的指向を理由と し た差別の解消に向け、

人権啓発冊子やリ ーフ レッ ト を配布し ます。  

同性カ ッ プルの抱える生き づら さ を解消し 、性の多

様性について広く 啓発し ていく ため、川越市パート ナ

ーシッ プ宣誓制度を実施し ます。  

性的少数者に配慮し 、市の申請書等における不要な

性別記載欄を調査・ 把握し 、 削除を依頼し ます。  

性の多様性に関する 理解の促進や性的少数者への

支援等について検討するため、検討委員会を開催し ま

す。  
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主要課題９ � 誰も が安心し て暮ら せる環境の整備

【 現状と 課題】

本市では、 令和�2 （ 2 0 2 0 ） 年�4 �月�1 �日時点で、 年少人口（ 0 ～1 4 �歳） が�1 2 .4 ％、 老

年人口（ 6 5 �歳以上） が�2 6 .6 ％と 少子高齢化が進んでいます。

高齢者や障害者は、 その心身の状態から 、 日常生活や社会参加を 行う う えで制約を 受け

やすく なっ ています。 また、 単身の高齢者も 増加傾向にあり 、 社会的に孤立するリ スク も

抱えています。 高齢者や障害者が自立し 、 社会の一員と し て自分ら し く 生活でき る 環境の

整備が望まれています。

また、 女性は、 出産・ 育児等による離職や、 男性と 比べて非正規雇用が多いこ と 等から 、

経済的困窮に陥り やすい傾向があり 、 ひと り 親家庭の自立支援に向けた取組が求めら れて

います。

一方、 外国籍市民は年々増加し ており 、 言語や文化、 価値観の違い等から 地域における

孤立感を抱えがち です。 本市で生活する外国籍市民に対し 、 多言語での情報提供や「 言葉

の壁」 の解消を図るための支援等が必要です。

本市の年齢３ 区分別人口の推移

資料： 政策企画課調べ

84, 779 94, 046 97, 273 100, 636 112, 572 

219, 062 215, 555 216, 798 215, 958 196, 388 

45, 537 43, 700 41, 423 39, 173 39, 998 

0 

50,000 

100,000 

150,000 

200,000 

250,000 

300,000 

350,000 

400,000 

（
人
）

平成27年 令和2年 令和７ 年 令和12年 令和22年

65歳以上

（ 老年人口）

15～64歳

（ 生産年齢人口）

0～14歳

（ 年少人口）

349, 378 353, 301 355, 494 355, 767 348, 958

《 構成比 》 平成 27 年 令和 2 年 令和 7 年 令和 12 年 令和 22 年

0～14 歳

（年少人口）
13.0％ 12.4％ 11.7％ 11.0％ 11.5％

15～64 歳

（生産年齢人口）
62.7％ 61.0％ 61.0％ 60.7％ 56.3％

65 歳以上

老年人口
24.3％ 26.6％ 27.4％ 28.3％ 32.3％

推計値実績値
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【 取組の方向】  

（ １ ） 高齢者・ 障害者の社会参加の促進

 高齢者や障害者が、 その知識や能力、 意欲を 発揮し ながら 社会に参加し ていけるよう 、

交流活動や学習活動の促進、 就労支援を実施し ます。  

【 具体的事業】  

※１  関連計画「 川越市障害者支援計画」

※２  関連計画「 第二次川越市教育振興基本計画」

※３  関連計画「 すこ やかプラ ン・ 川越（ 川越市高齢者保健福祉計画・ 第 8 期川越市介護保険事業計画）」

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

① 
高齢者・ 障害者向け
講座の実施 
（ ※１ ）  

継続 障害者福祉課 

【 事業値】 実施回数、 参加者数 

【 目標値】 —  

② 
高齢者教育の充実 
（ ※２ ）  

継続 

高齢者が自ら 意欲を持っ て学び、 健康で生きがいの

ある毎日を送るための各種講座を開催し ます。 （ 中央 

かがやき 学園等）  中央公民館 

【 事業値】 講座数 

【 目標値】 3 2  講座 

③ 
障害者が参加できる
講座の充実 
（ ※２ ）  

継続 中央公民館 

【 事業値】 講座数 

【 目標値】 2 0 0  講座 

④ 
シルバー人材センタ
ーの充実
（ ※３ ）  

継続 

川越市シルバー人材センタ ーと 連携し 、 就労を通じ  

て高齢者が活躍できる機会の確保を図り ます。  
高齢者いき がい課 

【 事業値】 登録者数 

【 目標値】 —  

⑤ 
障害者の就労支援 
（ ※１ ）  

継続 
障害者総合相談

支援センタ ー 
【 事業値】 就労者数 

【 目標値】 —  

障害者の学ぶ機会を充実するこ と で、障害者の社会

参加を促進し 、障害がある人への理解の促進を図り ま

す。  

就労中の障害者への就労継続支援と 、就労を希望す

る障害者への相談・ 実習等の支援を通じ た就労機会の

確保を行います。  

川越市総合福祉センタ ーにて、高齢者や障害者の多

様なニーズに対応し た生涯学習の機会を提供し 、交流

活動を支援し ます。  
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【 取組の方向】  

（ ２ ） ひと り 親家庭への支援

 経済的困窮に陥り やすいひと り 親家庭への相談・ 支援事業を 実施し 、 生活の向上と 経済

的な自立を支援し ます。  

【 具体的事業】  

※ 関連計画「 第２ 期川越市子ども ・ 子育て支援事業計画」

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

① 
ひと り 親家庭等生活
向上事業 
（ ※）  

継続 こ ども 家庭課 

【 事業値】 延べ参加者数 

【 目標値】 8 0  人（ 令和 6  年度）  

② 
自立支援給付金事業 
（ ※）  

継続 こ ども 家庭課 
【 事業値】 給付件数 

【 目標値】 —  

③ 
母子家庭等就業・ 自
立支援センタ ー事業 
（ ※）  

継続 こ ども 家庭課 

【 事業値】 延べ利用者数 

【 目標値】 3 0 0  人（ 令和 6  年度）  

④ 
生活困窮者自立支援
事業 

新規 生活福祉課 

【 事業値】 ひと り 親家庭から の相談件数 

【 目標値】 —  

子育てと 生計維持の両立に向け、ひと り 親の母等が

定期的に集い、情報交換や家計管理等に関する学習を

する場を提供し ます。  

資格取得や能力開発を 目指す児童扶養手当受給者

等を対象に、 給付金を支給し ます。  

ひと り 親家庭等の就労による自立を支援するため、

就労相談や就労情報の提供等を行い、就労支援講習会

を開催し ます。  

ひと り 親家庭が生活に困窮し た場合に、就労支援や

家計改善、住居確保等の包括的かつ継続的な支援を行

います。  

母子世帯数及び父子世帯数の推移（ 全国）

データ 出典： 令和元年版 男女共同参画白書

79 . 0
95. 5

122. 5 115. 1 123 . 8 123 . 2

15. 7
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【 取組の方向】  

（ ３ ） 外国籍市民への支援

 外国籍市民が、 言葉や文化の違いを 越えて安心し て暮ら せる よう ニーズ把握に加え、 多

言語での情報提供や日本語教室等の支援を 行います。  

【 具体的事業】  

※ 関連計画「 第四次川越市国際化基本計画」

外国籍市民人口 

（ 各年 1 月 1 日現在）  

年 次 総 数 中 国 ベト ナム フ ィ リ ピ ン ネパール
韓国及び

朝 鮮 
ブラ ジル そ の 他 

平成2 8 年 6 ,0 3 6  1 ,9 8 9  8 5 3  6 5 8  4 0 7  5 5 2  3 5 1  1 ,2 2 6  

 2 9  6 ,9 2 0  2 ,0 7 7  1 ,2 3 9  7 2 9  5 5 8  5 4 9  3 7 4  1 ,3 9 4  

    3 0  7 ,6 3 2  2 ,2 3 5  1 ,4 7 6  8 2 1  6 5 3  5 6 0  3 6 4  1 ,5 2 3  

    3 1  8 ,1 5 6  2 ,3 5 6  1 ,5 4 8  8 5 1  7 7 8  5 7 8  3 7 4  1 ,6 7 1  

令和 2 年 8 ,7 9 9  2 ,5 8 3  1 ,7 7 3  9 0 8  7 9 3  5 9 7  3 7 4  1 ,7 7 1  

資料： 市民課調べ 

単位： 人 

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

① 
外国籍市民会議 
（ ※）  

新規 国際文化交流課 
【 事業値】 開催回数 

【 目標値】 年６ 回 

② 
広報外国語版の発行 
（ ※）  

継続 国際文化交流課 

【 事業値】 発行回数 

【 目標値】 年１ ２ 回 

③ 
日本語教室 
（ ※）  

継続 国際文化交流課 
【 事業値】 実施回数 

【 目標値】 —  

外国籍市民を委員と し た市民会議を開催し 、外国籍

市民の提案や視点を市政に反映さ せていき ます。  

 外国籍市民にと っ て必要な行政情報を 定期的に提

供するため、広報紙から 記事を抜粋し た英語版を発行

し ます。  

「 言葉の壁」 の解消を図るため、 ボラ ンティ アと 連

携し た日本語教室を開催し ます。  
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主要課題１ ０  生涯を通じ た心身の健康支援 

【 現状と 課題】  

女性は、 妊娠や出産を はじ めと し た女性特有の身体的特徴を 有する こ と により 、 ラ イ フ

ステージにより 男性と は異なる健康上の問題に直面し ます。 男女が生涯を 通じ て健康で快

適な人生を 送るためには、 互いの身体的な特徴についての理解を深め、 思いやり を持っ て

生き ていく こ と が重要です。  

 妊娠・ 出産については、 いつ何人子ども を 産むか、 産まないかを 選ぶ自由や、 安全な妊

娠・ 出産等、 リ プロダク ティ ブ・ ヘルス／ラ イ ツ（ 性と 生殖に関する健康と 権利） の視点

に立つ必要があり ます。  

 市民意識調査では、健康づく り で関心のあるこ と と し て、「 食生活・ 食育」（ 7 0 .4 ％）、

「 運動」（ 4 6 .9 ％） のほか、「 生活習慣病予防」（ 4 3 .4 ％） や「 定期健診」（ 3 6 .5 ％） 等が

高く なっ ています。 ラ イ フ ステージに応じ た健（ 検） 診等の充実により 、 男女の健康支援

に努める必要があり ます。  

健康づく り で関心のあるこ と  

資料： 平成 3 0 年「 市民意識調査」（ 広聴課） より  

1. 7

0. 9

7. 3

9. 4

30. 1

34. 4

36. 5

43. 4

46. 9

70. 4

0 10 20 30 40 50 60 70 80

無回答

その他

節酒・ 禁酒（ 20歳以上の方）

タ バコ の減煙・ 禁煙（ 20歳以上の方）

歯と 口の健康

休養・ こ こ ろ の健康

定期健診

生活習慣病予防

運動

食生活・ 食育

（ ％）
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【 取組の方向】  

（ １ ） 妊娠・ 出産等における相談支援の充実

安全に妊娠・ 出産ができ るよう 、 健診や訪問指導を 実施し ます。 また、 妊娠中の不安軽

減のために、 出産・ 育児について学ぶ機会を設けます。  

【 具体的事業】  

※ 関連計画「 第２ 期川越市子ども ・ 子育て支援事業計画」、「 健康かわごえ推進プラ ン（ 第 2 次）」

コ ラ ム⑦ リ プロダク ティ ブ・ ヘルス／ラ イ ツ （ 性と 生殖に関する健康と 権利）

リ プロダク ティ ブ・ ヘルス／ラ イ ツと は、 性や妊娠・ 出産に関わる全てにおいて、 身体的に

も 精神的にも 社会的にも 良好な状態にあるこ と（ リ プロダク ティ ブ・ ヘルス） を基本的人権（ リ

プロダク ティ ブ・ ラ イ ツ） に位置付ける理念のこ と をいいます。「 性の自己決定権」 と も 呼ばれ

ており 、 次のよう なこ と が含まれています。  

◆ 子ども を産むか、 産まないか、 いつ何人産むかを自分で決めるこ と

◆ 安全な妊娠・ 出産をするこ と

◆ 子ども が健康に養育さ れるこ と

◆ 妊娠や出産、 性感染症、 不妊等に関する必要な情報、 サービスを必要な時に受け取れる

こ と

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

① 
妊婦健康診査 
（ ※）  

継続 健康づく り 支援課 

【 事業値】 実施件数 

【 目標値】 —  

② 
マタ ニティ スク ール
（ ※）  

継続 健康づく り 支援課 

【 事業値】 実施回数、 参加者数 

【 目標値】 —  

③ 
助産師による産婦・
新生児訪問 
（ ※）  

継続 健康づく り 支援課 

【 事業値】 実施件数 

【 目標値】 —  

妊娠中の健康保持と 妊婦や胎児の異常を 早期発見

するため健康診断を実施するほか、健診に要し た費用

の一部を 助成する こ と で安心し て健診を 受診でき る

機会を確保し ます。  

 妊婦と その夫等を対象に、 妊娠・ 出産・ 育児・ 栄養

についての正し い知識を普及し 、妊娠中の不安解消と

父親の育児参加を支援し ます。  

子ども の健全な育成と 母親の育児不安を 解消する

ため、 訪問指導を行い、 子育てに関する相談や情報提

供を行います。  
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【 取組の方向】  

（ ２ ） 生涯を 通じ た健康支援の充実

 生活習慣の見直し や生活習慣病予防のための健康相談・ 保健指導を 行う と と も に、 健康

管理のための各種健（ 検） 診を 実施し ます。  

【 具体的事業】  

※1  関連計画「 健康かわごえ推進プラ ン（ 第 2 次）」

※2  関連計画「 川越市国民健康保険 第 2 期保健事業等実施計画」

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

① 
健康教育・ 健康相談 
（ ※1 ）  

継続 健康づく り 支援課 
【 事業値】 実施回数、 参加者数 

【 目標値】 —  

② 
特定健康診査 
（ ※2 ）  

継続 国民健康保険課 
【 事業値】 受診率 

【 目標値】 6 0 ％（ 令和５ 年度）  

③ 
特定保健指導 
（ ※2 ）  

継続 国民健康保険課 

【 事業値】 実施率 

【 目標値】 6 0 ％（ 令和５ 年度）  

④ 
後期高齢者医療健康
診査 
（ ※1 ）  

継続 高齢・ 障害医療課 
【 事業値】 受診率 

【 目標値】 4 0 ％以上（ 令和 6  年度）  

⑤ 
子宮がん・ 乳がん検診 
（ ※1 ）  

継続 健康管理課 
【 事業値】 市が行う 検診の受診者数 

【 目標値】 —  

生活習慣病の予防や健康に関する 各種健康教室を

開催するほか、 個別の相談に応じ ます。  

健康診査を実施し 、生活習慣病の予防と 定期的な受

診を促し ます。  

生活習慣病の発症と 重症化を予防するため、特定保

健指導を 実施し 、 生活習慣を 見直す機会を 提供し ま

す。  

後期高齢者の健康増進を図るため、健康診査を実施

し 、 定期的な受診を促し ます。  

早期発見に結びつけるため、女性特有のがんに関す

る検診を実施し 、 定期的な受診を促し ます。  
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【 取組の方向】  

（ ３ ） 性感染症予防や薬物乱用防止の啓発

性感染症予防や薬物乱用防止についての正し い知識の普及・ 啓発を行います。  

【 具体的事業】  

※ 関連計画「 第二次川越市保健医療計画」

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

① 
性感染症の検査 
（ ※）  

継続 

エイズを含む性感染症に関する検査を実施し 、 病気

の早期発見・ 早期治療により 、 病気のまん延防止を図 

り ます。  保健予防課 

【 事業値】 実施件数 

【 目標値】 —  

② 
性感染症予防の出前
講座 
（ ※）  

継続 保健予防課 
【 事業値】 実施回数 

【 目標値】 年 2 2  回 

③ 
学校における性教育
の充実 

新規 教育指導課 
【 事業値】 実施内容 

【 目標値】 － 

④ 
薬物乱用防止の啓発 
（ ※）  

継続 

広報紙やリ ーフ レッ ト の配布、 関係機関と 連携し た

啓発・ 相談活動を通じ て、 薬物乱用が身体及び精神に 

及ぼす弊害について、 啓発活動を実施し ます。  
こ ども 育成課

保健総務課 
【 事業値】 実施内容 

【 目標値】 － 

エ イ ズを 含む性感染症に関する 正し い知識を 普

及・ 啓発するため、 出前講座を実施し ます。  

学習指導要領にも と づき、発達段階に応じ て生命と

人権を大切にする性教育を実施し ます。  
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基本目標Ⅳ 男女共同参画を阻害する暴力の根絶 

≪基本目標Ⅳ 主要課題と 取組の方向≫ 

Ｄ Ｖ は、 犯罪と なる行為を も 含む重大な人権侵害であり 、 男女共同参画の実現を 阻害す

るも のです。 また、 Ｄ Ｖ の多く は、 外部から 発見し にく い家庭内で行われ、 潜在化し やす

い特徴があり ます。  

Ｄ Ｖ 被害は深刻な社会問題と なっ ていますが、 近年は、 若年層の交際相手間における暴

力や過度な行動監視と いっ た「 デート Ｄ Ｖ 」 や、 ソ ーシャ ル・ ネッ ト ワーキング・ サービ

ス（ Ｓ Ｎ Ｓ ）等のコ ミ ュ ニケーショ ンツールを 悪用し た新たな形態の暴力等も みら れます。  

本市では、 被害者支援の充実と と も に、 相談窓口の一層の周知、 暴力防止の啓発に取り

組みます。  

主要課題１ １ 配偶者暴力相談支援センタ ーの機能充実

• 配偶者暴力相談支援センタ ーの相談体制の充実

• Ｄ Ｖ 被害者の安全確保

• Ｄ Ｖ 被害者の情報管理

主要課題１ ２ 相談窓口の充実と 暴力防止の啓発

• 相談窓口の充実

• 暴力防止の啓発

コ ラ ム⑧ デート Ｄ Ｖ

高校生や大学生等、 若年層の交際相手から の暴力のこ と を 、 デート Ｄ Ｖ と いいます。

デート Ｄ Ｖ には、 殴る、 蹴るだけでなく 、 言葉の暴力やメ ールの監視等、 さ まざまな形

が考えら れます。  

相手のこ と が好き だから 「 自分のこ と を優先し てほし い」 と 思う かも し れませんが、

それが一方的過ぎると デート Ｄ Ｖ の関係になっ てし まいます。 相手と 良い関係を 築く た

めには、 自分と 違う 意見や感情を 持つ相手のこ と を 尊重するこ と が大切です。  

【 デート Ｄ Ｖ チェ ッ ク リ スト 】  

□ 無視する、 バカ にする、 大声で怒鳴る

□ 今どこ にいるのか 1 日に何度も 確認する

□ メ ッ セージの返事を すぐ に返さ ないと 怒る

□ 用事があっ ても 一緒に帰ら ないと 怒る

□ 他の人と の会話や、 メ ッ セージを チェ ッ ク さ れる

□ デート のと き にいつも 自分にお金を払わせる

出典： 埼玉県県民生活部男女共同参画課「 知っ ていますか？デート Ｄ Ｖ 」 より  
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主要課題１ １  配偶者暴力相談支援センタ ーの機能充実 《 重点》  

【 川越市Ｄ Ｖ 防止及び被害者支援に関する計画（ Ｄ Ｖ 防止計画）】  

【 現状と 課題】  

 平成１ ３ （ 2 0 0 1 ） 年に制定さ れた「 配偶者から の暴力の防止及び被害者の保護に関す

る 法律」 が、 平成１ ９ （ 2 0 0 7 ） 年に一部改正さ れ、 市町村における配偶者暴力相談支援

センタ ーの設置が努力義務と なり まし た。

本市では、 平成 2 3 （ 2 0 1 1 ） 年 7 月に「 川越市配偶者暴力相談支援センタ ー」 を 設置

し 、 Ｄ Ｖ の相談や被害者の安全確保等を行っ ています。  

 また、 Ｄ Ｖ 被害者に子ども がいる場合、 子ども のＤ Ｖ 目撃は心理的虐待にあたるため、

平成１ ８ （ 2 0 0 6 ） 年から 、 児童相談所を含めた関係機関等と の間で「 川越市Ｄ Ｖ 防止対

策ネッ ト ワーク 会議」 を 開催し 、 連携強化に努めています。  

 国においても 、 令和元（ 2 0 1 9 ） 年６ 月に「 児童虐待防止対策の強化を図るための児童

福祉法等の一部を 改正する法律」 が成立し 、 Ｄ Ｖ 対応と 児童虐待対応と の連携強化が規定

さ れまし た。  

女性相談／Ｄ Ｖ 相談件数の推移 

資料： 男女共同参画課調べ 
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【 取組の方向】  

（ １ ） 配偶者暴力相談支援センタ ーの相談体制の充実

 Ｄ Ｖ 被害者への適切な支援を行う ため、 関係機関等と の連携を 強化し 、 配偶者暴力相談

支援センタ ーの相談体制の充実を図り ます。  

【 具体的事業】  

※ 関連計画「 第２ 期川越市子ども ・ 子育て支援事業計画」

【 取組の方向】  

（ ２ ） Ｄ Ｖ 被害者の安全確保

 緊急時における Ｄ Ｖ 被害者の安全を 確保するため、 一時保護を 実施し ます。 また、 必要

に応じ て生活保護制度を 利用する等、 自立に向けた支援を 行います。  

【 具体的事業】  

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

① 女性相談（ Ｄ Ｖ 相談） 継続 

Ｄ Ｖ 相談や各種相談証明書の発行等を通じ て、 Ｄ Ｖ  

被害者への適切な相談支援を実施し ます。  
男女共同参画課 

【 事業値】 相談件数 

【 目標値】 —  

② 
カ ウンセリ ングルー
ムの相談

継続 

女性が抱える心の悩みについて、 女性のカウンセラ  

ーが応じ ます。  
男女共同参画課 

【 事業値】 相談件数 

【 目標値】 —  

③ 
関係機関等と の連携
会議 

継続 

関係部署や関係機関と 情報交換を行い、 Ｄ Ｖ 被害者 

支援に関する連携強化に努めます。  
男女共同参画課 

【 事業値】 開催回数 

【 目標値】 年 4  回 

④ 
要保護児童対策地域
協議会 
（ ※）  

新規 

Ｄ Ｖ と 児童虐待の関連性に鑑み、 要保護児童等の適

切な支援を図るため、 関係機関が情報を共有し 、 連携 

できるよう 協議し ます。  こ ども 家庭課 

【 事業値】 開催回数 

【 目標値】 年 2 1  回 

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

① 一時保護施設の利用 継続 

Ｄ Ｖ 被害者の状況を勘案し ながら 、 シェ ルタ ー等へ 

の入所と 、 その後の自立支援について検討し ます。  
男女共同参画課 

【 事業値】 一時保護件数 

【 目標値】 —  
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【 取組の方向】  

（ ３ ） Ｄ Ｖ 被害者の情報管理

 Ｄ Ｖ 被害者が安心し て生活でき るよう 、 関係部署と 連携し 、 Ｄ Ｖ 被害者に関する情報管

理を徹底し ます。  

【 具体的事業】  

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

② 母子の一時保護 継続 こ ども 家庭課 
【 事業値】 一時保護件数 

【 目標値】 —  

③ 障害者の一時保護 継続 
障害者総合相談

支援センタ ー 【 事業値】 一時保護件数 

【 目標値】 —  

④ 高齢者の一時保護 継続 福祉相談センタ ー 
【 事業値】 一時保護件数 

【 目標値】 —  

⑤ 宿泊費の補助 継続 男女共同参画課 

【 事業値】 補助件数 

【 目標値】 —  

⑥ 経済的支援 継続 生活福祉課 
【 事業値】 支援世帯数 

【 目標値】 —  

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

① 情報漏洩の防止 継続 

Ｄ Ｖ 被害者に関する情報漏洩が起こ ら ないよう 、 情 

報管理を徹底し ます。  
男女共同参画課

市民課 

学校管理課 
【 事業値】 実施内容 

【 目標値】 —  

一時保護が必要な母子に対し て、母子生活支援施設

への入所等、 状況に応じ た支援を実施し ます。  

障害福祉サービス等を利用するこ と により 、被虐待

者を虐待者から 分離し 、 一時保護を実施し ます。  

高齢者虐待の早期発見に努め、その被害者を一時保

護するこ と で、 高齢者の権利を擁護し ます。  

即日対応が困難な D V 被害者で、経済的に困窮し て

いる等一定の要件を満たし ている場合に、宿泊費用を

補助し ます。  

生活保護制度により 、Ｄ Ｖ 被害者の安全確保後の生

活保障と 、 自立に向けた支援を実施し ます。  
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主要課題１ ２  相談窓口の充実と 暴力防止の啓発 《 重点》  

【 川越市Ｄ Ｖ 防止及び被害者支援に関する計画（ Ｄ Ｖ 防止計画）】  

【 現状と 課題】  

 内閣府「 男女間における暴力に関する調査報告書」（ 平成 3 0 （ 2 0 1 9 ） 年） によると 、

「 配偶者から の暴力被害の有無」 について、「 被害経験があっ た」 と する女性は 3 1 .3 ％、

男性は 1 9 .9 ％で、女性の 3  人に 1  人、男性の 5  人に 1  人がＤ Ｖ 被害に遭っ ているこ と が

明ら かになっ ています。  

一方、 意識調査では、 被害についての相談の有無について、「 相談し た」 が３ 割半ばと な 

っ ている一方、「 相談し なかっ た（ でき なかっ た）」 は６ 割を 超えています。  

 相談先は、「 友人・ 知人」 が６ 割を 超えて最も 多く 、 次いで「 家族」 が約５ 割で、 警察や

公的機関に相談し た人は一部にと どまっ ています。  

被害者が早期に適切な相談や支援が受けら れるよう 、 相談窓口の一層の周知に努める必

要があり ます。  

暴力等被害についての相談の有無 

暴力等被害についての相談先（ 複数回答）  

資料： 平成3 0 年「 意識調査」 より  

22. 4 

39. 6 

34. 6 

74. 1 

59. 0 

62. 9 

3. 5 

1. 4 

2. 5 

男性
( n=85)

女性
( n=222)

全体
( n=321)

（ ％）
相談し た 相談し なかっ た（ でき なかっ た） 無回答

10. 5

0. 0 

0. 0 

5. 3

5. 3

42. 1

63. 2

4. 5

2. 3

8. 0 

10. 2

11. 4

55. 7

61. 4

5. 4

1. 8

7. 2

9. 0 

9. 9

53. 2

62. 2
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その他

民間の機関に相談し た

医師に相談し た

警察に通報・ 相談し た

公的機関に相談し た

家族に相談し た

友人・ 知人に相談し た

（ ％）

全体（ n=111）

女性（ n=  88）

男性（ n=  19）
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【 取組の方向】  

（ １ ） 相談窓口の充実

 各種相談を 実施し 、 相談者の状況に応じ た支援や情報提供を 行います。 また、 被害者が

早期に安心し て相談でき るよう 、 相談窓口の周知を 図り ます。  

【 具体的事業】  

※１  関連計画「 第２ 期川越市子ども ・ 子育て支援事業計画」

※２  関連計画「 川越市障害者支援計画」

※３  関連計画「 すこ やかプラ ン・ 川越（ 川越市高齢者保健福祉計画・ 第 8  期川越市介護保険事業計画）」

※４  関連計画「 第四次川越市国際化基本計画」

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

① 人権相談 継続 人権推進課 
【 事業値】 相談件数 

【 目標値】 —  

② 市民相談 継続 広聴課 
【 事業値】 相談件数 

【 目標値】 —  

③ 
家庭児童相談 
（ ※１ ）  

継続 こ ども 家庭課 
【 事業値】 相談件数 

【 目標値】 —  

④ 
障害者の相談 
（ ※２ ）  

継続 
障害者総合相談

支援センタ ー 【 事業値】 —  

【 目標値】 —  

⑤ 
高齢者の相談 
（ ※３ ）  

継続 福祉相談センタ ー 

【 事業値】 相談件数 

【 目標値】 —  

⑥ 
外国籍市民相談 
（ ※４ ）  

継続 国際文化交流課 

【 事業値】 相談件数 

【 目標値】 —  

法務局及び人権擁護委員と 連携し て各種人権相談

を実施し ます。  

相談窓口において、 市民の家庭及び社会生活上の

さ まざまな相談に対応し ます。  

子ども の発達に関するこ と 、 学校生活（ 幼稚園、 保

育所等も 含む）、 家族関係等の相談に応じ ます。  

障害者に対する虐待の防止及び早期発見・ 早期対応

するための通報・ 相談窓口を設置し ます。  

高齢者虐待の早期発見や、介護に取り 組む家族等を

支援する観点から 、高齢者に関する総合的な相談に応

じ ます。  

生活相談や法律相談、 在留資格相談等、 外国籍市民

の抱えるさ まざまな問題に対し 、適切な助言を提供し

ます。  



- 59 -

※ 関連計画「 第二次川越市保健医療計画」

【 取組の方向】  

（ ２ ） 暴力防止の啓発

 Ｄ Ｖ を はじ めと し た男女共同参画を 阻害するあら ゆる暴力の根絶に向け、 幅広い年代を

対象に啓発活動を実施し ます。  

【 具体的事業】  

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

⑦ 
精神保健福祉相談 
（ ※）  

継続 保健予防課 
【 事業値】 相談件数 

【 目標値】 —  

⑧ 犯罪被害者等総合相談 新規 防犯・ 交通安全課 
【 事業値】 相談件数・ 申請件数 

【 目標値】 —  

⑨ 相談窓口の周知 新規 男女共同参画課 
【 事業値】 実施内容 

【 目標値】 － 

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

① 
パープルリ ボンキャ
ンペーン

継続 

国が主唱する「 女性に対する暴力をなく す運動」 の

一環と し て、 埼玉県が行う キャ ンペーンに協力し 、 啓 

発活動を実施し ます。  男女共同参画課 

【 事業値】 実施回数 

【 目標値】 年 1  回 

② 防犯キャ ンペーン 継続 

犯罪被害を防止するための意識啓発と し て、 防犯キ 

ャ ンペーンを実施し ます。  
防犯・ 交通安全課 

【 事業値】 実施回数 

【 目標値】 —  

③ デート Ｄ Ｖ 防止啓発 新規 

若年層に働きかけ、 デート Ｄ Ｖ の被害に遭わないよ 

う 予防・ 啓発活動を実施し ます。  
男女共同参画課 

【 事業値】 実施内容 

【 目標値】 － 

精神保健福祉士・ 保健師が、 こ こ ろの健康に関する

こ と や精神保健福祉に関する相談を受け付けます。  

犯罪被害者等から の相談及び各種支援施策の情報

提供、 助言等を行います。  

ホームページや情報紙等、各種媒体を通じ てＤ Ｖ 等

の相談窓口を積極的に周知し ます。  
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※ 関連計画「 第２ 期川越市子ども ・ 子育て支援事業計画」

コ ラ ム⑨ D V （ ド メ スティ ッ ク ・ バイ オレ ンス）

D V と は、 配偶者（ 事実婚や元配偶者も 含む） 等親密な関係にある、 またはあっ た者

から 振る われる 暴力のこ と です。「 殴る 」「 蹴る」 と いっ た身体的暴力だけでなく 、 精

神的暴力、 経済的暴力、 性的暴力等も DV に含まれます。  

D V の加害者は、 被害者を 支配するために暴力を 振るいます。  

D V には「 緊張期」「 爆発期」「 ハネムーン期」 のサイ ク ル（ 周期） があり 、 何度も 繰

り 返さ れる と 言われています。 加害者はハネムーン 期に優し く なり ますが、 こ れは暴

力を 振る われた被害者が離れていく のを 防ぐ ためです。 優し く さ れた被害者は、 も し

かし たら （ 今度こ そ） 暴力が無く なるかも し れないと 期待を 抱き 、 逃げるタ イ ミ ング

を 失います。  

こ のサイ ク ルが繰り 返さ れる こ と で、 被害者は「 離れる こ と ができ ない」 と 思う よ

う になり 、 支配・ 被支配の関係は、 ますます強まっ ていく 傾向にあり ます。  

【 DV の種類】  

● 身体的暴力 殴る、 蹴る、 首を絞める、 物を 投げつける 等

● 精神的暴力
大声で怒鳴る 、 無視する 、 外出や親族・ 友人と の付き
合いを制限する、 交友関係を監視する 等 

● 経済的暴力 生活費を 渡さ ない、 仕事を 辞めさ せる 等

● 性的暴力 性行為を 強要する、 避妊に協力し ない 等 

【 パープルリ ボン】  

パープルリ ボン には、 女性に対する あら ゆる 暴力を なく し

ていこ う と のメ ッ セージが込めら れています。  

1 9 9 4 年にアメ リ カ で生まれた草の根運動に始まり 、 今で

は国際的な運動へと 広まっ ています。  

№ 事業名 区分 事業内容 担当課 

④ 
児童虐待防止の啓発
活動（ ※）

新規 

各種講座等への講師派遣、 児童虐待防止推進月間に

おけるポスタ ー・ パネルの掲示等を通じ て、 児童虐待 

防止の意識の普及・ 啓発を図り ます。  こ ども 家庭課 

【 事業値】 講座等への講師派遣回数 

【 目標値】 ４ 回 



評価指標 
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基本 

目標 

主要 

課題 
指 標 現状値 目標値 担当課 

Ⅰ 

１  
固定的性別役割分担意識を否定する人

の割合（ 意識調査より ）  

5 8 .2 ％ 

（ 平成３ ０ 年度）  

増加 

（ 令和 5  年度）  
男女共同参画課 

２  
男女共同参画に関する教職員向け研修

の回数 

年 1  回 

（ 令和元年度）  

年 1  回 

（ 令和 7  年度）  

教育指導課

教育センタ ー 

３  自治会長のう ち、 女性が占める割合 
4 .1 %  

（ 令和元年度）  

増加 

（ 令和 7  年度）  
地域づく り 推進課 

４  
女性の視点を取り 入れた備蓄品の配置

状況 

6 3  か所中 

5 9  か所 

（ 令和元年度）  

全避難所 

（ 令和 7  年度）  
防災危機管理室 

５  

各種審議会等における女性の登用率 

（ 法律又は条例設置の附属機関）  

2 8 .6 %  

（ 令和 2  年度）  

4 0 .0 %  

（ 令和 7  年度）  
男女共同参画課 

市の女性管理職（ 課長級以上） の割合 

（ ※１ ）  

1 2 .0 %  

（  令和 2  年度）  

1 5 .0 %  

（  令和 7  年度）  
職員課 

Ⅱ 

６  

市男性職員の育児休業の取得率（ ※２ ）  
2 0 .0 %  

（ 令和元年度）  

2 0 .0 % 以上 

（ 令和 6  年度）  
職員課 

保育園の待機児童数（ ※３ ）
2  人 

（ 令和 2  年度）  

0  人 

（ 令和 6  年度）  
保育課 

７  
男女共同参画推進施設における就労支

援講座の時間数 

1 9 1 .5  時間 

（ 令和元年度）  

1 9 0  時間以上 

（ 令和 7  年度）  
男女共同参画課 

Ⅲ 

８  
性的マイノ リ ティ （ Ｌ Ｇ Ｂ Ｔ 等） の言葉

の認知度（ 意識調査より ）  

6 0 .0 ％ 

（ 平成３ ０ 年度）  

増加 

（ 令和 5  年度）  
男女共同参画課 

９  
母子家庭等就業・ 自立支援センタ ー事業

の延べ利用者数（ ※３ ）

1 6 6  人 

（ 令和元年度）  

3 0 0  人 

（ 令和 6  年度）  
こ ども 家庭課 

１ ０  乳がん・ 子宮がん検診の受診者数 

乳がん 

6 ,0 3 1  人 

子宮がん 

5 ,1 5 9  人 

（ 平成３ ０ 年度）  

乳がん 

増加

子宮がん 

増加 

（  令和７  年度）  

健康管理課 

Ⅳ 

１ １  関係機関等と の連携会議の開催回数 
年 4  回 

（ 令和元年度）  

年 4  回 

（ 令和 7  年度）  
男女共同参画課 

１ ２  Ｄ Ｖ の相談先の認知度（ 意識調査より ）
6 4 .3 %  

（ 平成３ ０ 年度）  

8 0 .0 %  

（ 令和 5  年度）  
男女共同参画課 

※１ 「 川越市女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画」 の目標値

※２  次世代育成支援対策推進法に基づく 「 第二次川越市特定事業主行動計画（ 後期計画） 」 の目標値

※３ 「 第２ 期川越市子ども ・ 子育て支援事業計画」 の目標値



資料編
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第五次川越市男女共同参画基本計画における評価指標の達成状況 

基
本 
目
標 

主
要 
課
題 

主要 
施策 

評 価 指 標 
計画策定時 

(調査年度) 
現 状 

目標値 
(目標年度) 

説 明 

Ⅰ １  (1 )
固定的性別役割分担
意識を肯定する人の
割合 

4 0 .5 ％ 

（ 平成2 5 年度）  

3 0 .1 %  
(平成3 0 年度) 

3 5 .0 ％以下 
(平成3 0 年度) 

「 男は仕事、 女は家庭」
と いう 考え方について
肯定する人の割合 
（「 意識調査」 より ）  

Ⅰ 3  (5 )

Ｄ Ｖ 被害者で第三者
に相談し た人の中で、
公的機関に相談し た
人の割合 

1 3 .0 ％ 
(平成２ 5 年度) 

9 .9 ％ 
(平成3 0 年度) 

1 5 .0 ％ 
(平成3 0 年度) 

Ｄ Ｖ を受け第三者に相
談し た人のう ち、公的機
関に相談し た人の割合 
（「 意識調査」 より ）  

Ⅱ ４  (７ )

各種審議会等におけ
る女性の登用率（ 法
律・ 条例設置の附属機
関）  

2 9 .7 ％ 
(平成2 7 年度) 

2 8 .6 ％ 
(令和2 年度) 

3 5 .0 ％ 
(令和2 年度) 

市の審議会等委員のう
ち、 女性の占める割合 
（ 男女共同参画課調べ）  

Ⅲ 8  (1 5 )
男性の家事・ 育児・ 介
護参画時間数 

0 .9 0 時間 
(平成2 5 年度) 

１ .1 6 時間 
(平成3 0 年度) 

１ .5 0 時間 
(平成3 0 年度) 

男性が平日に家事・ 育
児・ 介護にあてている１
日当たり の時間数 
（「 意識調査」 より ）  

Ⅲ 8  (1 6 ) 保育園待機児童数 
7 4 人 

(平成2 7 年度) 

2 人 
(令和2 年度) 

0 人 
(令和2 年度) 

保育園の待機児童数 
（ 保育課調べ）  

Ⅲ 8  (1 7 )
就業規則等で育児休
業制度を 規定し てい
る事業所 

5 8 .0 ％ 
(平成2 4 年度) 

6 2 .2 ％ 
(平成2 8 年度) 

7 0 .0 ％ 
(令和2 年度) 

市内事業所において就
業規則等で育児休業制
度を規定し ている割合 
（「 労働基本調査」より ） 

Ⅲ 1 0  (2 1 )
資格取得講座受講者
の合格率 

6 1 .0 ％ 
(平成2 6 年度) 

5 0 .0 ％ 
(令和元年度) 

６ 5 .0 ％ 
(令和2 年度) 

各種資格取得講座受講
者の合格率 
（ 男女共同参画課調べ）  

※ 女性会館閉鎖に伴い平

成2 7 年度から男女共同参

画推進施設の資格取得講

座を対象 
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第六次川越市男女共同参画基本計画策定までの経過

平成3 0 （ 2 0 1 8 ） 年度 

8 月 1 0 日～9 月 1 0 日 川越市男女共同参画に関する意識調査実施 

1 月 川越市男女共同参画に関する意識調査結果公表 

令和元（ 2 0 1 9 ） 年度 

5 月 1 5 日 令和元年度第１ 回川越市男女共同参画庁内会議

5 月 2 0 日 令和元年度第１ 回川越市男女共同参画審議会

7 月 2 4 日 令和元年度第２ 回川越市男女共同参画庁内会議

7 月 3 1 日 令和元年度第２ 回川越市男女共同参画審議会

1 1 月 1 9 日 令和元年度第３ 回川越市男女共同参画庁内会議

1 1 月 2 2 日 令和元年度第３ 回川越市男女共同参画審議会

1 2 月 「 第五次川越市男女共同参画基本計画 中間と り まと め」 作成 

2 月 7 日 令和元年度第４ 回川越市男女共同参画庁内会議

2 月 1 7 日 
令和元年度第４ 回川越市男女共同参画審議会 

「 次期川越市男女共同参画基本計画の策定について」 諮問

令和２ （ 2 0 2 0 ） 年度 

7 月2 7 日 令和２ 年度第１ 回川越市男女共同参画庁内会議 

8 月6 日 令和２ 年度第１ 回川越市男女共同参画審議会 

8 月1 7 日 令和２ 年度第２ 回川越市男女共同参画庁内会議 

8 月2 4 日 令和２ 年度第１ 回川越市男女共同参画審議会 起草委員会 

1 0 月1 6 日 令和２ 年度第３ 回川越市男女共同参画庁内会議 

1 0 月2 1 日 令和２ 年度第２ 回川越市男女共同参画審議会 

1 2 月 4 日～1 月 4 日 「 第六次川越市男女共同参画基本計画（ 原案）」 に対する意見公募 

1 月 2 1 日 令和２ 年度第４ 回川越市男女共同参画庁内会議 

1 月 2 7 日 
令和２ 年度第３ 回川越市男女共同参画審議会 

「 第六次川越市男女共同参画基本計画の策定について」 答申 
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川越市男女共同参画審議会委員名簿 

任期 平成３ １ 年２ 月１ 日～令和 3 年１ 月３ １ 日 

役 職 氏 名 団体名等 

会 長 大 橋 稔 城西大学教授 

副会長 森 豊 吉 団体役員 

委 員 猪 野 晴 代 川越人権擁護委員協議会 

委 員 大 森 三起子 弁護士 

委 員 小 野 登美子 女性相談員経験者 

委 員 門 田 裕 子 一般社団法人 川越市医師会 

委 員 小 林 敦 子 公募 

委 員 最 首 洲 子 川越市女性団体連絡協議会 

委 員 坂 詰 靖 子 川越市女性ネッ ト ワーク  

委 員 髙 橋 巧 連合埼玉川越・ 西入間地域協議会 

委 員 高 橋 由香里 公募 

委 員 中 野 弘 公募 

委 員 藤 倉 省 一 川越商工会議所 

委 員 舩 津 和 信 川越市自治会連合会 

委 員 山 口 日出美 川越市社会教育委員協議会 

委員は五十音順 
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男女共同参画社会基本法 

（ 平成十一年六月二十三日法律第七十八号）  

最終改正： 平成一一年一二月二二日法律第一六〇号 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と 法の下の

平等がう たわれ、 男女平等の実現に向けた様々な取組が、

国際社会における取組と も 連動し つつ、着実に進めら れて

き たが、 なお一層の努力が必要と さ れている。  

 一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が

国の社会経済情勢の急速な変化に対応し ていく 上で、男女

が、互いにその人権を尊重し つつ責任も 分かち合い、性別

にかかわり なく 、その個性と 能力を十分に発揮するこ と が

でき る男女共同参画社会の実現は、緊要な課題と なっ てい

る。  

 こ のよう な状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を

二十一世紀の我が国社会を 決定する 最重要課題と 位置付

け、社会のあら ゆる分野において、男女共同参画社会の形

成の促進に関する 施策の推進を 図っ ていく こ と が重要で

ある。  

 こ こ に、男女共同参画社会の形成についての基本理念を

明ら かにし てその方向を示し 、将来に向かっ て国、地方公

共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する 取組

を総合的かつ計画的に推進するため、こ の法律を制定する。 

第一章 総則

（ 目的）   

第一条 こ の法律は、 男女の人権が尊重さ れ、 かつ、 社会

経済情勢の変化に対応でき る 豊かで活力ある 社会を 実

現するこ と の緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形

成に関し 、 基本理念を定め、 並びに国、 地方公共団体及

び国民の責務を明ら かにすると と も に、男女共同参画社

会の形成の促進に関する 施策の基本と なる 事項を 定め

るこ と により 、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計

画的に推進するこ と を目的と する。   

（ 定義）   

第二条 こ の法律において、次の各号に掲げる用語の意義

は、 当該各号に定めると こ ろ による。  

一 男女共同参画社会の形成 男女が、 社会の対等な

構成員と し て、 自ら の意思によっ て社会のあら ゆる

分野における 活動に参画する 機会が確保さ れ、 も っ

て男女が均等に政治的、 経済的、 社会的及び文化的

利益を 享受する こ と ができ 、 かつ、 共に責任を担う

べき 社会を形成するこ と をいう 。   

二 積極的改善措置 前号に規定する 機会に係る 男女

間の格差を 改善するため必要な範囲内において、 男

女のいずれか一方に対し 、 当該機会を 積極的に提供

するこ と をいう 。   

（ 男女の人権の尊重）   

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人と し ての

尊厳が重んぜら れるこ と 、男女が性別による差別的取扱

いを受けないこ と 、男女が個人と し て能力を発揮する機

会が確保さ れる こ と その他の男女の人権が尊重さ れる

こ と を旨と し て、 行われなければなら ない。   

（ 社会における制度又は慣行についての配慮）   

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっ ては、社会にお

ける制度又は慣行が、性別による固定的な役割分担等を

反映し て、男女の社会における活動の選択に対し て中立

でない影響を及ぼすこ と により 、男女共同参画社会の形

成を阻害する要因と なるおそれがあるこ と にかんがみ、

社会における 制度又は慣行が男女の社会における 活動

の選択に対し て及ぼす影響をでき る 限り 中立なも のと

するよう に配慮さ れなければなら ない。   

（ 政策等の立案及び決定への共同参画）   

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等

な構成員と し て、国若し く は地方公共団体における政策

又は民間の団体における 方針の立案及び決定に共同し

て参画する機会が確保さ れるこ と を旨と し て、行われな

ければなら ない。  

（ 家庭生活における活動と 他の活動の両立）   

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女

が、 相互の協力と 社会の支援の下に、 子の養育、 家族の

介護その他の家庭生活における 活動について家族の一

員と し ての役割を円滑に果たし 、かつ、当該活動以外の

活動を行う こ と ができるよう にするこ と を旨と し て、行

われなければなら ない。  

（ 国際的協調）   

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会にお

ける取組と 密接な関係を有し ているこ と にかんがみ、男

女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなけ

ればなら ない。  

（ 国の責務）   

第八条 国は、第三条から 前条までに定める男女共同参画
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社会の形成についての基本理念（ 以下「 基本理念」 と い

う 。） にのっ と り 、 男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策（ 積極的改善措置を 含む。 以下同じ 。） を 総合

的に策定し 、 及び実施する責務を有する。  

（ 地方公共団体の責務）   

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっ と り 、男女共同

参画社会の形成の促進に関し 、国の施策に準じ た施策及

びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じ た施

策を策定し 、 及び実施する責務を有する。  

（ 国民の責務）   

第十条 国民は、 職域、 学校、 地域、 家庭その他の社会の

あら ゆる分野において、基本理念にのっ と り 、男女共同

参画社会の形成に寄与する よ う に努めなければなら な

い。  

（ 法制上の措置等）   

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関す

る 施策を 実施する ため必要な法制上又は財政上の措置

その他の措置を講じ なければなら ない。  

（ 年次報告等）   

第十二条 政府は、 毎年、 国会に、 男女共同参画社会の形

成の状況及び政府が講じ た男女共同参画社会の形成の

促進に関する 施策についての報告を 提出し なければな

ら ない。  

２  政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の

形成の状況を 考慮し て講じ よ う と する 男女共同参画社

会の形成の促進に関する 施策を 明ら かにし た文書を 作

成し 、 こ れを国会に提出し なければなら ない。  

第二章 男女共同参画社会の 

形成の促進に関する基本的施策

（ 男女共同参画基本計画）  

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、男女共同

参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（ 以下「 男

女共同参画基本計画」 と いう 。） を定めなければなら な

い。  

２  男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定

めるも のと する。  

一 総合的かつ長期的に講ずべき 男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策の大綱  

二 前号に掲げるも ののほか、 男女共同参画社会の形

成の促進に関する 施策を 総合的かつ計画的に推進す

るために必要な事項  

３  内閣総理大臣は、 男女共同参画会議の意見を聴いて、

男女共同参画基本計画の案を作成し 、閣議の決定を求め

なければなら ない。   

４  内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があっ

たと きは、遅滞なく 、男女共同参画基本計画を公表し な

ければなら ない。   

５  前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更につい

て準用する。  

（ 都道府県男女共同参画計画等）   

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案し て、

当該都道府県の区域における男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策についての基本的な計画（ 以下「 都

道府県男女共同参画計画」 と いう 。） を定めなければな

ら ない。   

２  都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項につい

て定めるも のと する。  

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ず

べき 男女共同参画社会の形成の促進に関する 施策の

大綱 

二 前号に掲げる も ののほか、 都道府県の区域におけ

る 男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を 総

合的かつ計画的に推進するために必要な事項  

３  市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共

同参画計画を勘案し て、当該市町村の区域における男女

共同参画社会の形成の促進に関する 施策についての基

本的な計画（ 以下「 市町村男女共同参画計画」 と いう 。）

を定めるよう に努めなければなら ない。   

４  都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又

は市町村男女共同参画計画を定め、又は変更し たと き は、

遅滞なく 、 こ れを公表し なければなら ない。   

（ 施策の策定等に当たっ ての配慮）   

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形

成に影響を及ぼすと 認めら れる施策を策定し 、及び実施

するに当たっ ては、男女共同参画社会の形成に配慮し な

ければなら ない。   

（ 国民の理解を深めるための措置）   

第十六条 国及び地方公共団体は、 広報活動等を通じ て、

基本理念に関する 国民の理解を 深める よ う 適切な措置

を講じ なければなら ない。   

（ 苦情の処理等）   

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成

の促進に関する 施策又は男女共同参画社会の形成に影
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響を 及ぼすと 認めら れる 施策についての苦情の処理の

ために必要な措置及び性別によ る 差別的取扱いその他

の男女共同参画社会の形成を 阻害する 要因によ っ て人

権が侵害さ れた場合における 被害者の救済を 図る ため

に必要な措置を講じ なければなら ない。   

（ 調査研究）   

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同参

画社会の形成に及ぼす影響に関する 調査研究その他の

男女共同参画社会の形成の促進に関する 施策の策定に

必要な調査研究を推進するよう に努めるも のと する。  

（ 国際的協調のための措置）   

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の

下に促進するため、外国政府又は国際機関と の情報の交

換その他男女共同参画社会の形成に関する 国際的な相

互協力の円滑な推進を 図る ために必要な措置を 講ずる

よう に努めるも のと する。   

（ 地方公共団体及び民間の団体に対する支援）   

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社

会の形成の促進に関する 施策及び民間の団体が男女共

同参画社会の形成の促進に関し て行う 活動を 支援する

ため、情報の提供その他の必要な措置を講ずるよう に努

めるも のと する。  

第三章 男女共同参画会議

（ 設置）   

第二十一条 内閣府に、 男女共同参画会議（ 以下「 会議」

と いう 。） を置く 。  

（ 所掌事務）   

第二十二条 会議は、 次に掲げる事務をつかさ どる。  

一 男女共同参画基本計画に関し 、 第十三条第三項に

規定する事項を処理するこ と 。   

二 前号に掲げるも ののほか、 内閣総理大臣又は関係

各大臣の諮問に応じ 、 男女共同参画社会の形成の促

進に関する 基本的な方針、 基本的な政策及び重要事

項を調査審議するこ と 。   

三 前二号に規定する事項に関し 、 調査審議し 、 必要

がある と 認める と き は、 内閣総理大臣及び関係各大

臣に対し 、 意見を述べるこ と 。   

四 政府が実施する 男女共同参画社会の形成の促進に

関する 施策の実施状況を 監視し 、 及び政府の施策が

男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を 調査し 、 必

要がある と 認める と き は、 内閣総理大臣及び関係各

大臣に対し 、 意見を述べるこ と 。  

（ 組織）   

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内をも っ て

組織する。  

（ 議長）   

第二十四条 議長は、 内閣官房長官をも っ て充てる。  

２  議長は、 会務を総理する。   

（ 議員）   

第二十五条 議員は、 次に掲げる者をも っ て充てる。  

一 内閣官房長官以外の国務大臣のう ちから 、 内閣総

理大臣が指定する者 

二 男女共同参画社会の形成に関し 優れた識見を 有す

る者のう ちから 、 内閣総理大臣が任命する者  

２  前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数

の十分の五未満であっ てはなら ない。   

３  第一項第二号の議員のう ち、男女のいずれか一方の議

員の数は、同号に規定する議員の総数の十分の四未満で

あっ てはなら ない。   

４  第一項第二号の議員は、 非常勤と する。  

（ 議員の任期）   

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、二年と す

る。 ただし 、 補欠の議員の任期は、 前任者の残任期間と

する。   

２  前条第一項第二号の議員は、再任さ れるこ と ができ る。  

（ 資料提出の要求等）   

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要

があると 認めると き は、関係行政機関の長に対し 、監視

又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、

説明その他必要な協力を求めるこ と ができ る。   

２  会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があ

ると 認めると き は、前項に規定する者以外の者に対し て

も 、 必要な協力を依頼するこ と ができ る。   

（ 政令への委任）   

第二十八条 こ の章に定めるも ののほか、会議の組織及び

議員その他の職員その他会議に関し 必要な事項は、政令

で定める。   

附 則 抄

（ 施行期日）  

第一条 こ の法律は、 公布の日から 施行する。  
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（ 男女共同参画審議会設置法の廃止）  

第二条 男女共同参画審議会設置法（ 平成九年法律第七号）

は、 廃止する。  

（ 経過措置）  

第三条 前条の規定によ る 廃止前の男女共同参画審議会

設置法（ 以下「 旧審議会設置法」 と いう 。） 第一条の規

定により 置かれた男女共同参画審議会は、第二十一条第

一項の規定により 置かれた審議会と なり 、同一性をも っ

て存続するも のと する。   

２  こ の法律の施行の際現に旧審議会設置法第四条第一

項の規定によ り 任命さ れた男女共同参画審議会の委員

である者は、こ の法律の施行の日に、第二十三条第一項

の規定により 、審議会の委員と し て任命さ れたも のと み

なす。こ の場合において、その任命さ れたも のと みなさ

れる者の任期は、同条第二項の規定にかかわら ず、同日

における 旧審議会設置法第四条第二項の規定によ り 任

命さ れた男女共同参画審議会の委員と し ての任期の残

任期間と 同一の期間と する。   

３  こ の法律の施行の際現に旧審議会設置法第五条第一

項の規定によ り 定めら れた男女共同参画審議会の会長

である 者又は同条第三項の規定によ り 指名さ れた委員

である者は、 それぞれ、 こ の法律の施行の日に、 第二十

四条第一項の規定により 審議会の会長と し て定めら れ、

又は同条第三項の規定によ り 審議会の会長の職務を 代

理する委員と し て指名さ れたも のと みなす。   

附 則 

（ 平成一一年七月一六日法律第一〇二号） 抄 

（ 施行期日）  

第一条 こ の法律は、内閣法の一部を改正する法律（ 平成

十一年法律第八十八号） の施行の日から 施行する。ただ

し 、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から

施行する。  

一 略 

二 附則第十条第一項及び第五項、 第十四条第三項、

第二十三条、 第二十八条並びに第三十条の規定 公

布の日 

（ 委員等の任期に関する経過措置）  

第二十八条 こ の法律の施行の日の前日において次に掲

げる従前の審議会その他の機関の会長、委員その他の職

員である者（ 任期の定めのない者を除く 。） の任期は、

当該会長、委員その他の職員の任期を定めたそれぞれの

法律の規定にかかわら ず、 その日に満了する。  

一から 十まで 略 

十一 男女共同参画審議会 

（ 別に定める経過措置）  

第三十条 第二条から 前条までに規定するも ののほか、こ

の法律の施行に伴い必要と なる経過措置は、別に法律で

定める。  

附 則  

（ 平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄 

（ 施行期日）  

第一条 こ の法律（ 第二条及び第三条を 除く 。） は、 平成

十三年一月六日から 施行する。ただし 、次の各号に掲げ

る規定は、 当該各号に定める日から 施行する。  

一 第九百九十五条（ 核原料物質、 核燃料物質及び原

子炉の規制に関する法律の一部を 改正する法律附則

の改正規定に係る 部分に限る 。）、 第千三百五条、 第

千三百六条、 第千三百二十四条第二項、 第千三百二

十六条第二項及び第千三百四十四条の規定 公布の

日 
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配偶者から の暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 

（ 平成十三年四月十三日法律第三十一号）  

最終改正： 令和元年六月二六日法律第四六号 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と 法の下の

平等がう たわれ、人権の擁護と 男女平等の実現に向けた取

組が行われている。  

と こ ろ が、配偶者から の暴力は、犯罪と なる行為をも 含

む重大な人権侵害であるにも かかわら ず、被害者の救済が

必ずし も 十分に行われてこ なかっ た。また、配偶者から の

暴力の被害者は、多く の場合女性であり 、経済的自立が困

難である女性に対し て配偶者が暴力を加えるこ と は、個人

の尊厳を害し 、 男女平等の実現の妨げと なっ ている。  

こ のよう な状況を改善し 、人権の擁護と 男女平等の実現

を図るためには、配偶者から の暴力を防止し 、被害者を保

護するための施策を講ずるこ と が必要である。こ のこ と は、

女性に対する 暴力を 根絶し よう と 努めている 国際社会に

おける取組にも 沿う も のである。  

こ こ に、 配偶者から の暴力に係る通報、 相談、 保護、 自

立支援等の体制を整備するこ と により 、配偶者から の暴力

の防止及び被害者の保護を図るため、こ の法律を制定する。 

第一章 総則

（ 定義）   

第一条 こ の法律において「 配偶者から の暴力」 と は、 配

偶者から の身体に対する暴力（ 身体に対する不法な攻撃

であっ て生命又は身体に危害を及ぼすも のをいう 。以下

同じ ）又はこ れに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動

（ 以下こ の項及び第二十八条の二において「 身体に対す

る暴力等」 と 総称する。） をいい、 配偶者から の身体に

対する暴力等を受けた後に、その者が離婚をし 、又はそ

の婚姻が取り 消さ れた場合にあっ ては、当該配偶者であ

っ た者から 引き 続き 受ける 身体に対する 暴力等を 含む

も のと する。   

２  こ の法律において「 被害者」 と は、 配偶者から の暴力

を受けた者をいう 。   

３  こ の法律にいう 「 配偶者」 には、 婚姻の届出をし てい

ないが事実上婚姻関係と 同様の事情にある 者を 含み、

「 離婚」 には、婚姻の届出をし ていないが事実上婚姻関

係と 同様の事情にあっ た者が、事実上離婚し たと 同様の

事情に入るこ と を含むも のと する。  

（ 国及び地方公共団体の責務）   

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者から の暴力を防止

すると と も に、被害者の自立を支援するこ と を含め、そ

の適切な保護を図る責務を有する。  

第一章の二 基本方針及び

都道府県基本計画等

（ 基本方針）   

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及

び厚生労働大臣（ 以下こ の条及び次条第五項において

「 主務大臣」 と いう 。） は、 配偶者から の暴力の防止及

び被害者の保護のための施策に関する基本的な方針（ 以

下こ の条並びに次条第一項及び第三項において「 基本方

針」 と いう 。） を定めなければなら ない。   

２  基本方針においては、次に掲げる事項につき 、次条第

一項の都道府県基本計画及び同条第三項の市町村基本

計画の指針と なるべきも のを定めるも のと する。  

一 配偶者から の暴力の防止及び被害者の保護に関す

る基本的な事項 

二 配偶者から の暴力の防止及び被害者の保護のため

の施策の内容に関する事項 

三 その他配偶者から の暴力の防止及び被害者の保護

のための施策の実施に関する重要事項  

３  主務大臣は、基本方針を定め、又はこ れを変更し よう

と すると き は、あら かじ め、関係行政機関の長に協議し

なければなら ない。   

４  主務大臣は、基本方針を定め、又はこ れを変更し たと

き は、 遅滞なく 、 こ れを公表し なければなら ない。  

（ 都道府県基本計画等）   

第二条の三 都道府県は、基本方針に即し て、当該都道府

県における 配偶者から の暴力の防止及び被害者の保護

のための施策の実施に関する基本的な計画（ 以下こ の条

において「 都道府県基本計画」 と いう 。） を定めなけれ

ばなら ない。  

２  都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定め

るも のと する。  

一 配偶者から の暴力の防止及び被害者の保護に関す

る基本的な方針 

二 配偶者から の暴力の防止及び被害者の保護のため

の施策の実施内容に関する事項 

三 その他配偶者から の暴力の防止及び被害者の保護

のための施策の実施に関する重要事項  

３  市町村（ 特別区を含む。 以下同じ 。） は、 基本方針に
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即し 、 かつ、 都道府県基本計画を勘案し て、 当該市町村

における 配偶者から の暴力の防止及び被害者の保護の

ための施策の実施に関する基本的な計画（ 以下こ の条に

おいて「 市町村基本計画」 と いう 。） を定めるよう 努め

なければなら ない。   

４  都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村

基本計画を定め、 又は変更し たと き は、 遅滞なく 、 こ れ

を公表し なければなら ない。   

５  主務大臣は、都道府県又は市町村に対し 、都道府県基

本計画又は市町村基本計画の作成のために必要な助言

その他の援助を行う よう 努めなければなら ない。  

第二章 配偶者暴力相談支援センタ ー等

（ 配偶者暴力相談支援センタ ー）   

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所

その他の適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力

相談支援セン タ ーと し ての機能を 果たすよ う にする も

のと する。   

２  市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、

当該各施設が配偶者暴力相談支援セン タ ーと し ての機

能を果たすよう にするよう 努めるも のと する。   

３  配偶者暴力相談支援センタ ーは、配偶者から の暴力の

防止及び被害者の保護のため、次に掲げる業務を行う も

のと する。  

一 被害者に関する 各般の問題について、 相談に応ず

る こ と 又は婦人相談員若し く は相談を 行う 機関を 紹

介するこ と 。   

二 被害者の心身の健康を 回復さ せるため、 医学的又

は心理学的な指導その他の必要な指導を行う こ と 。  

三 被害者（ 被害者がその家族を同伴する 場合にあっ

ては、被害者及びその同伴する家族。次号、第六号、

第五条、 第八条の三及び第九条において同じ 。） の緊

急時における安全の確保及び一時保護を行う こ と 。   

四 被害者が自立し て生活する こ と を促進する ため、

就業の促進、 住宅の確保、 援護等に関する制度の利

用等について、 情報の提供、 助言、 関係機関と の連

絡調整その他の援助を行う こ と 。  

五 第四章に定める 保護命令の制度の利用について、

情報の提供、 助言、 関係機関への連絡その他の援助

を行う こ と 。  

六 被害者を 居住さ せ保護する 施設の利用について、

情報の提供、 助言、 関係機関と の連絡調整その他の

援助を行う こ と 。  

４  前項第三号の一時保護は、 婦人相談所が、 自ら 行い、

又は厚生労働大臣が定める 基準を 満たす者に委託し て

行う も のと する。  

５  配偶者暴力相談支援センタ ーは、その業務を行う に当

たっ ては、必要に応じ 、配偶者から の暴力の防止及び被

害者の保護を 図る ための活動を 行う 民間の団体と の連

携に努めるも のと する。  

（ 婦人相談員による相談等）   

第四条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ 、必要な指導

を行う こ と ができ る。  

（ 婦人保護施設における保護）   

第五条 都道府県は、婦人保護施設において被害者の保護

を行う こ と ができ る。  

第三章 被害者の保護

（ 配偶者から の暴力の発見者による通報等）   

第六条 配偶者から の暴力（ 配偶者又は配偶者であっ た者

から の身体に対する暴力に限る。以下こ の章において同

じ 。） を受けている者を発見し た者は、 その旨を 配偶者

暴力相談支援セン タ ー又は警察官に通報する よ う 努め

なければなら ない。  

２  医師その他の医療関係者は、その業務を行う に当たり 、

配偶者から の暴力によ っ て負傷し 又は疾病にかかっ た

と 認めら れる者を発見し たと き は、その旨を配偶者暴力

相談支援センタ ー又は警察官に通報するこ と ができ る。

こ の場合において、その者の意思を尊重するよう 努める

も のと する。  

３  刑法（ 明治四十年法律第四十五号） の秘密漏示罪の規

定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前二項の規

定によ り 通報する こ と を 妨げる も のと 解釈し てはなら

ない。   

４  医師その他の医療関係者は、その業務を行う に当たり 、

配偶者から の暴力によ っ て負傷し 又は疾病にかかっ た

と 認めら れる者を発見し たと き は、その者に対し 、配偶

者暴力相談支援センタ ー等の利用について、その有する

情報を提供するよう 努めなければなら ない。   

（ 配偶者暴力相談支援セン タ ーによ る 保護についての説

明等）   

第七条 配偶者暴力相談支援センタ ーは、被害者に関する

通報又は相談を受けた場合には、必要に応じ 、被害者に

対し 、第三条第三項の規定により 配偶者暴力相談支援セ

ン タ ーが行う 業務の内容について説明及び助言を 行う

と と も に、必要な保護を受けるこ と を勧奨するも のと す

る。  

（ 警察官による被害の防止）  
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第八条 警察官は、通報等により 配偶者から の暴力が行わ

れていると 認めると き は、警察法（ 昭和二十九年法律第

百六十二号）、 警察官職務執行法（ 昭和二十三年法律第

百三十六号） その他の法令の定めると こ ろ により 、暴力

の制止、被害者の保護その他の配偶者から の暴力による

被害の発生を 防止する ために必要な措置を 講ずる よ う

努めなければなら ない。  

（ 警察本部長等の援助）   

第八条の二 警視総監若し く は道府県警察本部長（ 道警察

本部の所在地を包括する方面を除く 方面については、方

面本部長。 第十五条第三項において同じ 。） 又は警察署

長は、配偶者から の暴力を受けている者から 、配偶者か

ら の暴力によ る 被害を 自ら 防止する ための援助を 受け

たい旨の申出があり 、 その申出を相当と 認める と きは、

当該配偶者から の暴力を受けている者に対し 、国家公安

委員会規則で定めると こ ろにより 、当該被害を自ら 防止

する ための措置の教示その他配偶者から の暴力によ る

被害の発生を 防止する ために必要な援助を 行う も のと

する。  

（ 福祉事務所による自立支援）   

第八条の三 社会福祉法（ 昭和二十六年法律第四十五号）

に定める福祉に関する事務所（ 次条において「 福祉事務

所」 と いう 。） は、 生活保護法（ 昭和二十五年法律第百

四十四号）、 児童福祉法（ 昭和二十二年法律第百六十四

号）、 母子及び父子並びに寡婦福祉法（ 昭和三十九年法

律第百二十九号） その他の法令の定める と こ ろ により 、

被害者の自立を 支援する ために必要な措置を 講ずる よ

う 努めなければなら ない。  

（ 被害者の保護のための関係機関の連携協力）   

第九条 配偶者暴力相談支援センタ ー、都道府県警察、福

祉事務所、児童相談所その他の都道府県又は市町村の関

係機関その他の関係機関は、被害者の保護を行う に当た

っ ては、その適切な保護が行われるよう 、相互に連携を

図り ながら 協力するよう 努めるも のと する。  

（ 苦情の適切かつ迅速な処理）   

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保護に係る職員

の職務の執行に関し て被害者から 苦情の申出を 受けた

と きは、適切かつ迅速にこ れを処理するよう 努めるも の

と する。  

第四章 保護命令

（ 保護命令）  

第十条 被害者（ 配偶者から の身体に対する暴力又は生命

等に対する脅迫（ 被害者の生命又は身体に対し 害を加え

る旨を告知し てする脅迫をいう 。以下こ の章において同

じ 。）を受けた者に限る。以下こ の章において同じ 。）が、

配偶者から の身体に対する 暴力を 受けた者である 場合

にあっ ては配偶者から の更なる身体に対する暴力（ 配偶

者から の身体に対する暴力を受けた後に、被害者が離婚

をし 、又はその婚姻が取り 消さ れた場合にあっ ては、当

該配偶者であっ た者から 引き 続き 受ける 身体に対する

暴力。 第十二条第一項第二号において同じ 。） により 、

配偶者から の生命等に対する脅迫を 受けた者である 場

合にあっ ては配偶者から 受ける身体に対する暴力（ 配偶

者から の生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離

婚をし 、 又はその婚姻が取り 消さ れた場合にあっ ては、

当該配偶者であっ た者から 引き 続き 受ける 身体に対す

る暴力。 同号において同じ 。） により 、 その生命又は身

体に重大な危害を受けるおそれが大き いと きは、裁判所

は、被害者の申立てにより 、その生命又は身体に危害が

加えら れるこ と を防止するため、当該配偶者（ 配偶者か

ら の身体に対する 暴力又は生命等に対する 脅迫を 受け

た後に、被害者が離婚をし 、又はその婚姻が取り 消さ れ

た場合にあっ ては、当該配偶者であっ た者。以下こ の条、

同項第三号及び第四号並びに第十八条第一項において

同じ 。） に対し 、 次の各号に掲げる事項を 命ずる も のと

する。 ただし 、 第二号に掲げる事項については、 申立て

の時において被害者及び当該配偶者が生活の本拠を 共

にする場合に限る。  

一 命令の効力が生じ た日から 起算し て六月間、 被害

者の住居（ 当該配偶者と 共に生活の本拠と し ている

住居を除く 。 以下こ の号において同じ 。） その他の場

所において被害者の身辺につき まと い、 又は被害者

の住居、 勤務先その他その通常所在する 場所の付近

をはいかいし てはなら ないこ と 。  

二 命令の効力が生じ た日から 起算し て二月間、 被害

者と 共に生活の本拠と し ている住居から 退去する こ

と 及び当該住居の付近を はいかいし てはなら ないこ

と 。  

２  前項本文に規定する場合において、同項第一号の規定

による命令を発する裁判所又は発し た裁判所は、被害者

の申立てにより 、その生命又は身体に危害が加えら れる

こ と を防止するため、当該配偶者に対し 、命令の効力が

生じ た日以後、同号の規定による命令の効力が生じ た日

から 起算し て六月を経過する日までの間、被害者に対し

て次の各号に掲げる いずれの行為も し てはなら ないこ

と を命ずるも のと する。  

一 面会を要求するこ と 。   

二 その行動を 監視し ている と 思わせるよ う な事項を
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告げ、 又はその知り 得る状態に置く こ と 。   

三 著し く 粗野又は乱暴な言動をするこ と 。   

四 電話を かけて何も 告げず、 又は緊急やむを 得ない

場合を 除き 、 連続し て、 電話をかけ、 フ ァ ク シミ リ

装置を 用いて送信し 、 若し く は電子メ ールを 送信す

るこ と 。  

五 緊急やむを 得ない場合を 除き 、 午後十時から 午前

六時までの間に、 電話を かけ、 フ ァ ク シミ リ 装置を

用いて送信し 、 又は電子メ ールを送信するこ と 。   

六 汚物、 動物の死体その他の著し く 不快又は嫌悪の

情を催さ せる よ う な物を 送付し 、 又はその知り 得る

状態に置く こ と 。  

七 その名誉を 害する事項を 告げ、 又はその知り 得る

状態に置く こ と 。   

八 その性的羞恥心を害する 事項を 告げ、 若し く はそ

の知り 得る 状態に置き 、 又はその性的羞恥心を害す

る 文書、 図画その他の物を 送付し 、 若し く はその知

り 得る状態に置く こ と 。  

３  第一項本文に規定する場合において、被害者がその成

年に達し ない子（ 以下こ の項及び次項並びに第十二条第

一項第三号において単に「 子」 と いう 。） と 同居し てい

ると き であっ て、配偶者が幼年の子を連れ戻すと 疑う に

足り る 言動を 行っ ている こ と その他の事情がある こ と

から 被害者がその同居し ている 子に関し て配偶者と 面

会する こ と を 余儀なく さ れる こ と を 防止する ため必要

があると 認めると きは、第一項第一号の規定による命令

を発する裁判所又は発し た裁判所は、被害者の申立てに

より 、その生命又は身体に危害が加えら れるこ と を防止

するため、当該配偶者に対し 、命令の効力が生じ た日以

後、同号の規定による命令の効力が生じ た日から 起算し

て六月を経過する日までの間、当該子の住居（ 当該配偶

者と 共に生活の本拠と し ている住居を除く 。以下こ の項

において同じ 。）、就学する学校その他の場所において当

該子の身辺につき まと い、又は当該子の住居、就学する

学校その他その通常所在する 場所の付近を はいかいし

てはなら ないこ と を命ずるも のと する。ただし 、当該子

が十五歳以上であると き は、その同意がある場合に限る。 

４  第一項本文に規定する場合において、配偶者が被害者

の親族その他被害者と 社会生活において密接な関係を

有する者（ 被害者と 同居し ている子及び配偶者と 同居し

ている者を除く 。以下こ の項及び次項並びに第十二条第

一項第四号において「 親族等」 と いう 。） の住居に押し

掛けて著し く 粗野又は乱暴な言動を 行っ ている こ と そ

の他の事情がある こ と から 被害者がその親族等に関し

て配偶者と 面会する こ と を 余儀なく さ れる こ と を 防止

するため必要があると 認めると き は、第一項第一号の規

定による命令を発する裁判所又は発し た裁判所は、被害

者の申立てにより 、その生命又は身体に危害が加えら れ

るこ と を防止するため、当該配偶者に対し 、命令の効力

が生じ た日以後、同号の規定による命令の効力が生じ た

日から 起算し て六月を経過する日までの間、当該親族等

の住居（ 当該配偶者と 共に生活の本拠と し ている住居を

除く 。 以下こ の項において同じ 。） その他の場所におい

て当該親族等の身辺につき まと い、又は当該親族等の住

居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいか

いし てはなら ないこ と を命ずるも のと する。  

５  前項の申立ては、当該親族等（ 被害者の十五歳未満の

子を除く 。 以下こ の項において同じ 。） の同意（ 当該親

族等が十五歳未満の者又は成年被後見人である 場合に

あっ ては、 その法定代理人の同意） がある場合に限り 、

するこ と ができ る。  

（ 管轄裁判所）   

第十一条 前条第一項の規定によ る 命令の申立てに係る

事件は、相手方の住所（ 日本国内に住所がないと き 又は

住所が知れないと き は居所）の所在地を管轄する地方裁

判所の管轄に属する。   

２  前条第一項の規定による命令の申立ては、次の各号に

掲げる地を管轄する地方裁判所にも するこ と ができ る。 

一 申立人の住所又は居所の所在地  

二 当該申立てに係る 配偶者から の身体に対する 暴力

又は生命等に対する脅迫が行われた地 

（ 保護命令の申立て）   

第十二条 第十条第一項から 第四項までの規定によ る 命

令（ 以下「 保護命令」 と いう 。） の申立ては、 次に掲げ

る事項を記載し た書面でし なければなら ない。  

一 配偶者から の身体に対する 暴力又は生命等に対す

る脅迫を受けた状況  

二 配偶者から の更なる 身体に対する 暴力又は配偶者

から の生命等に対する 脅迫を 受けた後の配偶者から

受ける 身体に対する暴力によ り 、 生命又は身体に重

大な危害を 受ける おそれが大き いと 認めるに足り る

申立ての時における事情 

三 第十条第三項の規定によ る 命令の申立てを する 場

合にあっ ては、 被害者が当該同居し ている子に関し

て配偶者と 面会するこ と を 余儀なく さ れるこ と を 防

止する ため当該命令を 発する 必要がある と 認める に

足り る申立ての時における事情  

四 第十条第四項の規定によ る 命令の申立てを する 場

合にあっ ては、 被害者が当該親族等に関し て配偶者

と 面会する こ と を 余儀なく さ れる こ と を 防止する た

め当該命令を 発する必要があると 認める に足り る 申

立ての時における事情 
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五 配偶者暴力相談支援セン タ ーの職員又は警察職員

に対し 、 前各号に掲げる 事項について相談し 、 又は

援助若し く は保護を求めた事実の有無及びその事実

があると き は、 次に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援セン タ ー又は当該警察

職員の所属官署の名称 

ロ 相談し 、 又は援助若し く は保護を 求めた日時及

び場所 

ハ 相談又は求めた援助若し く は保護の内容

ニ 相談又は申立人の求めに対し て執ら れた措置の

内容 

２  前項の書面（ 以下「 申立書」 と いう 。） に同項第五号

イ から ニまでに掲げる事項の記載がない場合には、申立

書には、同項第一号から 第四号までに掲げる事項につい

ての申立人の供述を記載し た書面で公証人法（ 明治四十

一年法律第五十三号）第五十八条ノ 二第一項の認証を受

けたも のを添付し なければなら ない。  

（ 迅速な裁判）   

第十三条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事件につい

ては、 速やかに裁判をするも のと する。  

（ 保護命令事件の審理の方法）   

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会う こ

と ができ る審尋の期日を経なければ、こ れを発するこ と

ができ ない。ただし 、その期日を経るこ と により 保護命

令の申立ての目的を 達する こ と ができ ない事情がある

と きは、 こ の限り でない。  

２  申立書に第十二条第一項第五号イ から ニまでに掲げ

る事項の記載がある場合には、裁判所は、当該配偶者暴

力相談支援センタ ー又は当該所属官署の長に対し 、申立

人が相談し 又は援助若し く は保護を 求めた際の状況及

びこ れに対し て執ら れた措置の内容を 記載し た書面の

提出を求めるも のと する。こ の場合において、当該配偶

者暴力相談支援センタ ー又は当該所属官署の長は、こ れ

に速やかに応ずるも のと する。  

３  裁判所は、必要があると 認める場合には、前項の配偶

者暴力相談支援セン タ ー若し く は所属官署の長又は申

立人から 相談を受け、若し く は援助若し く は保護を求め

ら れた職員に対し 、同項の規定により 書面の提出を求め

た事項に関し て更に説明を求めるこ と ができ る。  

（ 保護命令の申立てについての決定等）   

第十五条 保護命令の申立てについての決定には、理由を

付さ なければなら ない。ただし 、口頭弁論を経ないで決

定をする場合には、 理由の要旨を示せば足り る。  

２  保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方

が出頭し た口頭弁論若し く は審尋の期日における 言渡

し によっ て、 その効力を生ずる。  

３  保護命令を発し たと き は、裁判所書記官は、速やかに

その旨及びその内容を 申立人の住所又は居所を 管轄す

る 警視総監又は道府県警察本部長に通知する も のと す

る。  

４  保護命令を発し た場合において、申立人が配偶者暴力

相談支援センタ ーの職員に対し 相談し 、又は援助若し く

は保護を求めた事実があり 、かつ、申立書に当該事実に

係る 第十二条第一項第五号イ から ニまでに掲げる 事項

の記載があると き は、 裁判所書記官は、 速やかに、 保護

命令を発し た旨及びその内容を、当該申立書に名称が記

載さ れた配偶者暴力相談支援センタ ー（ 当該申立書に名

称が記載さ れた配偶者暴力相談支援セン タ ーが二以上

ある場合にあっ ては、 申立人がその職員に対し 相談し 、

又は援助若し く は保護を 求めた日時が最も 遅い配偶者

暴力相談支援センタ ー） の長に通知するも のと する。  

５  保護命令は、 執行力を有し ない。  

（ 即時抗告）   

第十六条 保護命令の申立てについての裁判に対し ては、

即時抗告をするこ と ができ る。  

２  前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさ な

い。  

３  即時抗告があっ た場合において、保護命令の取消し の

原因と なる こ と が明ら かな事情がある こ と につき 疎明

があっ たと きに限り 、 抗告裁判所は、 申立てにより 、 即

時抗告についての裁判が効力を生ずるまでの間、保護命

令の効力の停止を命ずるこ と ができる。事件の記録が原

裁判所に存する間は、原裁判所も 、こ の処分を命ずるこ

と ができ る。  

４  前項の規定によ り 第十条第一項第一号の規定によ る

命令の効力の停止を命ずる場合において、同条第二項か

ら 第四項までの規定によ る 命令が発せら れている と き

は、裁判所は、当該命令の効力の停止をも 命じ なければ

なら ない。  

５  前二項の規定による裁判に対し ては、不服を申し 立て

るこ と ができない。  

６  抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定によ る 命令

を取り 消す場合において、同条第二項から 第四項までの

規定による命令が発せら れていると き は、抗告裁判所は、

当該命令をも 取り 消さ なければなら ない。  

７  前条第四項の規定によ る 通知がさ れている 保護命令

について、第三項若し く は第四項の規定により その効力

の停止を 命じ たと き 又は抗告裁判所がこ れを 取り 消し

たと きは、 裁判所書記官は、 速やかに、 その旨及びその

内容を 当該通知を し た配偶者暴力相談支援セン タ ーの
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長に通知するも のと する。  

８  前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合並びに

抗告裁判所が保護命令を 取り 消し た場合について準用

する。  

（ 保護命令の取消し ）   

第十七条 保護命令を発し た裁判所は、当該保護命令の申

立てをし た者の申立てがあっ た場合には、当該保護命令

を取り 消さ なければなら ない。第十条第一項第一号又は

第二項から 第四項までの規定によ る 命令にあっ ては同

号の規定によ る 命令が効力を 生じ た日から 起算し て三

月を経過し た後において、同条第一項第二号の規定によ

る 命令にあっ ては当該命令が効力を 生じ た日から 起算

し て二週間を経過し た後において、こ れら の命令を受け

た者が申し 立て、当該裁判所がこ れら の命令の申立てを

し た者に異議がないこ と を確認し たと き も 、同様と する。 

２  前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の規定によ

る 命令を 発し た裁判所が前項の規定によ り 当該命令を

取り 消す場合について準用する。  

３  第十五条第三項及び前条第七項の規定は、前二項の場

合について準用する。  

（ 第十条第一項第二号の規定による命令の再度の申立て）  

第十八条 第十条第一項第二号の規定によ る 命令が発せ

ら れた後に当該発せら れた命令の申立ての理由と なっ

た身体に対する 暴力又は生命等に対する 脅迫と 同一の

事実を 理由と する 同号の規定によ る 命令の再度の申立

てがあっ たと き は、裁判所は、配偶者と 共に生活の本拠

と し ている 住居から 転居し よ う と する 被害者がその責

めに帰する こ と のでき ない事由によ り 当該発せら れた

命令の効力が生ずる 日から 起算し て二月を 経過する 日

までに当該住居から の転居を 完了する こ と ができ ない

こ と その他の同号の規定によ る 命令を 再度発する 必要

があると 認めるべき事情があると きに限り 、当該命令を

発するも のと する。ただし 、当該命令を発するこ と によ

り 当該配偶者の生活に特に著し い支障を 生ずる と 認め

ると き は、 当該命令を発し ないこ と ができる。  

２  前項の申立てを する 場合における 第十二条の規定の

適用については、同条第一項各号列記以外の部分中「 次

に掲げる事項」 と あるのは「 第一号、 第二号及び第五号

に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」 と 、同

項第五号中「 前各号に掲げる事項」 と あるのは「 第一号

及び第二号に掲げる 事項並びに第十八条第一項本文の

事情」 と 、 同条第二項中「 同項第一号から 第四号までに

掲げる事項」 と あるのは「 同項第一号及び第二号に掲げ

る事項並びに第十八条第一項本文の事情」 と する。  

（ 事件の記録の閲覧等）   

第十九条 保護命令に関する手続について、当事者は、裁

判所書記官に対し 、事件の記録の閲覧若し く は謄写、そ

の正本、謄本若し く は抄本の交付又は事件に関する事項

の証明書の交付を請求するこ と ができ る。ただし 、相手

方にあっ ては、保護命令の申立てに関し 口頭弁論若し く

は相手方を呼び出す審尋の期日の指定があり 、又は相手

方に対する保護命令の送達があるまでの間は、こ の限り

でない。  

（ 法務事務官による宣誓認証）   

第二十条 法務局若し く は地方法務局又はその支局の管

轄区域内に公証人がいない場合又は公証人がその職務

を行う こ と ができ ない場合には、法務大臣は、当該法務

局若し く は地方法務局又はその支局に勤務する 法務事

務官に第十二条第二項（ 第十八条第二項の規定により 読

み替えて適用する 場合を含む。） の認証を 行わせるこ と

ができる。  

（ 民事訴訟法の準用）   

第二十一条 こ の法律に特別の定めがある場合を除き 、保

護命令に関する手続に関し ては、その性質に反し ない限

り 、 民事訴訟法（ 平成八年法律第百九号） の規定を準用

する。  

（ 最高裁判所規則）   

第二十二条 こ の法律に定めるも ののほか、保護命令に関

する手続に関し 必要な事項は、最高裁判所規則で定める。 

第五章 雑則

（ 職務関係者による配慮等）   

第二十三条 配偶者から の暴力に係る被害者の保護、捜査、

裁判等に職務上関係のある者（ 次項において「 職務関係

者」 と いう 。） は、 その職務を行う に当たり 、 被害者の

心身の状況、その置かれている環境等を踏まえ、被害者

の国籍、障害の有無等を問わずその人権を尊重すると と

も に、その安全の確保及び秘密の保持に十分な配慮をし

なければなら ない。  

２  国及び地方公共団体は、職務関係者に対し 、被害者の

人権、配偶者から の暴力の特性等に関する理解を深める

ために必要な研修及び啓発を行う も のと する。  

（ 教育及び啓発）   

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者から の暴力の

防止に関する 国民の理解を 深める ための教育及び啓発

に努めるも のと する。  
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（ 調査研究の推進等）   

第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者から の暴力の

防止及び被害者の保護に資するため、加害者の更生のた

めの指導の方法、被害者の心身の健康を回復さ せるため

の方法等に関する 調査研究の推進並びに被害者の保護

に係る人材の養成及び資質の向上に努めるも のと する。 

（ 民間の団体に対する援助）   

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者から の暴力の

防止及び被害者の保護を 図る ための活動を 行う 民間の

団体に対し 、 必要な援助を行う よう 努めるも のと する 。 

（ 都道府県及び市の支弁）   

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁し

なければなら ない。   

一 第三条第三項の規定に基づき 同項に掲げる 業務を

行う 婦人相談所の運営に要する費用（ 次号に掲げる

費用を除く 。）  

二 第三条第三項第三号の規定に基づき 婦人相談所が

行う 一時保護（ 同条第四項に規定する 厚生労働大臣

が定める 基準を 満た す者に委託し て 行う 場合を 含

む。） に要する費用 

三 第四条の規定に基づき 都道府県知事の委嘱する 婦

人相談員が行う 業務に要する費用 

四 第五条の規定に基づき 都道府県が行う 保護（ 市町

村、 社会福祉法人その他適当と 認める 者に委託し て

行う 場合を含む。） 及びこ れに伴い必要な事務に要す

る費用  

２  市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相

談員が行う 業務に要する 費用を 支弁し なければなら な

い。  

（ 国の負担及び補助）   

第二十八条 国は、政令の定めると こ ろ により 、都道府県

が前条第一項の規定により 支弁し た費用のう ち、同項第

一号及び第二号に掲げるも のについては、その十分の五

を負担するも のと する。  

２  国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用

の十分の五以内を補助するこ と ができ る。  

一 都道府県が前条第一項の規定により 支弁し た費用

のう ち、 同項第三号及び第四号に掲げるも の 

二 市が前条第二項の規定により 支弁し た費用 

第五章の二 補則

（ こ の法律の準用）  

第二十八条の二 第二条及び第一章の二から 前章までの

規定は、生活の本拠を共にする交際（ 婚姻関係における

共同生活に類する共同生活を 営んでいないも のを 除く 。）

をする関係にある相手から の暴力（ 当該関係にある相手

から の身体に対する暴力等をいい、当該関係にある相手

から の身体に対する暴力等を受けた後に、その者が当該

関係を解消し た場合にあっ ては、当該関係にあっ た者か

ら 引き続き 受ける 身体に対する暴力等を含む。） 及び当

該暴力を受けた者について準用する。こ の場合において、

こ れら の規定中「 配偶者から の暴力」 と あるのは「 第二

十八条の二に規定する関係にある相手から の暴力」と 読

み替えるほか、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読

み替えるも のと する。  

第二条 被害者 被害者（ 第二十八条の二に規定する関係

にある相手から の暴力を受けた者をいう 。 以下同じ 。）  

第六条第一項 配偶者又は配偶者であっ た者 同条に規定

する 関係にある 相手又は同条に規定する 関係にある 相

手であっ た者  

第十条第一項から 第四項まで、第十一条第二項第二号、第

十二条第一項第一号から 第四号まで及び第十八条第一

項 配偶者 第二十八条の二に規定する関係にある相手 

第十条第一項 離婚をし 、又はその婚姻が取り 消さ れた場

合 第二十八条の二に規定する関係を解消し た場合 

第六章 罰則

第二十九条 保護命令（ 前条において読み替えて準用する

第十条第一項から 第四項までの規定によるも のを含む。

次条において同じ 。） に違反し た者は、 一年以下の懲役

又は百万円以下の罰金に処する。  

第三十条 第十二条第一項（ 第十八条第二項の規定により

読み替えて適用する場合を含む。） 又は第二十八条の二

において読み替えて準用する第十二条第一項（ 第二十八

条の二において準用する 第十八条第二項の規定によ り

読み替えて適用する場合を含む。） の規定により 記載す

べき 事項について虚偽の記載のある 申立書によ り 保護

命令の申立てをし た者は、 十万円以下の過料に処する。 

附 則 抄

（ 施行期日）  

第一条 こ の法律は、公布の日から 起算し て六月を経過し

た日から 施行する。 ただし 、 第二章、 第六条（ 配偶者暴

力相談支援センタ ーに係る部分に限る 。）、第七条、第九

条（ 配偶者暴力相談支援セン タ ーに係る部分に限る。）、
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第二十七条及び第二十八条の規定は、平成十四年四月一

日から 施行する。  

（ 経過措置）  

第二条 平成十四年三月三十一日までに婦人相談所に対

し 被害者が配偶者から の身体に対する 暴力に関し て相

談し 、又は援助若し く は保護を求めた場合における当該

被害者から の保護命令の申立てに係る 事件に関する 第

十二条第一項第四号並びに第十四条第二項及び第三項

の規定の適用については、こ れら の規定中「 配偶者暴力

相談支援センタ ー」 と あるのは、「 婦人相談所」 と する。  

（ 検討）   

第三条 こ の法律の規定については、こ の法律の施行後三

年を目途と し て、こ の法律の施行状況等を勘案し 、検討

が加えら れ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜら れ

るも のと する。  

附 則 

（ 平成一六年六月二日法律第六四号）  

（ 施行期日）  

第一条 こ の法律は、公布の日から 起算し て六月を経過し

た日から 施行する。  

（ 経過措置）  

第二条 こ の法律の施行前にし たこ の法律によ る改正前

の配偶者から の暴力の防止及び被害者の保護に関する

法律（ 次項において「 旧法」 と いう 。） 第十条の規定に

よ る 命令の申立てに係る 同条の規定によ る 命令に関す

る事件については、 なお従前の例による。  

２  旧法第十条第二号の規定によ る 命令が発せら れた後

に当該命令の申立ての理由と なっ た身体に対する 不法

な攻撃であっ て生命又は身体に危害を 及ぼすも のと 同

一の事実を 理由と する こ の法律によ る 改正後の配偶者

から の暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（ 以下

「 新法」 と いう 。） 第十条第一項第二号の規定による命

令の申立て（ こ の法律の施行後最初にさ れる も のに限

る。） があっ た場合における新法第十八条第一項の規定

の適用については、 同項中「 二月」 と あるのは、「 二週

間」 と する。  

（ 検討）  

第三条 新法の規定については、こ の法律の施行後三年を

目途と し て、新法の施行状況等を勘案し 、検討が加えら

れ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜら れるも のと

する。  

附 則 

（ 平成一九年七月一一日法律第一一三号） 抄 

（ 施行期日）  

第一条 こ の法律は、公布の日から 起算し て六月を経過し

た日から 施行する。  

（ 経過措置）  

第二条 こ の法律の施行前にし たこ の法律によ る改正前

の配偶者から の暴力の防止及び被害者の保護に関する

法律第十条の規定によ る 命令の申立てに係る 同条の規

定による命令に関する事件については、なお従前の例に

よる。  

附 則 

（ 平成二五年七月三日法律第七二号） 抄 

（ 施行期日）  

１  こ の法律は、公布の日から 起算し て六月を経過し た日

から 施行する。  

附 則 

（ 平成二六年四月二三日法律第二八号） 抄 

（ 施行期日）  

第一条 こ の法律は、平成二十七年四月一日から 施行する。

ただし 、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から 施行する。  

一 略 

二 第二条並びに附則第三条、 第七条から 第十条まで、

第十二条及び第十五条から 第十八条までの規定 平

成二十六年十月一日 

附 則 

（ 令和元年六月二六日法律第四六号） 抄 

（ 施行期日）  

第一条 こ の法律は、令和二年四月一日から 施行する。た

だし 、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日か

ら 施行する。  

一 附則第四条、 第七条第一項及び第八条の規定 公

布の日 

（ その他の経過措置の政令への委任）  

 第四条 前二条に規定するも ののほか、 こ の法律の施行

に伴い必要な経過措置は、 政令で定める。  
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（ 検討等）  

第八条 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行後

三年を目途に、配偶者から の暴力の防止及び被害者の保

護等に関する 法律第六条第一項及び第二項の通報の対

象と なる 同条第一項に規定する 配偶者から の暴力の形

態並びに同法第十条第一項から 第四項までの規定によ

る 命令の申立てを する こ と ができ る 同条第一項に規定

する被害者の範囲の拡大について検討を加え、その結果

に基づいて必要な措置を講ずるも のと する。  

２  政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行後三年

を目途に、配偶者から の暴力の防止及び被害者の保護等

に関する 法律第一条第一項に規定する 配偶者から の暴

力に係る 加害者の地域社会における 更生のための指導

及び支援の在り 方について検討を加え、その結果に基づ

いて必要な措置を講ずるも のと する。  
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女性の職業生活における 活躍の推進に関する法律 

（ 平成二十七年九月四日法律第六十四号）  

最終改正： 令和元年六月五日法律第二四号 

第一章 総則

（ 目的）   

第一条 こ の法律は、近年、自ら の意思によっ て職業生活

を営み、又は営も う と する女性がその個性と 能力を十分

に発揮し て職業生活において活躍するこ と（ 以下「 女性

の職業生活における活躍」 と いう 。） が一層重要と なっ

ているこ と に鑑み、男女共同参画社会基本法（ 平成十一

年法律第七十八号） の基本理念にのっ と り 、女性の職業

生活における活躍の推進について、その基本原則を定め、

並びに国、地方公共団体及び事業主の責務を明ら かにす

ると と も に、基本方針及び事業主の行動計画の策定、女

性の職業生活における 活躍を 推進する ための支援措置

等について定めるこ と により 、女性の職業生活における

活躍を迅速かつ重点的に推進し 、も っ て男女の人権が尊

重さ れ、 かつ、 急速な少子高齢化の進展、 国民の需要の

多様化その他の社会経済情勢の変化に対応でき る 豊か

で活力ある社会を実現するこ と を目的と する。  

（ 基本原則）   

第二条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活

における活躍に係る男女間の格差の実情を踏まえ、自ら

の意思によっ て職業生活を営み、又は営も う と する女性

に対する採用、 教育訓練、 昇進、 職種及び雇用形態の変

更その他の職業生活に関する 機会の積極的な提供及び

その活用を通じ 、かつ、性別による固定的な役割分担等

を 反映し た職場における 慣行が女性の職業生活におけ

る活躍に対し て及ぼす影響に配慮し て、その個性と 能力

が十分に発揮でき るよう にするこ と を旨と し て、行われ

なければなら ない。  

２  女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営

む女性が結婚、 妊娠、 出産、 育児、 介護その他の家庭生

活に関する 事由によ り やむを得ず退職する こ と が多い

こ と その他の家庭生活に関する 事由が職業生活に与え

る影響を踏まえ、家族を構成する男女が、男女の別を問

わず、 相互の協力と 社会の支援の下に、 育児、 介護その

他の家庭生活における 活動について家族の一員と し て

の役割を 円滑に果たし つつ職業生活における 活動を 行

う ために必要な環境の整備等により 、男女の職業生活と

家庭生活と の円滑かつ継続的な両立が可能と なる こ と

を旨と し て、 行われなければなら ない。  

３  女性の職業生活における活躍の推進に当たっ ては、女

性の職業生活と 家庭生活と の両立に関し 、本人の意思が

尊重さ れる べき も のである こ と に留意さ れなければな

ら ない。  

（ 国及び地方公共団体の責務）   

第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職業

生活における活躍の推進についての基本原則（ 次条及び

第五条第一項において「 基本原則」 と いう 。） にのっ と

り 、女性の職業生活における活躍の推進に関し て必要な

施策を策定し 、 及びこ れを実施し なければなら ない。  

（ 事業主の責務）   

第四条 事業主は、 基本原則にのっ と り 、 その雇用し 、 又

は雇用し よ う と する 女性労働者に対する 職業生活に関

する機会の積極的な提供、雇用する労働者の職業生活と

家庭生活と の両立に資する 雇用環境の整備その他の女

性の職業生活における 活躍の推進に関する 取組を 自ら

実施するよう 努めると と も に、国又は地方公共団体が実

施する 女性の職業生活における 活躍の推進に関する 施

策に協力し なければなら ない。  

第二章 基本方針等

（ 基本方針）   

第五条 政府は、基本原則にのっ と り 、女性の職業生活に

おける 活躍の推進に関する 施策を 総合的かつ一体的に

実施するため、女性の職業生活における活躍の推進に関

する基本方針（ 以下「 基本方針」 と いう 。） を定めなけ

ればなら ない。  

２  基本方針においては、次に掲げる事項を定めるも のと

する。  

一 女性の職業生活における 活躍の推進に関する 基本

的な方向  

二 事業主が実施すべき 女性の職業生活における 活躍

の推進に関する取組に関する基本的な事項  

三 女性の職業生活における 活躍の推進に関する 施策

に関する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を 推進するための

支援措置に関する事項 

ロ 職業生活と 家庭生活と の両立を 図る ために必要

な環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における 活躍の推進に関

する施策に関する重要事項 

四 前三号に掲げる も ののほか、 女性の職業生活にお
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ける活躍を推進するために必要な事項 

３  内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し 、閣議の決定

を求めなければなら ない。  

４  内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があっ

たと き は、遅滞なく 、基本方針を公表し なければなら な

い。  

５  前二項の規定は、 基本方針の変更について準用する。  

（ 都道府県推進計画等）   

第六条 都道府県は、基本方針を勘案し て、当該都道府県

の区域内における 女性の職業生活における 活躍の推進

に関する施策についての計画（ 以下こ の条において「 都

道府県推進計画」 と いう 。） を定めるよう 努めるも のと

する。   

２  市町村は、基本方針（ 都道府県推進計画が定めら れて

いると き は、基本方針及び都道府県推進計画） を勘案し

て、当該市町村の区域内における女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する施策についての計画（ 次項におい

て「 市町村推進計画」 と いう 。） を定めるよう 努めるも

のと する。  

３  都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村

推進計画を定め、 又は変更し たと き は、 遅滞なく 、 こ れ

を公表し なければなら ない。  

第三章 事業主行動計画等

第一節 事業主行動計画策定指針 

第七条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事

業主が女性の職業生活における 活躍の推進に関する 取

組を総合的かつ効果的に実施するこ と ができ るよう 、基

本方針に即し て、次条第一項に規定する一般事業主行動

計画及び第十九条第一項に規定する 特定事業主行動計

画（ 次項において「 事業主行動計画」 と 総称する。） の

策定に関する指針（ 以下「 事業主行動計画策定指針」 と

いう 。） を定めなければなら ない。  

２  事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事項

につき 、事業主行動計画の指針と なるべき も のを定める

も のと する。  

一 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 

二 女性の職業生活における 活躍の推進に関する 取組

の内容に関する事項 

三 その他女性の職業生活における 活躍の推進に関す

る取組に関する重要事項 

３  内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主

行動計画策定指針を定め、又は変更し たと き は、遅滞な

く 、 こ れを公表し なければなら ない。  

第二節 一般事業主行動計画等 

（ 一般事業主行動計画の策定等）  

第八条 国及び地方公共団体以外の事業主（ 以下「 一般事

業主」 と いう 。） であっ て、 常時雇用する 労働者の数が

三百人を超えるも のは、事業主行動計画策定指針に即し

て、一般事業主行動計画（ 一般事業主が実施する女性の

職業生活における 活躍の推進に関する 取組に関する 計

画をいう 。 以下同じ 。） を定め、 厚生労働省令で定める

と こ ろにより 、厚生労働大臣に届け出なければなら ない。

こ れを変更し たと き も 、 同様と する。  

２  一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定

めるも のと する。  

一 計画期間 

二 女性の職業生活における 活躍の推進に関する 取組

の実施により 達成し よう と する目標 

三 実施し よ う と する 女性の職業生活における 活躍の

推進に関する取組の内容及びその実施時期 

３  第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画

を定め、又は変更し よう と すると き は、厚生労働省令で

定めると こ ろにより 、採用し た労働者に占める女性労働

者の割合、男女の継続勤務年数の差異、労働時間の状況、

管理的地位にある 労働者に占める 女性労働者の割合そ

の他のその事業における 女性の職業生活における 活躍

に関する状況を把握し 、女性の職業生活における活躍を

推進するために改善すべき 事情について分析し た上で、

その結果を勘案し て、こ れを定めなければなら ない。こ

の場合において、前項第二号の目標については、採用す

る労働者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務年

数の差異の縮小の割合、労働時間、管理的地位にある労

働者に占める 女性労働者の割合その他の数値を 用いて

定量的に定めなければなら ない。  

４  第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画

を定め、又は変更し たと きは、厚生労働省令で定めると

こ ろ により 、こ れを労働者に周知さ せるための措置を講

じ なければなら ない。  

５  第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画

を定め、又は変更し たと きは、厚生労働省令で定めると

こ ろ により 、 こ れを公表し なければなら ない。  

６  第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画

に基づく 取組を実施すると と も に、一般事業主行動計画

に定めら れた目標を 達成するよ う 努めなければなら な

い。  

７  一般事業主であっ て、常時雇用する労働者の数が三百

人以下のも のは、事業主行動計画策定指針に即し て、一

般事業主行動計画を定め、厚生労働省令で定めると こ ろ
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により 、厚生労働大臣に届け出るよう 努めなければなら

ない。 こ れを変更し たと きも 、 同様と する。  

８  第三項の規定は前項に規定する 一般事業主が一般事

業主行動計画を定め、又は変更し よう と する場合につい

て、第四項から 第六項までの規定は前項に規定する一般

事業主が一般事業主行動計画を定め、又は変更し た場合

について、 それぞれ準用する。  

（ 基準に適合する一般事業主の認定）  

第九条 厚生労働大臣は、前条第一項又は第七項の規定に

よる届出をし た一般事業主から の申請に基づき 、厚生労

働省令で定めると こ ろ により 、当該事業主について、女

性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関し 、

当該取組の実施の状況が優良なも のである こ と その他

の厚生労働省令で定める 基準に適合する も のである 旨

の認定を行う こ と ができ る。  

（ 認定一般事業主の表示等）  

第十条 前条の認定を受けた一般事業主（ 以下「 認定一般

事業主」 と いう 。） は、 商品、 役務の提供の用に供する

物、商品又は役務の広告又は取引に用いる書類若し く は

通信その他の厚生労働省令で定めるも の（ 次項及び第十

四条第一項において「 商品等」 と いう 。） に厚生労働大

臣の定める表示を付するこ と ができる。  

２  何人も 、前項の規定による場合を除く ほか、商品等に

同項の表示又はこ れと 紛ら わし い表示を 付し てはなら

ない。  

（ 認定の取消し ）  

第十一条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号の

いずれかに該当すると き は、第九条の認定を取り 消すこ

と ができ る。  

一 第九条に規定する基準に適合し なく なっ たと 認め

ると き。  

二 こ の法律又はこ の法律に基づく 命令に違反し たと

き 。  

三 不正の手段により 第九条の認定を受けたと き 。  

（ 基準に適合する認定一般事業主の認定）  

第十二条 厚生労働大臣は、認定一般事業主から の申請に

基づき 、厚生労働省令で定めると こ ろ により 、当該事業

主について、女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組に関し 、当該事業主の策定し た一般事業主行動計

画に基づく 取組を実施し 、当該一般事業主行動計画に定

めら れた目標を達成し たこ と 、雇用の分野における男女

の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（ 昭和四十

七年法律第百十三号）第十三条の二に規定する業務を担

当する者及び育児休業、介護休業等育児又は家族介護を

行う 労働者の福祉に関する法律（ 平成三年法律第七十六

号）第二十九条に規定する業務を担当する者を選任し て

いるこ と 、当該女性の職業生活における活躍の推進に関

する 取組の実施の状況が特に優良なも のである こ と そ

の他の厚生労働省令で定める基準に適合する も のであ

る旨の認定を行う こ と ができる。  

（ 特例認定一般事業主の特例等）  

第十三条 前条の認定を受けた一般事業主（ 以下「 特例認

定一般事業主」 と いう 。） については、 第八条第一項及

び第七項の規定は、 適用し ない。  

２  特例認定一般事業主は、厚生労働省令で定めると こ ろ

により 、毎年少なく と も 一回、女性の職業生活における

活躍の推進に関する 取組の実施の状況を 公表し なけれ

ばなら ない。  

（ 特例認定一般事業主の表示等）  

第十四条 特例認定一般事業主は、商品等に厚生労働大臣

の定める表示を付するこ と ができ る。  

２  第十条第二項の規定は、前項の表示について準用する。 

（ 特例認定一般事業主の認定の取消し ）  

第十五条 厚生労働大臣は、特例認定一般事業主が次の各

号のいずれかに該当すると きは、第十二条の認定を取り

消すこ と ができ る。  

一 第十一条の規定によ り 第九条の認定を 取り 消すと

き 。  

二 第十二条に規定する 基準に適合し なく なっ たと 認

めると き 。  

三 第十三条第二項の規定によ る 公表をせず、 又は虚

偽の公表をし たと き 。  

四 前号に掲げる 場合のほか、 こ の法律又はこ の法律

に基づく 命令に違反し たと き。  

五 不正の手段により 第十二条の認定を受けたと き 。  

（ 委託募集の特例等）  

第十六条 承認中小事業主団体の構成員である 中小事業

主（ 一般事業主であっ て、常時雇用する労働者の数が三

百人以下のも のをいう 。以下こ の項及び次項において同

じ 。） が、 当該承認中小事業主団体をし て女性の職業生

活における 活躍の推進に関する 取組の実施に関し 必要

な労働者の募集を行わせよう と する場合において、当該

承認中小事業主団体が当該募集に従事し よ う と する と

き は、 職業安定法（ 昭和二十二年法律第百四十一号） 第

三十六条第一項及び第三項の規定は、当該構成員である

中小事業主については、 適用し ない。  
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２  こ の条及び次条において「 承認中小事業主団体」と は、

事業協同組合、協同組合連合会その他の特別の法律によ

り 設立さ れた組合若し く はその連合会であっ て厚生労

働省令で定める も の又は一般社団法人で中小事業主を

直接又は間接の構成員と するも の（ 厚生労働省令で定め

る要件に該当するも のに限る。） のう ち、 その構成員で

ある 中小事業主に対し て女性の職業生活における 活躍

の推進に関する 取組を 実施する ための人材確保に関す

る相談及び援助を行う も のであっ て、その申請に基づい

て、厚生労働大臣が、当該相談及び援助を適切に行う た

めの厚生労働省令で定める 基準に適合する 旨の承認を

行っ たも のをいう 。  

３  厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定す

る基準に適合し なく なっ たと 認めると き は、同項の承認

を取り 消すこ と ができ る。  

４  承認中小事業主団体は、第一項に規定する募集に従事

し よう と すると き は、厚生労働省令で定めると こ ろ によ

り 、 募集時期、 募集人員、 募集地域その他の労働者の募

集に関する 事項で厚生労働省令で定める も のを 厚生労

働大臣に届け出なければなら ない。  

５  職業安定法第三十七条第二項の規定は前項の規定に

よる届出があっ た場合について、同法第五条の三第一項

及び第四項、 第五条の四、 第三十九条、 第四十一条第二

項、 第四十二条第一項、 第四十二条の二、 第四十八条の

三第一項、第四十八条の四、第五十条第一項及び第二項

並びに第五十一条の規定は前項の規定によ る 届出を し

て労働者の募集に従事する者について、同法第四十条の

規定は同項の規定によ る 届出を し て労働者の募集に従

事する者に対する報酬の供与について、同法第五十条第

三項及び第四項の規定はこ の項において準用する 同条

第二項に規定する職権を行う 場合について、それぞれ準

用する。こ の場合において、同法第三十七条第二項中「 労

働者の募集を行おう と する者」 と あるのは「 女性の職業

生活における 活躍の推進に関する 法律第十六条第四項

の規定によ る 届出を し て労働者の募集に従事し よ う と

する者」 と 、 同法第四十一条第二項中「 当該労働者の募

集の業務の廃止を命じ 、 又は期間」 と あるのは「 期間」

と 読み替えるも のと する。  

６  職業安定法第三十六条第二項及び第四十二条の三の

規定の適用については、同法第三十六条第二項中「 前項

の」 と あるのは「 被用者以外の者をし て労働者の募集に

従事さ せよ う と する 者がその被用者以外の者に与えよ

う と する」 と 、 同法第四十二条の三中「 第三十九条に規

定する募集受託者」 と あるのは「 女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する法律（ 平成二十七年法律第六十四

号）第十六条第四項の規定による届出をし て労働者の募

集に従事する者」 と する。  

７  厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し 、第二項

の相談及び援助の実施状況について報告を 求める こ と

ができる。  

第十七条 公共職業安定所は、前条第四項の規定による届

出を し て労働者の募集に従事する 承認中小事業主団体

に対し て、雇用情報及び職業に関する調査研究の成果を

提供し 、かつ、こ れら に基づき当該募集の内容又は方法

について指導するこ と により 、当該募集の効果的かつ適

切な実施を図るも のと する。  

（ 一般事業主に対する国の援助）  

第十八条 国は、第八条第一項若し く は第七項の規定によ

り 一般事業主行動計画を 策定し よ う と する 一般事業主

又はこ れら の規定によ る 届出を し た一般事業主に対し

て、一般事業主行動計画の策定、労働者への周知若し く

は公表又は一般事業主行動計画に基づく 措置が円滑に

実施さ れる よ う に相談その他の援助の実施に努める も

のと する。  

第三節 特定事業主行動計画 

第十九条 国及び地方公共団体の機関、それら の長又はそ

れら の職員で政令で定めるも の（ 以下「 特定事業主」 と

いう 。） は、 政令で定めると こ ろ により 、 事業主行動計

画策定指針に即し て、特定事業主行動計画（ 特定事業主

が実施する 女性の職業生活における 活躍の推進に関す

る取組に関する計画をいう 。以下こ の条において同じ 。）

を定めなければなら ない。  

２  特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定

めるも のと する。  

一 計画期間 

二 女性の職業生活における 活躍の推進に関する 取組

の実施により 達成し よう と する目標 

三 実施し よ う と する 女性の職業生活における 活躍の

推進に関する取組の内容及びその実施時期 

３  特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更

し よう と すると き は、 内閣府令で定めると こ ろ により 、

採用し た職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務

年数の差異、勤務時間の状況、管理的地位にある職員に

占める 女性職員の割合その他のその事務及び事業にお

ける 女性の職業生活における活躍に関する 状況を 把握

し 、女性の職業生活における活躍を推進するために改善

すべき事情について分析し た上で、その結果を勘案し て、

こ れを定めなければなら ない。こ の場合において、前項

第二号の目標については、採用する職員に占める女性職

員の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、勤
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務時間、管理的地位にある職員に占める女性職員の割合

その他の数値を用いて定量的に定めなければなら ない。 

４  特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更

し たと き は、遅滞なく 、こ れを職員に周知さ せるための

措置を講じ なければなら ない。  

５  特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更

し たと き は、遅滞なく 、こ れを公表し なければなら ない。 

６  特定事業主は、毎年少なく と も 一回、特定事業主行動

計画に基づく 取組の実施の状況を 公表し なければなら

ない。  

７  特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく 取組を実

施すると と も に、特定事業主行動計画に定めら れた目標

を達成するよう 努めなければなら ない。  

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表 

（ 一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第二十条 第八条第一項に規定する一般事業主は、厚生労

働省令で定めると こ ろ により 、職業生活を営み、又は営

も う と する女性の職業選択に資するよう 、その事業にお

ける 女性の職業生活における 活躍に関する 次に掲げる

情報を定期的に公表し なければなら ない。  

一 その雇用し 、 又は雇用し よ う と する 女性労働者に

対する職業生活に関する機会の提供に関する実績 

二 その雇用する労働者の職業生活と 家庭生活と の両

立に資する雇用環境の整備に関する実績 

２  第八条第七項に規定する一般事業主は、厚生労働省令

で定めると こ ろ により 、職業生活を営み、又は営も う と

する女性の職業選択に資するよう 、その事業における女

性の職業生活における 活躍に関する 前項各号に掲げる

情報の少なく と も いずれか一方を 定期的に公表する よ

う 努めなければなら ない。  

（ 特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第二十一条 特定事業主は、内閣府令で定めると こ ろ によ

り 、職業生活を営み、又は営も う と する女性の職業選択

に資するよう 、その事務及び事業における女性の職業生

活における 活躍に関する 次に掲げる 情報を 定期的に公

表し なければなら ない。  

一 その任用し 、 又は任用し よ う と する 女性に対する

職業生活に関する機会の提供に関する実績 

二 その任用する職員の職業生活と 家庭生活と の両立

に資する勤務環境の整備に関する実績 

第四章 女性の職業生活における 

活躍を 推進するための支援措置

（ 職業指導等の措置等）  

第二十二条 国は、女性の職業生活における活躍を推進す

るため、 職業指導、 職業紹介、 職業訓練、 創業の支援そ

の他の必要な措置を講ずるよう 努めるも のと する。  

２  地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推進

するため、 前項の措置と 相まっ て、 職業生活を営み、 又

は営も う と する 女性及びその家族その他の関係者から

の相談に応じ 、関係機関の紹介その他の情報の提供、助

言その他の必要な措置を講ずるよう 努めるも のと する。 

３  地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の一

部を、その事務を適切に実施するこ と ができ るも のと し

て内閣府令で定める 基準に適合する 者に委託する こ と

ができる。  

４  前項の規定によ る 委託に係る 事務に従事する者又は

当該事務に従事し ていた者は、正当な理由なく 、当該事

務に関し て知り 得た秘密を漏ら し てはなら ない。  

（ 財政上の措置等）  

第二十三条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に

関する 地方公共団体の施策を支援する ために必要な財

政上の措置その他の措置を 講ずる よ う 努める も のと す

る。  

（ 国等から の受注機会の増大）  

第二十四条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に

資するため、国及び公庫等（ 沖縄振興開発金融公庫その

他の特別の法律によ っ て設立さ れた法人であっ て政令

で定めるも のをいう 。） の役務又は物件の調達に関し 、

予算の適正な使用に留意し つつ、認定一般事業主、特例

認定一般事業主その他の女性の職業生活における 活躍

に関する 状況又は女性の職業生活における 活躍の推進

に関する取組の実施の状況が優良な一般事業主（ 次項に

おいて「 認定一般事業主等」 と いう 。） の受注の機会の

増大その他の必要な施策を実施するも のと する。  

２  地方公共団体は、国の施策に準じ て、認定一般事業主

等の受注の機会の増大その他の必要な施策を 実施する

よう に努めるも のと する。  

（ 啓発活動）  

第二十五条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活にお

ける活躍の推進について、国民の関心と 理解を深め、か

つ、その協力を得ると と も に、必要な啓発活動を行う も

のと する。  

（ 情報の収集、 整理及び提供）  

第二十六条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組に資するよう 、国内外における女性の職業生
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活における 活躍の状況及び当該取組に関する 情報の収

集、 整理及び提供を行う も のと する。  

（ 協議会）  

第二十七条 当該地方公共団体の区域において女性の職

業生活における 活躍の推進に関する 事務及び事業を 行

う 国及び地方公共団体の機関（ 以下こ の条において「 関

係機関」 と いう 。） は、 第二十二条第一項の規定により

国が講ずる 措置及び同条第二項の規定によ り 地方公共

団体が講ずる 措置に係る 事例その他の女性の職業生活

における 活躍の推進に有用な情報を 活用する こ と によ

り 、当該区域において女性の職業生活における活躍の推

進に関する 取組が効果的かつ円滑に実施さ れる よ う に

するため、 関係機関により 構成さ れる協議会（ 以下「 協

議会」 と いう 。） を組織するこ と ができ る。  

２  協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の区

域内において第二十二条第三項の規定によ る 事務の委

託がさ れている場合には、当該委託を受けた者を協議会

の構成員と し て加えるも のと する。  

３  協議会を組織する関係機関は、必要があると 認めると

き は、協議会に次に掲げる者を構成員と し て加えるこ と

ができ る。  

一 一般事業主の団体又はその連合団体 

二 学識経験者 

三 その他当該関係機関が必要と 認める者 

４  協議会は、関係機関及び前二項の構成員（ 以下こ の項

において「 関係機関等」 と いう 。） が相互の連絡を 図る

こ と により 、女性の職業生活における活躍の推進に有用

な情報を共有し 、関係機関等の連携の緊密化を図ると と

も に、地域の実情に応じ た女性の職業生活における活躍

の推進に関する取組について協議を行う も のと する。  

５  協議会が組織さ れたと き は、当該地方公共団体は、内

閣府令で定めると こ ろ により 、その旨を公表し なければ

なら ない。  

（ 秘密保持義務）  

第二十八条 協議会の事務に従事する 者又は協議会の事

務に従事し ていた者は、正当な理由なく 、協議会の事務

に関し て知り 得た秘密を漏ら し てはなら ない。  

（ 協議会の定める事項）  

第二十九条 前二条に定めるも ののほか、協議会の組織及

び運営に関し 必要な事項は、 協議会が定める。  

第五章 雑則

（ 報告の徴収並びに助言、 指導及び勧告）  

第三十条 厚生労働大臣は、こ の法律の施行に関し 必要が

あると 認めると き は、第八条第一項に規定する一般事業

主又は認定一般事業主若し く は特例認定一般事業主で

ある同条第七項に規定する一般事業主に対し て、報告を

求め、又は助言、指導若し く は勧告をするこ と ができ る。 

（ 公表）  

第三十一条 厚生労働大臣は、第二十条第一項の規定によ

る公表をせず、若し く は虚偽の公表をし た第八条第一項

に規定する 一般事業主又は第二十条第二項に規定する

情報に関し 虚偽の公表を し た認定一般事業主若し く は

特例認定一般事業主である 第八条第七項に規定する 一

般事業主に対し 、前条の規定による勧告をし た場合にお

いて、当該勧告を受けた者がこ れに従わなかっ たと き は、

その旨を公表するこ と ができる。  

（ 権限の委任）  

第三十二条 第八条、 第九条、 第十一条、 第十二条、 第十

五条、第十六条、第三十条及び前条に規定する厚生労働

大臣の権限は、厚生労働省令で定めると こ ろ により 、そ

の一部を都道府県労働局長に委任するこ と ができ る。  

（ 政令への委任）  

第三十三条 こ の法律に定めるも ののほか、こ の法律の実

施のため必要な事項は、 政令で定める。  

第六章 罰則

第三十四条 第十六条第五項において準用する 職業安定

法第四十一条第二項の規定によ る 業務の停止の命令に

違反し て、労働者の募集に従事し た者は、一年以下の懲

役又は百万円以下の罰金に処する。  

第三十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年以

下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。  

一 第二十二条第四項の規定に違反し て秘密を 漏ら し

た者 

二 第二十八条の規定に違反し て秘密を漏ら し た者 

第三十六条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以

下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。  

一 第十六条第四項の規定によ る 届出をし ないで、 労

働者の募集に従事し た者 

二 第十六条第五項において準用する 職業安定法第三

十七条第二項の規定による指示に従わなかっ た者 

三 第十六条第五項において準用する 職業安定法第三

十九条又は第四十条の規定に違反し た者 
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第三十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万

円以下の罰金に処する。  

一 第十条第二項（ 第十四条第二項において準用する

場合を含む。） の規定に違反し た者 

二 第十六条第五項において準用する職業安定法第五

十条第一項の規定によ る 報告をせず、 又は虚偽の報

告をし た者 

三 第十六条第五項において準用する職業安定法第五

十条第二項の規定によ る 立入り 若し く は検査を拒み、

妨げ、 若し く は忌避し 、 又は質問に対し て答弁を せ

ず、 若し く は虚偽の陳述をし た者 

四 第十六条第五項において準用する職業安定法第五

十一条第一項の規定に違反し て秘密を漏ら し た者 

第三十八条 法人の代表者又は法人若し く は人の代理人、

使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し 、

第三十四条、第三十六条又は前条の違反行為をし たと き

は、 行為者を罰するほか、 その法人又は人に対し ても 、

各本条の罰金刑を科する。  

第三十九条 第三十条の規定による報告をせず、又は虚偽

の報告をし た者は、 二十万円以下の過料に処する。  

附 則 抄

（ 施行期日）  

第一条 こ の法律は、 公布の日から 施行する。 ただし 、 第

三章（ 第七条を除く 。）、 第五章（ 第二十八条を除く 。）

及び第六章（ 第三十条を除く 。） の規定並びに附則第五

条の規定は、 平成二十八年四月一日から 施行する。  

（ こ の法律の失効）  

第二条 こ の法律は、平成三十八年三月三十一日限り 、そ

の効力を失う 。  

２  第二十二条第三項の規定によ る 委託に係る 事務に従

事し ていた者の当該事務に関し て知り 得た秘密につい

ては、同条第四項の規定（ 同項に係る罰則を含む。） は、

前項の規定にかかわら ず、同項に規定する日後も 、なお

その効力を有する。  

３  協議会の事務に従事し ていた者の当該事務に関し て

知り 得た秘密については、第二十八条の規定（ 同条に係

る罰則を含む。） は、 第一項の規定にかかわら ず、 同項

に規定する日後も 、 なおその効力を有する。  

４  こ の法律の失効前にし た行為に対する 罰則の適用に

ついては、 こ の法律は、 第一項の規定にかかわら ず、 同

項に規定する日後も 、 なおその効力を有する。  

（ 政令への委任）  

第三条 前条第二項から 第四項までに規定する も ののほ

か、こ の法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定

める。  

（ 検討）  

第四条 政府は、こ の法律の施行後三年を経過し た場合に

おいて、こ の法律の施行の状況を勘案し 、必要があると

認めると き は、こ の法律の規定について検討を加え、そ

の結果に基づいて必要な措置を講ずるも のと する。  

附 則 

（ 平成二九年三月三一日法律第一四号） 抄

（ 施行期日）  

第一条 こ の法律は、平成二十九年四月一日から 施行する。

ただし 、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から 施行する。  

一 第一条中雇用保険法第六十四条の次に一条を 加え

る改正規定及び附則第三十五条の規定 公布の日 

二・ 三 略 

四 第二条中雇用保険法第十条の四第二項、 第五十八

条第一項、 第六十条の二第四項、 第七十六条第二項

及び第七十九条の二並びに附則第十一条の二第一項

の改正規定並びに同条第三項の改正規定（「 百分の五

十を」 を 「 百分の八十を 」 に改める 部分に限る。）、

第四条の規定並びに第七条中育児・ 介護休業法第五

十三条第五項及び第六項並びに第六十四条の改正規

定並びに附則第五条から 第八条まで及び第十条の規

定、 附則第十三条中国家公務員退職手当法（ 昭和二

十八年法律第百八十二号） 第十条第十項第五号の改

正規定、 附則第十四条第二項及び第十七条の規定、

附則第十八条（ 次号に掲げる 規定を 除く 。） の規定、

附則第十九条中高年齢者等の雇用の安定等に関する

法律（ 昭和四十六年法律第六十八号） 第三十八条第

三項の改正規定（「 第四条第八項」を「 第四条第九項」

に改める 部分に限る。）、 附則第二十条中建設労働者

の雇用の改善等に関する 法律（ 昭和五十一年法律第

三十三号） 第三十条第一項の表第四条第八項の項、

第三十二条の十一から 第三十二条の十五まで、 第三

十二条の十六第一項及び第五十一条の項及び第四十

八条の三及び第四十八条の四第一項の項の改正規定、

附則第二十一条、 第二十二条、 第二十六条から 第二

十八条まで及び第三十二条の規定並びに附則第三十

三条（ 次号に掲げる規定を除く 。） の規定 平成三十

年一月一日 
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（ 罰則に関する経過措置）  

第三十四条 こ の法律（ 附則第一条第四号に掲げる規定に

あっ ては、当該規定） の施行前にし た行為に対する罰則

の適用については、 なお従前の例による。  

（ その他の経過措置の政令への委任）  

第三十五条 こ の附則に規定するも ののほか、こ の法律の

施行に伴い必要な経過措置は、 政令で定める。  

附 則 

（ 令和元年六月五日法律第二四号） 抄

（ 施行期日）  

第一条 こ の法律は、公布の日から 起算し て一年を超えな

い範囲内において政令で定める日から 施行する。ただし 、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から 施行

する。  

一 第三条中労働施策の総合的な推進並びに労働者の

雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律第四

条の改正規定並びに次条及び附則第六条の規定 公

布の日 

二 第二条の規定 公布の日から 起算し て三年を 超え

ない範囲内において政令で定める日 

（ 罰則に関する経過措置）  

第五条 こ の法律の施行前にし た行為に対する 罰則の適

用については、 なお従前の例による。  

（ 政令への委任）  

第六条 こ の附則に定めるも ののほか、こ の法律の施行に

関し て必要な経過措置は、 政令で定める。  

（ 検討）  

第七条 政府は、こ の法律の施行後五年を経過し た場合に

おいて、こ の法律による改正後の規定の施行の状況につ

いて検討を加え、必要があると 認めると き は、その結果

に基づいて所要の措置を講ずるも のと する。  
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川越市男女共同参画推進条例 

平成十三年十二月二十一日 

条例第二十六号 

日本国憲法には、個人の尊重と 法の下の平等がう たわ

れており 、 こ れを踏まえ、 本市は、 女性に対する差別の

解消と 女性の地位向上等に向けた施策を展開し 、男女共

同参画の推進に取り 組んできたが、性別による固定的な

役割分担意識に根ざし た社会における 制度や慣行がい

まだに残っ ているこ と は否定でき ない。  

こ のよう な状況を解消し 、 性別を問わず、 市民のだれ

も が自ら の意思によ っ て社会のあら ゆる 分野における

活動に参画し 、その個性と 能力が十分に発揮でき るよう

にするためには、 男女が、 社会の対等な構成員と し て互

いにその人権を尊重し 、責任を分かち合う こ と が重要で

ある。  

こ こ に、 私たちは、 男女共同参画を実現し た社会を目

指すこ と を決意し 、その推進に係る基本理念を明ら かに

し た上で、男女共同参画を総合的かつ計画的に推進する

こ と により 、豊かで活力ある川越を築く こ と に寄与する

ため、 こ の条例を制定する。  

（ 目的）  

第一条 こ の条例は、 男女共同参画の推進に関し 、 基本

理念を定め、 市、 市民及び事業者の責務を明ら かにす

ると と も に、本市の施策の基本と なる事項を定めるこ

と により 、男女共同参画の実現に寄与するこ と を目的

と する。  

（ 定義）  

第二条 こ の条例において、次の各号に掲げる用語の意

義は、 当該各号に定めると こ ろ による。  

一 男女共同参画 男女が、社会の対等な構成員と し

て、 均等に政治的、 経済的、 社会的及び文化的利益

を享受し 、 かつ、 共に責任を担い、 自ら の意思によ

っ て社会のあら ゆる 分野における 活動に参画する

こ と をいう 。  

二 事業者 市内に事務所若し く は事業所を 有する

法人その他の団体又は市内に事務所若し く は事業

所を有する個人をいう 。  

三 セク シュ アル・ ハラ スメ ント  市民生活のあら ゆ

る 場において他の者を 不快にさ せる 性的な言動を

いう 。  

（ 基本理念）  

第三条 男女共同参画の推進は、男女の個人と し ての尊

厳が重んぜら れるこ と 、男女が性別による差別的取扱

いを受けるこ と がないこ と 、男女が個人と し て能力を

発揮する 機会が確保さ れる こ と その他の男女の人権

が尊重さ れるこ と を旨と し て、行われなければなら な

い。  

２  男女共同参画の推進に当たっ ては、性別による固定

的な役割分担等を反映し た、社会における制度又は慣

行をなく すよう 努めると と も に、こ れら の制度又は慣

行が、男女の社会における活動の自由な選択に対し て

影響を 及ぼすこ と のないよ う に配慮さ れなければな

ら ない。  

３  男女共同参画の推進は、男女が社会の対等な構成員

と し て、市における施策及び事業者における方針の立

案及び決定に共同し て参画する 機会が確保さ れる こ

と を旨と し て、 行われなければなら ない。  

４  男女共同参画の推進は、家庭生活における家庭の構

成員の協力及び社会の支援の下に、 子育て、 介護その

他の家庭生活における活動と 就業、就学その他の社会

生活における 活動と が円滑に行われる よ う に配慮さ

れるこ と を旨と し て、 行われなければなら ない。  

５  男女共同参画の推進は、 妊娠、 出産その他の性と 生

殖に関する 事項について男女の相互の意思が尊重さ

れる こ と 及び生涯にわたり 男女が健康な生活を 営む

こ と について配慮さ れるこ と を旨と し て、行われなけ

ればなら ない。  

６  男女共同参画の推進は、国際社会での取組を十分理

解し て行われなければなら ない。  

（ 市の責務）  

第四条 市は、前条に定める基本理念（ 以下「 基本理念」

と いう 。） にのっ と り 、 男女共同参画の推進に関する

施策を策定し 、 及び実施するも のと する。  

２  市は、 男女共同参画を推進するに当たり 、 市民、 事

業者、国及び他の地方公共団体と 連携し て取り 組むも

のと する。  

（ 市民の責務）  

第五条 市民は、 基本理念にのっ と り 、 男女共同参画に

ついて理解を深め、市が実施する男女共同参画の推進

に関する 施策に協力する よ う に努めなければなら な

い。  

（ 事業者の責務）  

第六条 事業者は、 基本理念にのっ と り 、 その事業活動
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に関し 、 男女共同参画の推進に努めると と も に、 市が

実施する 男女共同参画の推進に関する 施策に協力す

るよう に努めなければなら ない。  

 

（ 基本方針）  

第七条 市は、次に掲げる基本方針により 男女共同参画

を推進するも のと する。  

一 男女共同参画の推進に関する 広報活動等を 充実

するこ と により 、市民及び事業者の理解を深めると

と も に、学校教育をはじ めと するあら ゆる分野の教

育において、男女共同参画を推進するための措置を

講ずるよう に努めるこ と 。  

二 配偶者等に対する暴力及びセク シュ アル・ ハラ ス

メ ント の防止に努めると と も に、こ れら の被害を受

けた者に対し て必要な支援を 行う よ う に努める こ

と 。  

三 公衆に表示する情報において、性別による固定的

な役割分担、配偶者等に対する暴力及びセク シュ ア

ル・ ハラ スメ ント を助長し 、又は連想さ せる表現並

びに過度の性的な表現を行う も のに対し 、こ れら の

表現の自粛を求める等、必要な措置を講ずるよう に

努めるこ と 。  

四 あら ゆる 分野における 活動の意思決定の過程に

おいて、男女間に参画する機会の格差が生じ ている

場合には、市民及び事業者と 協力し 、積極的に当該

格差を 是正する 措置が講ぜら れる よ う に努める こ

と 。  

五 審議会等における委員を委嘱し 、又は任命する場

合にあっ ては、積極的に男女の均衡を図るよう に努

めるこ と 。  

六 家庭生活における責任を持つ男女が、共に家庭生

活における 活動及び当該活動以外の活動を 両立す

るこ と ができ るよう 、必要な支援を行う よう に努め

るこ と 。  

七 男女が生涯を通し て心身の健康を維持し 、互いの

性を理解し 、尊重すると と も に、対等な関係の下で、

妊娠及び出産について決定するこ と ができ るよ う 、

教育及び啓発を行う よう に努めるこ と 。  

八 市民及び事業者が行う 男女共同参画に関する 国

際理解及び国際協力に係る 活動に対し て必要な支

援を行う よう に努めるこ と 。  

九 市民及び事業者が男女共同参画の推進に関し て

行う 活動を支援するため、情報の提供その他必要な

措置を講ずるこ と 。  

 

（ 基本計画）  

第八条 市長は、 男女共同参画社会基本法（ 平成十一年

法律第七十八号） 第十四条第三項に規定する男女共同

参画社会の形成の促進に関する 施策についての基本

的な計画（ 以下「 基本計画」 と いう 。） を策定する。  

２  市長は、 基本計画を策定し 、 又は変更するに当たっ

ては、第十二条第一項に規定する審議会に諮問するも

のと する。  

 

（ 市民相談）  

第九条 市は、性別に基づく 差別的取扱い等に関する市

民の相談に応じ 、 必要な措置を講ずるも のと する。  

 

（ 年次報告書）  

第十条 市長は、男女共同参画の推進に関する施策の実

施状況等について、 年次報告書を作成し 、 及び公表す

るも のと する。  

 

（ 施策の推進体制の整備）  

第十一条 市は、男女共同参画に関する施策を推進する

ための体制を整備するも のと する。  

 

（ 川越市男女共同参画審議会）  

第十二条 男女共同参画の推進に資するため、川越市男

女共同参画審議会（ 以下「 審議会」 と いう 。） を置く 。  

２  審議会は、 次に掲げる事項を所掌する。  

一 市長の諮問に応じ 、男女共同参画の推進に関する

重要事項について調査し 、 及び審議するこ と 。  

二 男女共同参画の推進に関する施策について、市長

に意見を述べるこ と 。  

３  審議会は、 委員十六人以内で組織し 、 次に掲げる者

のう ちから 市長が委嘱する。  

一 学識経験者 

二 市民の代表者 

４  委員の任期は二年と し 、 再任を妨げない。 ただし 、

補欠の委員の任期は、 前任者の残任期間と する。  

 

（ 委任）  

第十三条 こ の条例の施行に関し 必要な事項は、規則で

定める。  

 

附 則 

こ の条例は、 公布の日から 施行する。
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男女共同参画の歩み（ 年表）  

年 世 界 国 埼  玉  県 川  越  市 

1 9 7 5  

（ S5 0 ）  

○国際婦人年

○「 国際婦人年世界会議（ 第

1 回世界女性会議）」 開催

（ メ キシコ シティ ）

○「 世界行動計画」 採択

○総理府に「 婦人問題企画推

進本部」、「 婦人問題担当

室」 設置

1 9 7 6

（ S5 1 ）  

○「 国連婦人の 1 0 年」 開始

（ ～1 9 8 5 年〔 S6 0 年〕）  

○「 民法」 改正（ 離婚後の復

氏制限の廃止）

1 9 7 7

（ S5 2 ）  
○「 国内行動計画」 策定

1 9 7 9

（ S5 4 ）  

○国連第 3 4 回総会「 女子差

別撤廃条約」 採択

1 9 8 0

（ S5 5 ）  

○「 国連婦人の 1 0 年中間年

世界会議（ 第 2 回世界女性

会議）」 開催（ コ ペン ハー

ゲン）

○「 国連婦人の 1 0 年後半期

行動プログラ ム」 採択

○「 民法」 改正（ 配偶者相続

分の引上げ）

○女子差別撤廃条約に署名

○「 婦人の地位向上に関する

埼玉県計画」 策定

1 9 8 1

（ S5 6 ）  

○「 ILO 第 1 5 6 号条約（ 家

族的責任を 有する 男女労

働者の機会及び待遇の均

等に関する条約）」 及び「 同

勧告」 を採択

○「 国内行動計画後期重点目

標」 策定

1 9 8 3

（ S5 8 ）  

○川越市総合計画に「 婦人の

地位向上」 を位置付ける

1 9 8 4

（ S5 9 ）  

○「 国籍法」 及び「 戸籍法」

改正（ 父系血統主義から 父

母両系血統主義へ）

○「 婦人の地位向上に関する

埼玉県計画（ 修正版） 」 策

定

○「 川越市婦人問題庁内会

議」 設置

1 9 8 5

（ S6 0 ）  

○「 国連婦人の十年最終年世

界会議（ 第 3 回世界会議）」

開催（ ナイ ロビ）

○「 西暦 2 0 0 0 年に向けて

の婦人の地位向上のた め

のナイ ロビ将来戦略」 採択

○「 男女雇用機会均等法」 成

立（ S6 1 年施行）

○「 労働基準法」 改正（ S6 1

年施行）

○「 女子差別撤廃条約」 批准

1 9 8 6

（ S6 1 ）  

○「 婦人問題企画推進有識者

会議」 設置

○「 男女平等社会確立のため

の埼玉県計画」 策定

1 9 8 7

（ S6 2 ）  

○「 西暦 2 0 0 0 年に向けて

の新国内行動計画」 策定

1 9 8 8

（ S6 3 ）  

○「 労働基準法」 改正（ 労働

時間の短縮）

○「 婦人問題に関する意識調

査（ 第 1 回） 」 実施

1 9 8 9

（ H  1 ）

○「 婦人青少年課婦人係」 設

置

○「 川越市女性行動プラ ン懇

話会」 設置

1 9 9 0

（ H  2 ）

○国連経済社会理事会「 婦人

の地位向上のた めのナイ

ロビ将来戦略に関する第 1

回見直し と 評価に伴う 勧

告及び結論」 採択 

○「 ILO 第 1 7 1 号条約（ 夜

業に関する）」 を採択

○「 男女平等社会確立のため

の埼玉県計画（ 修正版） 」

策定

○「 川越市女性行動計画策定

委員会」 設置
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年 世 界 国 埼  玉  県 川  越  市 

1 9 9 1

（ H  3 ）

○「 西暦 2 0 0 0 年に向けて

の新国内行動計画（ 第一次

改定） 」 策定

○「 育児休業法」 成立（ H 4

年施行）

○「 川越市女性計画」 策定

1 9 9 2

（ H  4 ）

○婦人問題担当大臣（ 官房長

官兼務） 設置

○「 各種審議会等における女

性委員の登用促進につい

て」 各課へ依頼

○「 川越市女性計画推進状況

報告書」 作成

1 9 9 3

（ H  5 ）

○「 世界人権会議」 開催（ ウ

ィ ーン）

○国連第 4 8 回総会「 女性に

対する 暴力の撤廃に関す

る宣言」 採択

○「 短時間労働者の雇用管理

の改善等に関する法律（ パ

ート タ イ ム労働法） 」 成立

○「 女性問題に関する意識調

査（ 第 2 回） 」 実施

1 9 9 4

（ H  6 ）

○「 国際人口・ 開発会議」 開

催（ カ イ ロ）

○「 ILO 第 1 7 5 号条約（ パ

ー ト タ イ ム 労 働 に 関 す

る）」 を採択

○総理府に「 男女共同参画

室」 、 「 男女共同参画審議

会」 を設置し 、 「 婦人問題

企画推進本部」 を「 男女共

同参画推進本部」 に改組

○「 女性政策推進室」 に組織

改正

1 9 9 5

（ H  7 ）

○「 第 4 回世界女性会議」 開

催（ 北京）  

○「 北京宣言」 及び「 行動綱

領」 採択

○「 育児・ 介護休業法」 成立

（ H 1 1 年施行）

○「 ILO 第 1 5 6 号」 条約批

准

○「 2 0 0 1 彩の国 男女共同

参画プログラ ム」 策定 

○男女共同参画情報紙「 人と

人と のこ う さ てん」 発行

1 9 9 6

（ H  8 ）

○「 男女共同参画 2 0 0 0 年

プラ ン」 策定

1 9 9 7

（ H  9 ）

○「 男女雇用機会均等法」 改

正（ セク ハラ についての事

業主配慮義務を規定： H 1 1

年施行）

○「 労働基準法」 改正（ 女子

保護規定の廃止等： H 1 1

年施行）

○「 介護保険法」 公布（ H 1 2

年施行）  

1 9 9 8

（ H 1 0 ） 

○「 川越市女性団体連絡協議

会」 設立

○「 男女共同参画に関する意

識調査（ 第 3 回） 」 実施

1 9 9 9

（ H 1 1 ） 

○「 男女共同参画社会基本

法」 成立

○「 児童買春・ 児童ポルノ 禁

止法」 成立

○「 第二次川越市女性計画策

定懇話会」 設置

○「 川越市女性団体事業補助

金交付要綱」 制定

○「 第 1 0 回女性問題全国都

市会議」 及び「 イ ーブンラ

イ フ in 川越」 併催

2 0 0 0

（ H 1 2 ） 

○国連特別総会「 女性 2 0 0 0

年会議」 開催（ ニュ ーヨ ー

ク ）

○「 政治宣言」 及び「 成果文

書」 採択

○「 男女共同参画基本計画」

策定

○「 児童虐待防止法」 施行

○｢スト ーカ ー行為等の規制

等に関する法律｣成立

○「 埼玉県男女共同参画推進

条例」 施行

○「 第二次川越市女性計画策

定委員会」 設置
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2 0 0 1

（ H 1 3 ） 

○内閣府に「 男女共同参画

局」 、 ｢男女共同参画会議」

設置

○「 Ｄ Ｖ 防止法」 成立

〇「 育児・ 介護休業法」 改正

（ H 1 4 年施行）  

○女性政策課を 男女共同参

画課に名称変更

○「 第二次川越市女性計画」

策定

○「 川越市男女共同参画推進

懇話会」 設置

○「 川越市男女共同参画推進

条例」 施行

2 0 0 2

（ H 1 4 ） 

○「 埼玉県男女共同推進プラ

ン 2 0 1 0 」 策定

○「 W ith  You さ いたま（ 埼

玉県男女共同参画推進セ

ンタ ー） 」 開設

○ク ラ ッ セ川越「 女性活動支

援のひろ ば」 開館

○「 カ ウンセリ ングルーム」

設置

2 0 0 3

（ H 1 5 ） 

○「 次世代育成支援対策推進

法」 成立（ H 1 7 年施行）

○男女共同参画推進本部「 女

性のチ ャ レ ン ジ 支援策の

推進について」 決定

○「 川越市男女共同参画審議

会」 設置

○「 男女共同参画課」 に組織

改正

○「 男女共同参画に関する意

識調査（ 第 4 回） 」 実施

2 0 0 4

（ H 1 6 ） 

○「 Ｄ Ｖ 防止法」 改正

○「 育児・ 介護休業法」 改正

（ 育児・ 介護休業の対象者

の拡大等： H 1 7 年施行）

○「 川越市における男女共同

参画を 推進する た めの基

本計画を 策定する こ と に

ついて（ 答申） 」

2 0 0 5

（ H 1 7 ） 

○第 4 9 回国連婦人の地位委

員会「 北京＋1 0 世界閣僚

級会合」 開催（ ニュ ーヨ ー

ク ）

○「 男女共同参画基本計画

（ 第 2 次） 」 策定

○「 女性の再チャ レンジ支援

プラ ン」 策定

○「 (仮称） 第三次川越市男女

共同参画基本計画策定委

員会」 設置 

2 0 0 6

（ H 1 8 ） 

〇「 男女雇用機会均等法」 改

正（ 男性に対する差別の禁

止、 間接差別の禁止等：

H 1 9 年施行）  

〇「 女性の再チャ レンジ支援

プラ ン」 改定 

○「 配偶者等から の暴力防止

及び被害者支援基本計画」

策定

○「 第三次川越市男女共同参

画基本計画」 策定

○「 川越市 D V 防止対策ネッ

ト ワーク 会議」 を設置

2 0 0 7

（ H 1 9 ） 

○「 Ｄ Ｖ 防止法」 改正（ 保護

命令制度の拡充等： H 2 0

年施行）

○「 仕事と 生活の調和（ ワー

ク ・ ラ イ フ ・ バラ ンス） 憲

章」 及び「 仕事と 生活の調

和推進のための行動指針」

策定 

○「 埼玉県男女共同推進プラ

ン 2 0 1 0 」中間見直し 、「 埼

玉県男女共同参画プラ ン」

と する 

○庁内に「 男女共同参画推進

員」 を設置

○「 川越市 D V 防止及び被害

者支援に関する 方針策定

委員会」 を設置 

2 0 0 8

（ H 2 0 ） 

○男女共同参画推進本部「 女

性の参画加速プログラ ム」

決定

○「 男女共同参画に関する意

識調査（ 第５ 回） 」 実施

2 0 0 9

（ H 2 1 ） 

○「 育児・ 介護休業法」 改正

（ 短時間勤務制度・ 所定外労

働の義務化、 男性の育児休

暇取得促進策の導入等：

H 2 2 年施行）  

○「 配偶者等から の暴力防止

及び被害者支援基本計画

（ 第 2 次） 」 策定

2 0 1 0

（ H 2 2 ） 

○第 5 4 回国連婦人の地位委

員会「 北京＋1 5 記念会合」

開催（ ニュ ーヨ ーク ）

○「 第３ 次男女共同参画基本

計画」 策定

○「 仕事と 生活の調和（ ワー

ク ・ ラ イ フ ・ バラ ンス） 憲

章」 及び「 仕事と 生活の調

和推進のための行動指針」

改定

○「 川越市 D V 防止及び被害

者支援に関する計画」 を策

定 

○「 川越市における男女共同

参画を 推進する た めの基

本計画を 策定する こ と に

ついて（ 答申） 」

○川越市役所庁内「 女性相

談」 開始
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2 0 1 1

（ H 2 3 ） 

○「 U N  W om en 」 発足 ○「 第四次川越市男女共同参

画基本計画」 策定

○「 川越市配偶者暴力相談支

援センタ ー」 開設

2 0 1 2

（ H 2 4 ） 

○第 5 6 回国連婦人の地位委

員会「 自然災害におけるジ

ェ ン ダ ー平等と 女性のエ

ンパワーメ ント 」 決議案採

択 

○「 女性の活躍促進による経

済活性化行動計画」 策定

○「 埼玉県男女共同参画基本

計画」 策定

○「 配偶者等から の暴力防止

及び被害者支援基本計画

（ 第 3 次）」 策定

○産業労働部ウーマ ノ ミ ク

ス課設置

2 0 1 3

（ H 2 5 ） 

○「 Ｄ Ｖ 防止法」 改正（ H 2 6

年施行）  

○「 日本再興戦略」 の中核に

「 女性の活躍推進」 が位置

付けら れる

○「 男女共同参画に関する意

識調査（ 第６ 回）」 実施

○「 第二次川越市 DV 防止及

び被害者支援に関する 計

画」 策定 

2 0 1 4

（ H 2 6 ） 

○第 5 8 回国連婦人の地位委

員会「 自然災害におけるジ

ェ ン ダ ー平等と 女性のエ

ンパワーメ ント 」 決議案採

択 

○ 「 日 本 再 興 戦 略 」 改 訂

2 0 1 4 に「『 女性が輝く 社

会』 の実現」 が掲げら れる

2 0 1 5

（ H 2 7 ） 

○「 女性活躍加速のための重

点方針 2 0 1 5 」 策定

○「 女性活躍推進法」 成立、

施行（ H 2 8 年完全施行）

○「 第 4 次男女共同参画基本

計画」 を策定 

○ウェ スタ 川越「 川越市男女

共同参画推進施設」 開設

○「 川越市女性会館」、「 川越

市女性活動支援のひろ ば」

を廃止

2 0 1 6

（ H 2 8 ） 

○改正「 男女雇用機会均等

法」 施行（ H 2 9 完全施行） 

○改正「 育児・ 介護休業法」

施行

○「 第五次川越市男女共同参

画基本計画」 策定

2 0 1 7

（ H 2 9 ） 

○「 埼玉県男女共同参画基本

計画」 を策定

○「 配偶者等から の暴力防止

及び被害者支援基本計画

（ 第 4 次）」 策定

2 0 1 8

（ H 3 0 ） 

○「 政治分野における男女共

同参画の推進に関する 法

律」 施行

○「 男女共同参画に関する意

識調査（ 第７ 回）」 実施

2 0 1 9  

（ R1 ）  

○「 女性活躍推進法」 改正

○「 Ｄ Ｖ 防止法」 改正

○「 育児・ 介護休業法」 改正

2 0 2 0

（ R2 ）

○第 6 4 回国連女性の地位委

員会「 北京＋2 ５ 」 開催（ ニ

ュ ーヨ ーク ）  

○「 第 5 次男女共同参画基本

計画」 を策定 

○「 男女雇用機会均等法」 改

正

○「 川越市パート ナーシッ プ

宣誓制度」 を開始

○第 5 9 回国連婦人の地位委

員会「 北京＋2 0 記念会合」

開催（ ニュ ーヨ ーク ）

○国連サミ ッ ト 「 SDG s（ 持

続可能な開発目標）」 採択
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用 語 解 説

行 用  語 説    明 

あ Ｓ Ｎ Ｓ   友人・ 知人等の社会的ネッ ト ワーク を イ ンタ ーネッ ト 上で提供

するこ と を目的と するコ ミ ュ ニティ 型のサービスのこ と 。

「 ソ ーシャ ル・ ネッ ト ワーキング・ サービス」 の略。

Ｍ字カ ーブ 日本の女性の労働力率を 年齢階級別にグラ フ 化し たと き 、 アル

フ ァ ベッ ト のＭのよう な形に描かれる 曲線のこ と 。 20 歳代でピー

ク に達し 、 出産・ 子育て期にあたる 30 歳代に低下、 子育てが落ち

着いた 40 歳代で再び上昇し 、高齢になるにつれてなだら かに下降

する傾向がある。  

なお、 国際的にみると 、 アメ リ カ やスウェ ーデン等の欧米先進

諸国では、 子育て期における労働力率の低下はみら れない。

エンパワーメ ント  力を つけるこ と 。 また、 自ら 主体的に行動するこ と によ っ て状

況を 変えていこ う と する考え方のこ と 。

か ク オータ 制（ 割当制） 性別等を 基準に一定の人数や比率を 割り 当てる制度のこ と 。

積極的改善措置（ ポジティ ブ・ アク ショ ン） の手法の一つ。

ゴ ール・ ア ン ド ・ タ イ ム

テーブル方式

 達成すべき 一定目標と 達成までの期間の目安を示し て、 その実

現に努力する方式のこ と 。

積極的改善措置（ ポジティ ブ・ アク ショ ン） の手法の一つ。

固定的性別役割分担 個人の能力ではなく 、「 男は仕事、 女は家庭」 等、 性別を 理由に

役割を固定的に割り 当てるこ と 。  

※28 ページ コ ラ ム③参照

さ ジェ ンダー 社会的・ 文化的に形成さ れた性別のこ と 。 生まれついての生物

学的性別（ セッ ク ス/sex） ではなく 、 社会通念や慣習の中で作り

上げら れた「 男性像」「 女性像」 を いう 。

ジ ェ ン ダー・ ギャ ッ プ 指

数（ Ｇ Ｇ Ｉ ）  

（  ＝ Gender  Gap I ndex ） 世界経済フ ォ ーラ ムが、 世界各国の社

会進出における男女間の格差を数値化し 、 ラ ンク 付けし たも の。

※32 ページコ ラ ム④参照

ジ ェ ン ダ ー 不 平 等 指 数

（ Ｇ Ｉ Ｉ ）  

（  ＝ Gender  I nequal i t y I ndex ） 国連開発計画（ Ｕ Ｎ Ｄ Ｐ ） に

よる指数で、 国家の人間開発の達成が男女の不平等によっ てどの

程度妨げら れているかを 示すも の。 次の 3 側面 5 指標から 構成さ

れている 。

【 保健分野】

・ 妊産婦死亡率

・ 15～19 歳の女性 1, 000 人当たり の出生数

【 エンパワーメ ント 】  

・ 国会議員女性割合

・ 中等教育以上の教育を 受けた人の割合（ 男女別）

【 労働市場】  

・ 労働力率（ 男女別）
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行 用  語 説    明 

さ 持続可能な開発のための

2030 アジェ ン ダ 

平成 27（ 2015） 年 9 月に国連で採択さ れた、 平成 28（ 2016） 年

から 令和 12（ 2030） 年までの国際目標。

17 ゴ ー ル・ 169 タ ー ゲ ッ ト から な る 持続可能な 開発目標

（ Sust ai nabl e Devel opment  Goal s: SDGs） が設けら れており 、 ゴ

ール 5 ではジェ ンダー平等の達成と 全ての女性及び女児のエンパ

ワーメ ン ト が掲げら れている。

性自認 （  ＝ Gender  I dent i t y ） 自己の性別についての認識のこ と 。「 心

の性」 と も いう 。

性的指向 （  ＝ Sexual  Or i ent at i on ） どの性別が恋愛の対象になるかと い

う 指向性のこ と 。「 好き になる性」 と も いう 。

性的マイ ノ リ ティ  

（ 性的少数者）  

生物学的性と 性自認が一致し ており 、性的指向が異性に向く 等、

こ れまで一般的・ 典型的と 考えら れてき た性のあり 方に当てはま

ら ない人。レ ズビ アン（ 女性の同性愛者）、ゲイ（ 男性の同性愛者）、

バイ セク シュ アル（ 両性愛者）、 ト ラ ンスジェ ンダー（ 出生時に決

めら れた性に違和感を 持つ人） の頭文字を 取っ て、 Ｌ Ｇ Ｂ Ｔ と 呼

ばれるこ と がある。

 多様な性のあり 方のなかには、 Ｌ Ｇ Ｂ Ｔ に当てはまら ないも の

も ある。

セク シュ アリ ティ その人の「 性のあり 方」 のこ と 。 生物学的性（ 身体の性）、 性自

認（ 心の性）、 性的指向（ 好き になる性） の 3 要素から 決まる。  

男性／女性と いう 二元的なも のではなく 、「 性自認＝わから な

い」、「 性的指向＝決めら れない、 決めたく ない」 等、 多様なあり

方が考えら れる。  

なお、 上記 3 要素以外にも 、 服装や所作等の「 表現する性」 を

加える見解も ある。  

セク シ ュ ア ル・ ハラ スメ

ン ト （ セク ハラ ）

相手の意に反し た性的な性質の言動で、身体への不必要な接触、

性的関係の強要、 性的なう わさ の流布、 衆目に触れる場所へのわ

いせつな写真の掲示等、 さ まざまな態様のも のが含まれる。  

た ダイ バーシティ  「 多様性」 のこ と 。 性別や国籍、 年齢等に関わり なく 、 多様な

個性が力を 発揮し 、 共存でき る社会のこ と を ダイ バーシティ 社会

と いう 。

ダブルケア 子育てをし ている人が親の介護も 同時に担う こ と 。

男女共同参画社会 「 男女が、 社会の対等な構成員と し て、 自ら の意志によ っ て社

会のあら ゆる分野における活動に参画する機会が確保さ れ、 も っ

て男女が均等に政治的、 経済的、 社会的及び文化的利益を 享受す

るこ と ができ 、 かつ、 共に責任を 担う べき 社会」 を いう 。  

（ 男女共同参画社会基本法第 2 条第 1 号）  
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行 用  語 説    明 

た 男女共同参画週間 男女共同参画社会基本法の公布・ 施行日である平成 11 年 6 月

23 日を 踏まえ、 男女共同参画について国民の理解を 深めるために

設けら れた、 毎年 6 月 23 日から  6 月 29 日までの 1 週間をい

う 。  

デート Ｄ Ｖ  若年層の交際相手間で起こ る暴力や過度な行動監視のこ と 。

※53 ページコ ラ ム⑧参照

テレ ワーク  情報通信機器を 利用し て、 自宅等会社以外の離れた場所で事業

所から 任さ れた仕事を 行う 勤務形態のこ と 。

ド メ ス テ ィ ッ ク ・ バイ オ

レ ンス（ Ｄ Ｖ ）

 配偶者や恋人等、 親密な関係にある、 またはあっ たパート ナー

から う ける暴力を いう 。  ※60 ページコ ラ ム⑨参照

な 人間開発指数 

（ Ｈ Ｄ Ｉ ）  

（  ＝ Human Devel opment  I ndex ） 国連開発計画（ Ｕ Ｎ Ｄ Ｐ ） に

よる指数で、「 長寿で健康な生活」、「 知識」 及び「 人間ら し い生活

水準」 と いう 人間開発の 3 つの側面を 測定し たも の。具体的には、

出生時の平均寿命、 知識（ 平均就学年数及び予想就学年数）、 1 人

当たり 国民総所得（ Ｇ Ｎ Ｉ ） を用いて算出し ている 。

は パワー・ ハラ スメ ン ト（ パ

ワハラ ）

 職務上の地位や人間関係等、 職場内の優位性を背景に業務の適

正な範囲を 超えて、 精神的・ 身体的苦痛を 与えるまたは職場環境

を 悪化さ せる行為をいう 。  

過大な残業の強要や人間関係から の切り 離し 、 言葉や態度によ

る暴力的な行為等が、 こ れにあたる。  

フ レ ッ ク スタ イ ム制度  1 か月以内の一定期間（ 清算期間） における総労働時間を あら

かじ め定めておき 、 労働者がその枠内で、 各日の始業及び終業の

時刻を自主的に決定し 、 働く 制度のこ と 。

ポジティ ブ・ アク ショ ン  社会的・ 構造的な差別によ っ て不利益を被っ ている人に対し て、

一定の範囲で特別の機会を 提供するこ と 等により 、 実質的な機会

均等を実現するこ と を 目的と し て講じ る措置のこ と 。

※33 ページコ ラ ム⑤参照

ま マ タ ニ テ ィ ・ ハラ スメ ン

ト （ マタ ハラ ）

上司・ 同僚から の言動により 、 妊娠・ 出産し た「 女性労働者」

や育児休業を 申出・ 取得し た「 男女労働者」 等の就業環境を 害す

る行為のこ と 。  

休暇等の取得を 理由と し た解雇や減給等の不当な扱いだけでな

く 、 言葉や態度による嫌がら せも 含む。

メ ディ ア・ リ テラ シー  新聞、 テレ ビ、 雑誌、 イ ンタ ーネッ ト 等を メ ディ アと いい、 こ

のよう なメ ディ アから の情報を主体的に選択し 、内容を 読み解き 、

適切に発信する能力のこ と 。
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行 用  語 説    明 

ら  リ プ ロ ダク テ ィ ブ ・ ヘル

ス/ラ イ ツ（ 性と 生殖に関

する健康と 権利）  

平成６（ １ ９ ９ ４ ） 年の国際人口/開発会議において提唱さ れた

概念。  

リ プロ ダク ティ ブ・ ヘルス（ 性と 生殖に関する健康） と は「 人

間の生殖システム、 その機能と （ 活動） 過程の全ての側面におい

て、 単に疾病、 障害がないと いう ばかり でなく 、 身体的、 精神的、

社会的に完全に良好な状態にあるこ と を指す」 と さ れている。  

また、 リ プロダク ティ ブ・ ラ イ ツ（ 性と 生殖に関する権利） は、

「 全てのカ ッ プルと 個人が自分たちの子ども の数、 出産間隔、 並

びに出産する時を 責任を も っ て自由に決定でき 、 そのための情報

と 手段を 得るこ と ができ ると いう 基本的権利、 並びに最高水準の

性に関する健康及びリ プロダク ティ ブ・ ヘルスを得る権利」 と さ

れている 。  

※50 ページコ ラ ム⑦参照

リ ベンジポルノ 元交際相手の性的な写真等を 嫌がら せ目的でイ ンタ ーネッ ト 上

に公開するこ と 等を いう 。 こ のよう な行為の多く は、 私事性的画

像記録の提供等による被害の防止に関する法律（ 平成 26 年法律第

126 号） による規制の対象と なる。

わ ワーク ・ ラ イ フ ・ バラ ン

ス 

仕事と 生活の調和のこ と 。 一人ひと り が、 やり がいや充実感を

感じ ながら 働き 、 仕事上の責任を 果たすと と も に、 家庭や地域生

活等においても 、 子育て期、 中高年期と いっ た人生の各段階に応

じ て多様な生き 方が選択・ 実現でき る こ と をさ す。  

ワンスト ッ プ・ サービス 複数の手続き を一つの窓口で行えるよ う にするこ と 。
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